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 わが国の消費税は、世界的には付加価値税(VAT, Value Added Tax)と呼称され、英語圏で






とつとなっている 2。なお、アメリカには付加価値税は存在しない 3。2017 年時点の税率は、
日本 8%、フランス 20％、ドイツ 19％、カナダ 5％（国税のみ、これに加えて州税である付
加価値税が課せられる）、オーストラリア 20％などとなっている。EU 指令は、加盟国におけ
る付加価値税率（うち標準税率）を 15%以上 25%以下と定めているので、日本の消費税率は






















                                                   
2 Ebrill et al.(2001)を参照。 
3 アメリカに付加価値税が無い理由としては諸説がある。州税としての売上税と課税ベースが重複すること、代
替案として支出税を志向していたこと、欧州型の VAT が大きな政府を連想させることなどが指摘されるが、アメ
リカでも VAT を導入しようとする意見が高まりつつある。 
















































第 3 に、単一税率である。1989 年に税率 3%で創設された消費税は、1997 年 5%、2014
年 8%と、その後、2 回にわたり税率が引き上げられたが、現在に至るまで税区分は一つだけ
である。諸外国では、とりわけ欧州各国において、標準税率以外に 1‐3 個程度の軽減税率が

























                                                   
6 仕入れ税額控除とインボイス方式について、租税法の立場から研究したものとして水野（1995）、西山（2017）
がある。 
7 欧州委員会は、毎年 1 月に加盟国における税率構造に関する資料を公表しているが、多くのヨーロッパ諸国に


























 第 6 に、免税点制度と簡易課税制度である。免税点制度とは、現在の制度では、売上高 1











































 1997 年には、消費税率が 5%に引き上げられたが、このうち 1％分について地方消費税を
創設している。税率 3%の創設時から、消費譲与税により消費税収の 2 割は地方財源とされて
いたが、地方消費税を創設して明示化したのである。地方消費税は、都道府県分と市町村分
に折半され、さらに一定の算式に基づいて個別の自治体に税収が配分される 10。現在の税率




















 上述の通り、1997 年 4 月に地方消費税を含む消費税率は、それまでの 3％から 5％に引き
上げられたが、この時の経験が、消費増税が景気に与える影響という論点を浮上させている。





国内では 1997 年秋に金融システム危機が生じたことにより、1997 年後半の日本では経済不
況が深刻化した。その原因として、消費増税による民間消費の減速があったと指摘されたか
らである。 



























本研究では、わが国では最も直近にあたる 2014 年 4 月における消費増税を検討対象とし、
そこでの課税の転嫁と帰着に関する検討を行う。この消費増税の特徴については、本研究に
おいて都度、改めて指摘することになるが、主なものとしては以下が挙げられる。第１に、
増税が先行したこと。1989 年と 1997 年における消費増税では税収中立の観点から、平行し
て物品税の廃止や所得税の減税などが実施されたが、2014 年の消費増税では実質増税となり
家計負担が増した。ただし、中低所得者向けに臨時福祉給付金、子育て世帯臨時特例給付金






4 に、当時の経済環境であるが、2012 年末に成立した第 2 次安倍内閣が推進した、いわゆる
アベノミクスにより経済環境が好転し、とりわけ物価が回復基調にあった。そのため景気へ
の悪影響が懸念されつつ、消費増税が実施されている。増税前の駆け込み需要と増税後の反
動減が従来と同じく発生したが、増税直後の 2014 年 6 月頃までは好景気で推移した。しか
し、2014 年 7 月以降になると景気は足踏み傾向とたどっている。第 5 に、はじめての試みと
して、消費税転嫁特別措置法が施行されたことである。この点については、改めて詳述する。 
今後の見通しに関して、2012 年の三党合意においては、消費税率を 2 段階方式によって
10%まで引き上げることが意図されていたが、2 回目の消費増税については、当初の計画か
ら延期されている。第 1 段階の税率 8%は 2014 年 4 月に実現したが、消費増税に伴う経済へ
の悪影響が懸念されたため、政権与党は、2013 年 8 月と 2014 年 11 月の 2 度にわたり、有
識者会議（集中点検会合）を開催し、増税の経済的影響を見極めるという作業を行った。そ
の結果、当初は 2015 年 10 月とされた税率 10%への引き上げ時期は、その後、2017 年 4 月







1989 年および 1997 年の消費税創設と増税においても講じられていた。その根拠は、買い手











































2019 年 10 月に予定される消費税率 10%への引き上げに際して、酒類・外食を除く食料品
                                                   




































軽減税率の導入には反対論があり、その理由は以下の３つに大別される 16。第 1 に、逆進
性の緩和の程度が小さいという問題点である。逆進性を緩和するためには、低所得者だけが

















生じないだけ得策とされる。わが国では、1997 年および 2014 年の増税時に負担軽減策とし
て、それぞれ一時金が支給されている。例えば、2014 年 4 月の消費増税時には、低所得者向
け（住民税の非課税世帯）に対して、世帯員 1 人当たり 1 万円（年金受給者では 1.5 万円）
の臨時給付金 3,400 億円（対象 2,400 万人）と、中所得者向け（児童手当の受給世帯）に対



































































































的には、2014 年 4 月における消費税の 5％から 8％への引き上げを対象事例として、そこで
                                                   
19 消費課税の実効税率の計測事例としては、上村（2006）、小塩（2010）がある。 








































                                                   
21 逆に忘れられなかった論点として、家計の消費需要関数を推定し、それをもとに税制の変更に伴う厚生変化を
評価する研究は盛んに行われてきた。金子・田近（1989）、上村（2001）、村澤・湯田・岩本（2005）、北村・宮






































も増税前後の供給曲線の差分が課税額となる。市場均衡は当初の A 点から課税後の B 点に移
                                                   


















上昇を t、需要関数を D(p)、供給関数を S(p)とすると、需給均衡は次式(1.1)によって示さ
れる。 
 
(1.1) D(p + t) = S(p) 
 
 消費課税の転嫁分析においては、税の変化が引き起こす価格への影響である∂p/ ∂t が問題
となる。そこで、(1.1)式を変化量で表示して、(1.2)式を導く。 
 





(1.3) εD = −  
D′/D
dp/p






















 転嫁の帰着の分析指標としては、消費者への転嫁割合が用いられる。図 1-1 において、消


































なる 23。その条件は、通常の競争企業に同じく限界収入(MR, marginal revenue)＝限界費用
(MC, marginal cost)であり、これに応じて価格 P と数量 Q が決定される。企業の利潤関数を
π(Q)、収入関数を R(Q)、費用関数を C(Q)とすると、利潤関数π(Q)は(1.6)式のように表わ
される。これを数量 Q で微分することにより(1.7)式を得る。 
 
(1.6) π(Q) = R(Q) −  C(Q) 
 
(1.7) π′(Q) = R′(Q) −  C′(Q) 
 
(1.7)式がゼロであることが利潤最大化の条件なので、R’(Q)=C’(Q)であることが分かる。
R’(Q)は MR、C’(Q)は MC なので、(1.8)式が企業の選択する数量 Q の決定式となる。 
 
(1.8) MR = MC 
 
図 1‐2 において独占企業は右下りの需要曲線 D と限界収入曲線 MR に直面し、自らは右
上りの限界費用曲線 MC を有している。ここで利潤を最大化するのが A 点であり、これに対
応した B 点が需給の均衡点となり、価格 P1と数量 Q1が消費者に提示されることになる。 
 
  




図 1-2 独占企業への消費課税の帰着 
 
 
ここで消費課税の影響を考えてみる。従価税 t は限界収入 MC を（1＋t）MC に上方にシ
フトさせる。これに応じて均衡点が変化して図 1‐2 では D 点となり、価格 P2、数量 Q2とな
る。P2－P1が消費者への転嫁分であり、この大小は需要の価格弾力性εDに依存しているこ
とが見てとれる。企業の限界収入 MR に関して、数量 Q の 1 単位の追加に伴う変化は(1.9)
式のように示される。需要の価格弾力性は𝜀𝜀𝐷𝐷 = P + Q (∂Q Q⁄ ) (∂P P⁄ )⁄ なので、(1.9)式は
(1.10)式のように書き換えることができる。 
 
(1.9)  MR = P + Q ∂P
∂Q
 






その絶対値は独占企業においては 1 以上である。例えば、εD=‐0.2 とすると、独占企業で
は数量減によりそれを上回る価格の上昇が実現できるので、価格がある程度まで上昇したあ
との、εDの絶対値が 1 以上となったときに(1.11)式と(1.12)式が成立する。その際にεDの




(1.11) P + P � 1
𝜀𝜀𝐷𝐷
�  = (1 + t) MC 
20 
 
(1.12) P =  � 1+t
1+(1 𝜀𝜀𝐷𝐷)⁄



































                                                   
24 Berger and Strohner(2011)がサーベイしたのは、Dixit and Stiglitz(1977)，Baker and Brechling(1992), 



































ものの、その後の 5 月、6 月には過小転嫁であることが分かった。 
 第 3 章「Point-of-Sales（POS）データにみる消費税の転嫁」は、POS 情報から得た品目
別の価格データを用いた転嫁に関する研究である。近年の日本では、スーパーなどの小売店
                                                   
25 本論文は実証研究を主とするが、応用一般均衡分析に関する研究は行わない。この分野の研究としては、市岡










 第 4 章「マイクロデータにみる消費税の転嫁」は、食パン製品から代表的な 1 商品を取り
































第 12 巻, pp.119-146, 有斐閣。 
 白石浩介(2016c),「マイクロデータを用いた消費税の価格転嫁に関する研究」『拓殖大学政
治・経済・法律研究』第 19 巻 1 号, pp.41-71。 
 白石浩介(2017),「産業連関分析による消費税の価格転嫁に関する研究」『拓殖大学政治行政
































 本章では、以下のように議論を進める。第 2 節では、先行研究のサーベイを行い、第 3 節
では、本章が推定する経済モデルを検討する。第 4 節は、実証分析において用いたデータの
検討であり、第 5節において推計結果を報告する。第 6節は、本章のまとめである。 
 
  
                                                   





























































引き上げ（16％から 19％）に際して、増税前の 2006 年に価格上昇が引き起こされたことが



















                                                   





















  (2.1)  qt  = pt(1 + τ𝑡𝑡) 
 
 両辺の対数をとると、ln qt = ln[pt(1 + τt)]となり、これを整理すると、 
 




(2.3) ∆ ln qt = ∆ ln pt +  ∆τt 
 













(2.4) CPIṫ =  α+ β ∗ IOPIṫ +  γ ∗ WIṫ +  δ ∗ Dum τ+ εt 
 
 つまり、消費税引き上げ時点の消費者物価上昇率 CPİ  を、投入財価格上昇率 IOPİ  、賃金









次の通りである。ここで、CPIṫ =  (CPIm CPIm−12⁄ − 1) ∗ 100 である。 
 
(2.5) ( CPIṫ  − CPIt−1 )̇ =  α ∗ ( IOPIṫ −   IOPIt−1̇ ) +  β ∗ ( WIṫ −  WIt−1̇ ) +  γ ∗














いる 31。データ期間は、2005 年 1 月から 2014 年 7 月までの 10 年間 115 か月とした 32。工業
製品の原系列に関して、記述統計量は平均 100.5、標準偏差 2.05であるが、この前年同月比
                                                   
30 単位根検定に際しては、ディッキー・フラーGLS 検定（DF-GLS）を用いた。消費者物価指数、投入価格指数、
賃金指数は、いずれも時系列データなのでトレンドを有している可能性がある。そこで前年同月比データに変換




32 推計期間を 10 年間とした理由は、2014 年増税と 1997 年増税の比較のために、両者の推計期間をほぼ同じと
したことによる。1997 年増税の推計期間は、1989 年の消費増税後の 10 年間としている。 
29 
 














表 2－1 記述統計量 
 














ころ、購入者価格（製造業）72.4％、商業マージン 26.1％、運輸マージン 1.5％であった。販売価格の 7 割は製造
部分で決められているのである。製造業の投入価格をもって、当該製品の税抜きコストと判断しても良いと考え
た。 
  原系列   前年同月比の1次差分
平均 標準偏差 中央値 最大値 最小値 平均 標準偏差 中央値 最大値 最小値
 CPI 総合 100.6 0.96 100.4 103.5 99.2 0.03 0.35 0.00 1.80 -0.98
 (消費者物価指数) 工業製品 100.5 2.05 100.6 106.4 96.6 0.04 0.68 -0.00 3.27 -2.46
食料工業製品 99.2 1.85 99.3 103.2 96.9 0.04 0.45 0.00 3.15 -1.24
繊維製品 101.1 3.32 101.5 106.5 95.1 0.01 0.52 0.00 1.97 -1.75
石油製品 104.9 11.41 103.4 132.8 84.0 -0.01 4.27 -0.03 11.37 -18.81
他の工業製品 100.7 6.04 102.0 111.0 91.1 0.05 0.64 -0.00 3.59 -1.81
 IOPI 製造業総合 110.4 5.97 110.3 128.7 96.3 -0.03 1.69 0.02 4.78 -6.78
 (投入価格指数) 飲食料品 107.7 5.02 107.3 117.8 98.2 0.04 1.06 0.23 2.84 -3.83
繊維製品 111.0 6.95 110.3 124.4 98.1 0.02 1.13 0.16 3.55 -4.14
石油・石炭製品 144.2 35.06 139.8 252.0 72.2 -0.08 11.08 0.44 39.43 -38.03
 WI 製造業総合 102.1 30.54 86.6 192.4 82.2 0.02 2.23 0.04 9.39 -7.48
 (賃金指数) 食料品・たばこ 103.6 24.03 92.6 183.2 86.0 0.02 4.88 0.06 21.34 -21.69
消費関連製造業 103.2 24.37 91.7 177.1 85.8 0.01 2.44 0.29 8.07 -9.19









































 前年同月比の 1次差分をみる(図 2－3)。当月と前月における物価上昇率（前年同月比）の
差分において注目されるのは、過去 10 年間において 2014 年 3 月と 4 月における差分値が最
大であるという点である。日本の消費増税は他国に比して増税前の駆け込み需要を引き起こ
す傾向があるが、前月における差分（2 月から 3 月）が特に大きいことは無い。また、2014
年増税は 2013 年 10 月に決定されており、その際に恒常消費の低下があったとする研究があ
るが 35、同時期に価格が前倒しで上昇することは見られない。このように、データ推移をみ
る限り、消費者物価指数の上昇率は月次でみて変動することはあっても、せいぜい±1％以内










                                                   




















図 2－4 製造業投入価格指数 
 













 2014 年には税率が 5％から 8％に引き上げられたので、完全転嫁の場合の価格上昇率は
2.86％（=108/105-1）である。1997 年には税率が 3％から 5％に引き上げられたので、価格
上昇率は 1.94％(=105/103-1)となる。これらの価格上昇率を基準として、それぞれの費目が
いかなる価格上昇率を示したかを比較してみる（図 2－6）。 
消費者物価指数を構成する基本品目 591のうち、非課税品ほか 31品目を除く 560品目のう





1.0 倍超－1.25 倍以下（2.86％超-3.57％以下）13.6％、0.75 倍超－1.0 倍以下（2.14％超
-2.86％以下）21.7％、0.5 倍超－0.75 倍以下（1.43％超-2.14％以下）25.0％、0.0 倍超－









図 2－6 消費税の引き上げ率との比較 
 
注 1：1997年 4月と 2014年 4月の増税時の価格変化が分かる 456品目について算出（サービス製品を含む） 
注 2：2014 年 4 月には消費税率は 5％から 8％に引き上げられたので、完全転嫁の場合の価格上昇率は 2.86％
（=108/105-1）である。1997年 4月には消費税率は 3％から 5％に引き上げられたので、価格変化率は 1.94％
(=105/103-1)となる。すると 1.5倍値ほかは、それぞれ以下のようになる。 
        1997年 4月 2014年 4月 
  1.5倍値（転嫁率 150%）  2.91 %  4.29 % 
  1.25倍値（転嫁率 125%）  2.43 %  3.57 % 
  1.0倍値（転嫁率 100%）  1.94 %  2.86 % 
  0.75倍値（転嫁率 75%）  1.46 %  2.14 % 
  0.5倍値（転嫁率 50%）  0.97 %  1.43 % 
資料：総務省「消費者物価指数」をもとに作成 
 












図 2－7 消費税の引き上げ率（業種別）との比較 
 
 













には前年同期比 2.9％であったが、これが 7-9月期 3.2％、10-12 月期 2.9％と、いずれも 3%





1995 年から 2015 年までの約 20 年間であるが、この期間において 2014 年 1-3 月期に記録さ
れた-3.3％を超過するマイナスの落ち込みは、1998年 1-3月期-3.8％（1997年消費増税にお
ける駆け込み需要からの反動減）、2009 年 1-3 月期-4.7％（リーマンショックによる経済低
迷）、2015 年 1-3 月期-3.8％（2014 年消費増税における反動減）の 3 回しか存在せず、2014
年における数量減は増税によるものと見なしても良いだろう。 
上記は実質値なので数量の動きと見なされる。マクロ統計におけるデフレータを価格、名
目値を売上高と見なすと、2014 年 1‐3 月期の前年同期比について、数量（実質値）4.4%、
価格（デフレータ）1.2%、売上高（名目値）5.7%となっており、増税前の駆け込み需要は価
格よりも数量が伸張しており、両者を合わせた売上高も増加したことがみてとれる。続く 2014





 続いて、上記の前年同期比の 1 次差分をみる。2014 年 1-3 月期における伸び率から 2013











図 2－8 家計最終消費の推移（前年同期比、前年同期比の 1次差分） 
 
注 1：実質・四半期。前年同期比および前年同期比の 1次差分 
資料：内閣府「国民経済計算」をもとに算出 
 
図 2－9 家計最終消費の推移（目的別、前年同期比の 1次差分） 
 







 推計モデルでは CPI 上昇率の 1 次差分を被説明変数として、説明変数として税制ダミー変
数を用いた。これは月次のダミー変数であり、消費税率の引き上げ月である 2014年 4月に関

























表 2－2 消費増税に伴う価格上昇率（2014 年 4月） 
 
注１：表 2－4 の推計結果のうち、2014 年 4 月の消費税ダミー変数に関する推計値 
注２：下段は t-value, * p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 
注３：消費者への転嫁率＝点推定値/2.86。ここで 2.86 は完全転嫁率(=108/105-1) 
注４：VAT 換算とは、点推定値に相当する消費税率を試算したもの 
 
                                                   
37 推計式における被説明変数は、CPI 伸び率（前年同月比）の 1 次差分である。完全転嫁かつ他の要因が無く、
さらに CPI 上昇率がゼロの場合には、2014 年 4 月時点の 1 次差分の上昇率は 2.86％ポイントとなる。しかし、







工業製品 3.43 2.52～4.34 1.82 8.6% 120% 推計式(6)
[7.46]*** (7.6%～9.6%) (88%～152%)
食料工業製品 3.12 2.57～3.67 1.10 8.3% 109% 推計式(9)
[11.26]*** (7.7%～8.9%) (90%～128%)
繊維製品 2.10 1.24～2.96 1.72 7.2% 74% 推計式(12)
[4.85]*** (6.3%～8.1%) (43%～104%)
石油製品 4.59 -2.54～11.71 9.17 9.8% 161% 推計式(15)
[1.28] (2.3%～17.3%) (-89%～410%)








それぞれラグ変数を説明変数としている 38。推計結果によると、工業製品では 1 期前の投入
価格がプラス方向に作用している。推計モデルは、1次差分データを使用しているので、2014













消費税転嫁の時期をみるために、税制ダミーについて、2 月、3 月、5 月、6 月といった増
税前後の４か月について推計してみた（表 2－3）。推計結果によると、各月の点推定値の信
頼度は 4 月推計値に比べて劣るものが多い。しかし、有意性が検出されたものがあり、具体












                                                   
38 自己相関係数をもとにラグ月数の判定を行い、推計モデルの変数選択に活用した。 





表 2－3 消費増税に伴う価格上昇率（2014 年 2月-6月） 
 
注１：表 2－4 の推計結果のうち、2014 年 2-6 月の消費税ダミー変数に関する推計値 
















                                                   
40 表 2－4 における推計結果(1)を見よ。 
41 非課税品には、公的医療、授業料、帰属家賃などがあり、総合指数ウェイトのうち構成比 27％に達している。 




工業製品 0.01 0.15 3.43 0.13 0.19 3.75 推計式(6)
[0.02] [0.32] [7.46]*** [0.24] [0.41]
食料工業製品 -0.27 0.16 3.12 -0.89 -0.98 1.25 推計式(9)
[-0.98] [0.56] [11.26]*** [-2.20]** [-2.40]**
繊維製品 0.50 -0.82 2.10 0.14 -0.50 1.74 推計式(12)
[1.14] [-1.87]* [4.85]*** [0.31] [-1.16]
石油製品 -1.91 1.88 4.59 2.65 0.33 7.57 推計式(15)
[-0.53] [0.52] [1.28] [0.74] [0.09]
他の工業製品 -0.09 -0.68 3.32 -0.61 -0.12 2.59 推計式(18)
[-0.17] [-1.29] [6.30]*** [-1.16] [-0.20]
41 
 
表 2－4 推計結果（工業製品とその内訳である大分類品目、総合 CPI） 
 
注１： * p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 
注２：ブロイシュ・ゴッドフレイ検定により、誤差項に関する３次までの自己相関の検定を実施した。おおむね自己相関なしとの結果を得ている。 
総合 工業製品 食料工業製品 繊維製品 石油製品 他の工業製品
All items Industrial products Food products Textiles Petroleum products Other industrial products
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16) (17) (18)
税制ダミー  
VAT dummy 2014m2 0.1952 0.0079 -0.2745 0.5021 -1.9096 -0.0937
[0.69] [0.02] [-0.98] [1.14] [-0.53] [-0.17]
2014m3 0.2296 0.1481 0.1576 -0.8191 1.8766 -0.6841
[0.81] [0.32] [0.56] [-1.87]* [0.52] [-1.29]
2014m4 1.8369 1.8297 1.8343 3.3896 3.4281 3.4265 3.0899 3.1117 3.1198 2.0738 2.0982 2.1019 4.3078 4.5965 4.5888 3.316 3.3362 3.3225
[6.49]*** [6.57]*** [6.51]*** [7.54]*** [7.60]*** [7.46]*** [10.50]*** [10.77]*** [11.26]*** [4.65]*** [4.78]*** [4.85]*** [1.20] [1.30] [1.28] [6.12]*** [6.36]*** [6.30]***
2014m5 0.1409 0.1335 -0.8884 0.1363 2.6533 -0.6114
[0.42] [0.24] [-2.20]** [0.31] [0.74] [-1.16]
2014m6 -0.1214 0.1862 -0.977 -0.5031 0.327 -0.1233
[-0.43] [0.41] [-2.40]** [-1.16] [0.09] [-0.20]
投入価格指数
Input prices IOPI(-1) 0.0757 0.073 0.0769 0.2683 0.237 0.2421 0.0151 0.2421 0.2203 0.2224 0.0288 0.027 0.0216
[3.74]*** [4.31]*** [4.25]*** [7.83]*** [7.54]*** [6.82]*** [0.49] [5.04]*** [4.86]*** [4.79]*** [0.95] [0.93] [0.73]
IOPI(-2) 0.0003 -0.0555 0.0422 0.0513 0.0497 0.0075
[0.01] [-1.47] [1.24] [1.68]* [1.69]* [0.14]
IOPI(-3) 0.0466 0.0449 0.043 0.0455
[1.17] [1.18] [1.12] [1.15]
IOPI(-4) 0.0597 0.0576 0.0276
[1.95]* [1.92]* [0.92]
IOPI(-5) 0.0036 0.0278 0.0362 0.0369
[0.09] [0.72] [1.23] [1.24]
IOPI(-6) 0.0106
[0.27]
IOPI(-10) 0.0856 0.0866 0.0872
 [2.17]** [2.26]** [2.25]**
賃金指数
Wages WI(-1) -0.0305 0.007 0.0066 0.0058 0.0541
[-1.56] [1.22] [1.18] [1.08] [0.39]
WI(-2) 0.0175 0.0141 0.0142 0.0056 0.0068 0.0058
[1.41] [1.20] [1.20] [0.30] [0.38] [0.33]
WI(-3) 0.0101 0.0104 0.0101
[1.75]* [1.85]* [1.86]*
WI(-4) 0.0096 0.0022 0.0076 0.0071 0.1243 0.1012 0.0924 0.0645 0.0686 0.0676
[0.75] [0.11] [0.39] [0.36] [0.92] [0.76] [0.68] [2.88]*** [3.33]*** [3.25]***
WI(-6) 0.0046 0.024 0.0246 0.0246
[0.79] [1.04] [1.12] [1.11]
WI(-7) 0.003
[0.16]
WI(-9) 0.0969 0.1381 0.1409 0.0086
[0.70] [1.03] [1.04] [0.37]
自己ラグ
Lag variables CPI(-1) 0.1503 0.1338 0.1119 0.1036 0.0448 0.0295 0.1936 0.1919 0.2987 0.0592 0.046 0.0397
[1.78]* [1.65] [1.13] [1.25] [0.58] [0.30] [2.90]*** [2.94]*** [3.22]*** [0.45] [0.40] [0.34]
CPI(-2) -0.0965 -0.0218 0.1156 0.1027 0.2403 -0.1977 0.0922 0.0939 0.1012
[-1.16] [-0.28] [1.64] [1.53] [2.49]** [-1.45] [1.10] [1.14] [1.01]






CPI(-9) 0.1921 0.186 0.2049
[1.81]* [1.88]* [2.01]**
CPI(-11) 0.2198 0.2342 0.2483
[2.38]** [2.67]*** [2.83]***
Observations 110 111 111 110 110 110 108 110 110 103 103 103 105 105 105 105 105 105
R-squared 0.429 0.416 0.425 0.608 0.588 0.590 0.646 0.642 0.685 0.279 0.276 0.323 0.407 0.390 0.397 0.409 0.407 0.426
Adj-R-squared 0.390 0.394 0.380 0.582 0.573 0.557 0.610 0.614 0.646 0.210 0.231 0.250 0.352 0.359 0.340 0.347 0.364 0.358
Breush-Godfrey LM test (Prob>chi2, H0=no serial correlation)
lag (-1) 0.408 0.946 0.700 0.971 0.196 0.105 0.109 0.101 0.745 0.165 0.157 0.345 0.517 0.447 0.417 0.741 0.921 0.921
lag (-2) 0.679 0.728 0.757 0.996 0.428 0.263 0.136 0.110 0.476 0.118 0.102 0.125 0.268 0.263 0.250 0.453 0.471 0.165
lag (-3) 0.460 0.283 0.267 0.999 0.597 0.438 0.080 0.072 0.140 0.161 0.147 0.125 0.404 0.371 0.380 0.659 0.680 0.287
42 
 
表 2－5 推計結果（中分類品目） 
 







































































3.0566 2.9845 3.1516 2.9353 3.7654 3.7591 4.7228 3.9528 2.8509 2.9867 5.5754 2.0045 0.1779 2.9159 1.9922 2.7981 3.155 4.8647 2.7699 2.8059 5.4738 2.6837 1.5502





Input prices IOPI(-1) 0.0725 1.2611 0.266 0.0367 0.2091 0.1883 0.8002







IOPI(-5) 0.0795 0.121 0.0822 0.0928 0.0135 0.0854 0.1104
[2.47]** [3.36]*** [3.14]*** [1.95]* [1.43] [1.33] [2.16]**













Wages WI(-1) 0.0065 0.0611 0.0753 0.0228 0.0124 0.0023 0.0725
[1.31] [1.74]* [2.55]** [1.99]** [0.70] [1.54] [1.51]
WI(-2) 0.0165 0.0547 0.0719 0.016
[1.91]* [2.57]** [2.52]** [2.04]**
WI(-3) 0.0203 0.0114 0.024 0.1819 0.0825 0.0277 0.2894





WI(-6) 0.0087 0.0788 0.0253 0.0271 0.081










Lag variables CPI(-1) 0.2609 0.1966 -0.2158
[2.95]*** [2.69]*** [-2.92]***
CPI(-2) 0.1908 0.1602 0.2142 0.133 0.1128 0.1513















Observations 108 111 108 109 109 102 105 106 105 108 105 107 109 104 103 106 106 108 108 110 102 111 106
R-squared 0.252 0.329 0.542 0.436 0.704 0.203 0.489 0.308 0.339 0.478 0.332 0.118 0.136 0.623 0.277 0.252 0.580 0.553 0.843 0.299 0.373 0.514 0.192
Adj-R-squared 0.223 0.297 0.519 0.414 0.690 0.162 0.464 0.274 0.319 0.436 0.312 0.084 0.095 0.600 0.240 0.222 0.559 0.531 0.837 0.273 0.340 0.496 0.143
Breush-Godfrey LM test (Prob>chi2, H0=no serial correlation)
lag (-1) 0.002 0.565 0.350 0.570 0.502 0.277 0.299 0.165 0.078 0.007 0.687 0.211 0.016 0.409 0.014 0.649 0.498 0.252 0.014 0.671 0.163 0.002 0.500
lag (-2) 0.009 0.730 0.516 0.809 0.051 0.531 0.274 0.005 0.192 0.022 0.203 0.243 0.020 0.352 0.047 0.774 0.118 0.459 0.012 0.872 0.182 0.004 0.336












































4 月ダミー変数とは、毎年 4 月を 1.0 とする変数である。この変数が有意であると、毎年 4
月に価格改定が存在し、2014 年 4 月における価格の上昇には消費税以外の要因が存在するこ
とを示唆する。しかし、推計結果によると（表 2－6）、4 月ダミー変数の推計値は総じて小さ
く有意性が低かった。そのため 2014 年以外の年次に 4 月ダミー変数を加えても、2014 年 4





表 2－6 モデル変数の追加に伴う推計結果の変化 
 
注 1：論文中の表 2-4 に対応。推計式に、１）定数項を追加したケース、２）4 月ダミー変数を追加したケースを
推計した。 
注 2：下段は t-value, * p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 
 
２．５．３ 1997年と 2014年の比較 
 
 1997 年と 2014年における消費増税の転嫁状況を比較する。1997年 4月には消費税率が 3%
から 5%に引き上げられている。税率の引き上げポイントは 2%に留まり、完全転嫁の場合の引
き上げポイントは 1.94％(=105/103-1)である。1997 年当時の経済状況は 2014 年に類似して
おり、不況が一段落したと見なされていた。しかし、消費税の創設後の初めての増税であり、
転嫁の傾向については、少なくとも事前には予想されていなかったと思われる。当時の物価
動向をみておくと、引上げ直前の 6か月間（1996年 10月-1997年 3月）における工業製品の
CPI 上昇率（前年同月比）の平均は-0.5％であり、2014 年の引き上げ直前の 6 か月間（2013




1997 年に関する推定モデルは、これまで使用したものと同じとして、推計期間は 1989年 1
月から 1997年 9月までの 9年間 105か月とした。税率の引き上げポイントが異なるので、推
計結果は単純には比較できない。そこで推計モデルから得た点推定値をもとに、完全転嫁ケ









工業製品 3.43 3.42 0.008 3.51 -0.084 推計式(6)
[7.46]*** [7.37]*** [0.18] [7.18]*** [-0.52]
食料工業製品 3.12 3.12 0.002 3.10 0.017 推計式(9)
[11.26]*** [11.14]*** [0.08] [10.50]*** [0.17]
繊維製品 2.10 2.11 -0.007 2.17 -0.069 推計式(12)
[4.85]*** [4.81]*** [-0.16] [4.71]*** [-0.45]
石油製品 4.59 4.59 0.000 5.17 -0.582 推計式(15)
[1.28] [1.27] [0.00] [1.35] [-0.46]
他の工業製品 3.32 3.28 0.038 3.32 0.002 推計式(18)
[6.30]*** [6.17]*** [0.73] [5.90]*** [0.01]
45 
 
ースの引き上げ率（1997年については 1.94、2014年については 2.87）を 100%とする消費者
への転嫁割合を算出して、これを比較することにした。 
 推計結果によると工業製品については 1997年 79%、2014年 118％と、1997年増税時が過小
転嫁にある（表 2－7、表 2－8）。しかし、この内訳をみていくと、食料工業製品では 1997年
119％、2014 年 108％、繊維製品では 1997 年 69％、2014 年 72％、石油製品 1997 年 146％、
2014 年 150％、他の工業製品 1997 年 105％、2014 年 114％となっており、業種別の傾向は 2
時点においてほぼ一致している。繊維製品では過小転嫁であること、石油製品では転嫁過剰
であること、食料工業製品、他の工業製品（雑貨、家電製品ほか）では完全転嫁もしくはや






表 2－7 1997年増税と 2014年増税の比較 







工業製品 1.54  79% 3.39 118% 
 食料工業製品 2.31 119% 3.09 108% 
 繊維製品 1.34  69% 2.07  72% 
 石油製品 2.84 146% 4.31 150% 
 他の工業製品 2.04 105% 3.26 114% 
（参考）CPI総合 1.26  65% 1.84  64% 
注 1：表 2－4（2014年）および表 2－8（1997年）における税制ダミー変数に関する推計値の抜粋 







表 2－8 推計結果（総合指数、工業製品、その内訳である大分類品目・1997 年増税時） 
 




















(42) (43) (44) (45) (46) (47)
m97100b m97101b m97102b m97103a m97104b m97105b
税制ダミー
VAT dummy 1997m4 1.2627 1.544 2.3053 1.3542 2.8444 2.0467
[3.34]*** [7.94]*** [8.04]*** [3.45]*** [2.53]** [12.69]***
1989m4 0.7222 0.6151 2.0392 1.8371 1.9463 -0.2158
[1.76]* [2.91]*** [7.10]*** [4.80]*** [1.73]* [-1.38]
投入価格指数















WI(-3) 0.002 0.0157 0.0031
[0.29] [0.86] [0.43]
自己ラグ










Observations 108 114 112 111 115 111
R-squared 0.298 0.692 0.534 0.353 0.569 0.649
Adj-R-squared 0.264 0.678 0.512 0.316 0.545 0.632
Breush-Godfrey LM test (Prob>chi2, H0=no serial correlation)
lag (-1) 0.934 0.045 0.297 0.016 0.725 0.728
lag (-2) 0.046 0.131 0.014 0.052 0.815 0.921





















































付表 2‐1a 単位根検定（消費者物価指数の前年同月比の 1次差分，被説明変数） 
   
注１： * p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 
注２： ディッキー・フラーGLS 検定は、１次ラグ以外についても単位根検定を示す。推計モデルにおいて被説明変数となる、消費者物価指数の前年同月比の１次差分





CPI　increase rates 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
1 総合 -5.692 *** -5.464 *** -4.313 *** -3.653 *** -3.761 *** -2.911 * -2.766 * -2.371 -2.381 -2.404 -3.460 ** -3.265 **
2 工業製品 -5.365 *** -5.258 *** -5.163 *** -4.225 *** -4.149 *** -3.559 ** -3.289 ** -3.112 ** -3.421 ** -3.642 *** -5.196 *** -3.797 ***
3 食料工業製品 -4.897 *** -3.472 ** -2.248 -1.978 -2.136 -2.629 -2.778 * -3.340 ** -3.068 ** -2.759 * -3.373 ** -3.064 **
4 繊維製品 -5.320 *** -4.226 *** -3.437 ** -2.670 -2.354 -2.292 -2.225 -2.200 -2.188 -2.197 -2.091 -2.179
5 石油製品 -5.368 *** -5.511 *** -5.203 *** -4.585 *** -4.241 *** -3.426 ** -3.442 ** -3.368 ** -3.784 *** -4.023 *** -5.851 *** -4.196 ***
6 他の工業製品 -6.733 *** -5.986 *** -6.558 *** -5.210 *** -4.202 *** -3.700 *** -3.004 ** -2.070 -2.464 -1.967 -3.296 ** -2.430
7 油脂・調味料 -5.921 *** -4.994 *** -4.354 *** -3.423 ** -3.049 ** -3.789 *** -2.996 ** -2.361 -2.407 -2.003 -3.449 ** -2.893 **
8 菓子類 -4.570 *** -3.467 ** -2.845 * -2.365 -2.372 -2.134 -2.012 -2.217 -2.128 -2.233 -2.939 ** -2.554 *
9 調理食品 -4.859 *** -3.677 *** -2.951 * -2.202 -1.965 -1.771 -2.064 -2.599 * -2.730 * -2.865 ** -4.308 *** -3.904 ***
10 飲料 -8.106 *** -5.521 *** -4.172 *** -4.063 *** -3.407 ** -3.846 *** -2.777 * -2.946 ** -2.481 -2.194 -3.497 ** -3.545 **
11 酒類 -5.729 *** -4.467 *** -2.986 ** -2.594 -2.520 -2.333 -2.504 -2.753 * -2.628 * -2.595 * -2.668 * -2.626 *
12 家事用耐久財 -7.080 *** -5.251 *** -4.966 *** -2.863 * -2.990 ** -3.312 ** -2.883 * -3.145 ** -2.396 -1.803 -3.659 *** -2.924 **
13 一般家具 -7.613 *** -6.298 *** -5.356 *** -4.936 *** -4.549 *** -3.655 *** -2.998 ** -2.364 -2.294 -2.064 -2.589 * -2.321
14 家事雑貨 -6.390 *** -5.325 *** -3.872 *** -2.737 * -2.057 -1.999 -2.073 -1.862 -1.979 -1.647 -3.291 ** -3.149 **
15 家事用消耗品 -5.642 *** -4.386 *** -3.452 ** -2.754 * -2.954 ** -2.790 * -3.014 ** -2.979 ** -3.297 ** -2.678 * -3.826 *** -3.056 **
16 洋服 -5.754 *** -4.686 *** -4.165 *** -3.266 ** -2.622 -2.432 -2.320 -2.248 -2.177 -2.143 -2.057 -2.227
17 シャツ・セーター類 -8.592 *** -7.697 *** -5.786 *** -4.837 *** -3.883 *** -3.033 ** -2.825 * -2.774 * -2.434 -2.233 -2.826 ** -2.861 **
18 下着類 -8.791 *** -6.293 *** -4.169 *** -2.976 ** -2.608 -2.226 -2.690 * -2.869 * -2.136 -2.123 -2.397 -2.200
19 履物類 -6.851 *** -4.780 *** -4.078 *** -3.617 *** -2.870 * -2.462 -2.217 -2.056 -2.066 -1.975 -2.099 -2.051
20 医薬品・健康保持用摂取品 -9.913 *** -7.854 *** -7.446 *** -6.143 *** -5.351 *** -5.446 *** -3.744 *** -3.318 ** -2.471 -1.951 -2.990 ** -2.532 *
21 保健医療用品・器具 -7.335 *** -6.187 *** -5.300 *** -4.508 *** -3.826 *** -3.422 ** -2.979 ** -2.466 -2.663 * -2.154 -4.271 *** -3.950 ***
22 自動車 -7.968 *** -6.011 *** -4.807 *** -3.843 *** -3.238 ** -2.912 * -2.591 -2.443 -2.298 -2.433 -3.325 ** -2.940 **
23 ガソリン -5.682 *** -5.597 *** -5.424 *** -4.925 *** -4.617 *** -3.745 *** -3.556 ** -3.315 ** -3.607 *** -3.697 *** -5.594 *** -4.272 ***
24 教養娯楽用耐久財 -6.996 *** -6.844 *** -7.486 *** -5.483 *** -4.633 *** -4.617 *** -3.149 ** -2.337 -2.943 ** -2.870 ** -4.215 *** -3.254 **
25 教養娯楽用品 -6.682 *** -6.091 *** -4.681 *** -2.846 * -2.347 -2.080 -1.843 -1.602 -1.763 -1.456 -1.764 -1.689
26 書籍・他の印刷物 -7.371 *** -5.604 *** -4.357 *** -3.136 ** -2.545 -2.175 -2.290 -2.480 -2.161 -2.085 -2.323 -2.468
27 理美容用品 -9.152 *** -6.954 *** -4.854 *** -4.724 *** -3.755 *** -3.082 ** -3.329 ** -2.989 ** -2.402 -2.063 -2.565 * -2.463
28 身の回り用品 -5.211 *** -4.622 *** -2.780 * -2.511 -2.409 -2.093 -2.441 -1.890 -1.857 -1.718 -2.485 -1.387




付表 2‐1b 単位根検定（投入価格指数の前年同月比の 1次差分，説明変数） 
   
注１： * p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 
注２： ディッキー・フラーGLS検定は、１次ラグ以外についても単位根検定を示す。推計モデルにおいて説明変数となる、投入指数の前年同月比の１次差分( IOPIṫ  − IOPIt−1 )̇
は、ほぼ定常過程である。 
 
付表 2‐1c 単位根検定（賃金指数の前年同月比の 1次差分，説明変数） 
   
注１： * p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 






Input Price　increase rates 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
1 製造業総合 -4.704 *** -4.252 *** -4.197 *** -4.253 *** -3.306 ** -3.438 ** -4.704 *** -3.757 *** -3.675 *** -4.090 *** -5.907 *** -3.489 **
2 飲食料品 -3.651 *** -3.494 ** -3.738 *** -3.959 *** -3.467 ** -2.748 * -3.651 *** -3.205 ** -3.813 *** -2.845 ** -4.088 *** -2.565 *
3 繊維製品 -4.154 *** -3.704 *** -3.282 ** -3.244 ** -2.948 ** -2.649 * -4.154 *** -3.031 ** -2.941 ** -2.951 ** -4.339 *** -3.687 ***
4 パルプ・紙・木製品 -3.856 *** -3.328 ** -3.137 ** -3.155 ** -3.484 ** -4.087 *** -3.856 *** -4.131 *** -3.523 ** -3.531 ** -4.519 *** -3.089 **
5 化学製品 -5.138 *** -4.750 *** -5.016 *** -4.567 *** -4.537 *** -3.561 ** -5.138 *** -3.644 *** -3.727 *** -4.027 *** -6.494 *** -4.095 ***
6 石油・石炭製品 -5.150 *** -5.099 *** -3.945 *** -4.064 *** -3.752 *** -3.359 ** -5.15 *** -3.236 ** -2.804 * -3.081 ** -4.648 *** -3.231 **
7 情報・通信機器 -5.176 *** -4.315 *** -3.544 ** -3.000 ** -2.902 * -2.690 * -5.176 *** -2.543 -2.265 -2.292 -3.267 ** -2.680 *
8 輸送機械 -5.104 *** -3.620 *** -3.231 ** -2.702 * -2.561 -3.312 ** -5.104 *** -4.269 *** -3.671 *** -3.197 ** -5.250 *** -4.338 ***




-5.284 *** -4.538 *** -4.135 *** -3.627 *** -3.511 ** -3.126 ** -5.284 *** -2.975 ** -3.047 ** -2.913 ** -4.371 *** -3.348 **
DF-GLS Statistic Lags
Wage Price　increase rates 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
1 製造業 -10.386 *** -9.035 *** -8.151 *** -5.368 *** -3.386 ** -2.987 ** -2.868 * -3.031 ** -3.601 *** -3.089 ** -3.591 *** -4.050 ***
2 食料品・たばこ -11.058 *** -7.994 *** -7.843 *** -8.916 *** -4.956 *** -3.624 *** -2.776 * -2.540 -2.325 -1.549 -1.706 -1.757
3 家具・装備品 -9.490 *** -7.326 *** -6.437 *** -8.881 *** -5.341 *** -3.972 *** -3.158 ** -3.162 ** -2.735 * -2.008 -2.467 -2.105
4 印刷・同関連業 -10.288 *** -8.344 *** -9.468 *** -7.502 *** -5.388 *** -4.714 *** -3.836 *** -2.928 ** -2.305 -1.960 -2.025 -1.636
5 輸送用機械器具 -9.267 *** -7.700 *** -5.923 *** -3.450 ** -2.603 -2.421 -2.554 -2.591 -2.775 * -2.005 -2.423 -2.395
6 消費関連製造業 -10.764 *** -8.712 *** -9.446 *** -6.922 *** -5.219 *** -4.905 *** -4.024 *** -3.068 ** -2.953 ** -1.616 -1.875 -1.481
7 素材関連製造業 -10.367 *** -8.911 *** -7.732 *** -5.615 *** -3.668 *** -3.073 ** -2.577 -2.485 -2.363 -1.842 -1.856 -2.001
8 機械関連製造業 -9.641 *** -7.684 *** -6.490 *** -4.155 *** -2.724 * -2.482 -2.606 -3.072 ** -3.769 *** -3.085 ** -3.829 *** -3.921 ***
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1 総合 製造業総合 製造業
2 工業製品 製造業総合 製造業
3 食料工業製品 飲食料品 食料品・たばこ
4 繊維製品 繊維製品 消費関連製造業
5 石油製品 石油・石炭製品 素材関連製造業
6 他の工業製品 製造業総合 消費関連製造業
7 油脂・調味料 飲食料品 食料品・たばこ
8 菓子類 飲食料品 食料品・たばこ
9 調理食品 飲食料品 食料品・たばこ
10 飲料 飲食料品 食料品・たばこ
11 酒類 飲食料品 食料品・たばこ
12 家事用耐久財 電気機械、情報・通信機器、電子部品 機械関連製造業
13 一般家具 パルプ・紙・木製品 家具・装備品
14 家事雑貨 製造業総合 製造業
15 家事用消耗品 化学製品 消費関連製造業
16 洋服 繊維製品 消費関連製造業
17 シャツ・セーター類 繊維製品 消費関連製造業
18 下着類 繊維製品 消費関連製造業
19 履物類 その他の製造工業製品 消費関連製造業
20 医薬品・健康保持用摂取品 製造業総合 消費関連製造業
21 保健医療用品・器具 製造業総合 消費関連製造業
22 自動車 輸送機械 輸送用機械器具
23 ガソリン 石油・石炭製品 素材関連製造業
24 教養娯楽用耐久財 情報・通信機器 機械関連製造業
25 教養娯楽用品 その他の製造工業製品 消費関連製造業
26 書籍・他の印刷物 その他の製造工業製品 印刷・同関連業
27 理美容用品 化学製品 消費関連製造業
28 身の回り用品 その他の製造工業製品 消費関連製造業
29 たばこ 飲食料品 食料品・たばこ
出所 総務省「消費者物価指数」 日本銀行「投入・産出価格指数」 厚生労働省「毎月勤労統計調査」
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 本章では Point-of-Sale (POS) データを用いることにより、消費税転嫁に関する検討を行




が知られているが、それによると 2014 年 4 月の POS データに基づく物価指数は一時的な上
昇に留まったという。これは同時期の物価が増税分だけ上昇し、ほぼ完全転嫁であったとす
る CPI データが見せた動きとは異なるものである。この違いに関する検討を行う。 
スーパーなどの販売店が、従来に考えられてきた以上に頻繁に小売価格を改定しているこ
とが現在の日本における特徴である。EDLP(everyday low price)を標榜するスーパーがある





直面する価格は、CPI データではなく POS 価格を参照した方が適切であると言える。POS
価格における消費税の転嫁は、実際にはどうであったのであろうか。POS データを詳しく分
析し、さらに CPI データの動きと比較してみたい。 






本章では、以下のように議論を進める。第 2 節では、先行研究のサーベイを行い、POS デ
ータの検討からこれまでに分かった価格の動きに関する特徴を整理する。第 3 節では、本章
で使用する POS データの説明を行ったうえで、それを用いて 2014 年 4 月の税込み価格の上
昇率に関する品目別の差異分析を行う。第 4 節では、本章において推定する計量モデルを検




























 Abe and Tonogi (2010)は、本研究と同じ日経 POS データを用いたものであり、スーパー
における定価と特売価格の頻繁な変更、特売時の売上高の急増を明らかにした。カップヌー
ドル商品について 18 年間の販売データを対象として、価格の改定頻度、特売日における売上
の集中を調べたが、定価（1 週間ごとの最頻価格）が 20-40 日で変化すること、価格の改定
頻度が高いこと、デフレ経済のなかで価格の改定幅が拡大するという値引き現象を指摘して






データに基づく東大指数に比べると上方バイアスが生じていること、2014 年 4 月の消費増税
















 2014 年 4 月の消費増税に関する先行研究を見ておく。阿部・稲倉（2015）は、企業によ
る提示価格ではなく、消費者が選好した価格を検討しているが、増税前の 2014 年 3 月には、




Enda, Inakura and Tnogi(2015)は、消費者の購入履歴から増税前後の生計費指数を算出し、
これを通常の CPI と比較しているが、買いだめにより消費者が直面する価格は 2014 年 3 月

























































                                                   









































第 1に、品目区分であるが、これは日経 POS 情報における分類に従った。この品目分類は
スーパーにおける陳列棚における商品配置を参考に定められている。具体的には、すべての
商品は合計 213品目に分類される（表 1）。これらは、①加工食品 156品目と②家庭用品 57
品目に大別され、①加工食品はさらに、①－１チルド売場 46品目、①－２常温売場 105 品目、
①－３冷凍売場 5品目に分けられる。②家庭用品は、②－１消耗品 48品目と②－２耐久品 9
品目に分けられる（表 3-1）。 










平均値は 37.0％、最高値 98.1％、最低値 2.1％、中央値 31.3％であった。集計対象とした商
品数は限定されるが、スーパーでバーコードが付される消費購入額の 1/3をカバーする商品
群について価格動向を示すデータセットを構築している。さらに使用データでは、以下のよ






れ筋ランキングには 5,607商品が登場したが、うち完備データは 2,847商品であった 46。な
お、「玩具入り菓子」「各種詰め合わせ菓子」「食品ギフトセット・商品券」の 3品目について
                                                   
44 本研究では、日経テレコン「日経 POS 情報・売れ筋商品ランキング」を使用したが、これはもっぱら研究予
算上の理由による。売れ筋ランキングには、品目ごとに上位 20 商品から 100 商品に関する価格、数量（販売シェ
ア）が示されており比較的安価にデータを入手することができる。筆者はこれより個別商品のデータを入手し、
品目別に加重平均値を算出することから分析用のデータセットを構築した。 
45 具体的には、2014 年 3 月以前の価格には 105/100、4 月以降の価格には 108/100 を乗じることから税込み価格













表 3‐1 POSデータにおける品目数と商品数 
 
注 1：213品目の分類は、日経デジタルメディア社「日経 POS情報」における分類品目である。表中の区分は大分








加工食品＋家庭用品 213 5,607 2,847
加工食品 156 3,823 2,023
チルド売場 46 1,122 598
（１）豆腐、納豆、コンニャク 3 112 57
（２）漬物・惣菜 4 169 86
（３）水産練り製品、チルド半製品 9 238 97
（４）畜肉加工品 3 61 38
（５）乳製品・豆乳類 10 200 141
（６）チルドデザート 2 42 24
（７）飲料 15 300 155
常温売り場 105 2,562 1,357
（1）乾物、めん類 8 188 91
(2)調味料、甘味料 18 362 259
(3)即席食品 15 300 173
(4)缶詰・瓶詰 9 176 107
(5) パン、もち 6 161 100
(6)ジャム、スプレッド、プレミックス 6 120 60
（7）コーヒー、紅茶、緑茶 8 166 108
(8)菓子 16 538 188
（9）酒類 13 316 211
(10)ベビーフード、穀類、その他 6 235 60
冷凍売場 5 139 68
(1)冷凍食品 2 75 39
(2)アイスクリーム・氷 3 64 29
家庭用品 57 1,784 824
消耗品 48 1,565 734
(1)バスボディケア用品 3 88 33
（２）オーラルケア用品 5 104 73
（3）衛生用品 5 100 67
（４）洗剤 3 60 26
（５）生活環境用品 4 84 36
（６）化粧品 3 233 61
（７）頭髪化粧品 2 89 59
（8）フレグランス 1 20 11
（9）身だしなみ用品 3 76 19
（10）医療関連品、雑貨 5 101 58
（１１）キッチン消耗品 3 67 38
（１２）ステーショナリー 6 338 145
（１３）ペットフード・サニタリー 4 185 103
（１４）贈答品 1 20 5
耐久品 9 219 90
（１）洗顔・浴室・台所・洗濯用品・フック類 9 219 90
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３．３．２ 2014年 4月における価格変動 
 
・POS 価格の推移 
加工食品と家庭用品を合わせた 210 品目に関する全体傾向をみる。税込み POS 価格の前




月-0.2％、6 月-0.4％となり、3 月までに見られた下落傾向に復帰している。7 月には 0.2％と
なり、価格の上昇を経験したのちに、8 月-0.3％、9 月-0.1％と再び穏やかな減少傾向を示し
た。加工食品、家庭用品別にみても上記の傾向には違いはなかった(図 3‐1)。 
 210 品目を、「加工食品＋家庭用品（210 品目）」とその内訳である「加工食品（153 品目）」
「家庭用品（57 品目）」に分けて、それぞれのグループにおいて前月比の単純平均値を算出
し、この 95%信頼区間を求めた。さらに 2 月平均値と各月平均値との差異検定を実施した（表
3－2）。差異検定によると、2 月に比べて 3 月の前月比は有意に低下しており、4 月は有意に
上昇している。5 月以降になると、2 月前月比との差異に関する有意度が低下しているので、
3 月における価格低下と 4 月における価格上昇が特異であったことが示唆される。95%信頼
区間に関しては、4 月以外はゼロを含むマイナス伸び率である一方で、4 月について、例えば、
「加工食品」の信頼区間は 3.8%～4.2%となっており、前月比がマイナス傾向であった他の月
とは明らかに異なる。さらに 5 月の前月比はほぼゼロであり、4 月価格から変化することが
少なかった。続く 6 月と 8 月には低下し、7 月には上昇している。これらは、「加工食品」と
「家庭用品」に共通する価格推移の傾向が存在したことを示唆する。 
 
図 3‐1 加工食品+家庭用品における税込み価格の変化（前月比％の平均値） 
 
注：加工食品 153品目、家庭用品 57品目における 2014年 2月から 9月までの前月比の平均値 
資料：日経デジタルメディア社「日経 POS情報」をもとに作成。 
 














表 3－2 加工食品+家庭用品における税込み価格の変化（前月比％） 
 
注 1：加工食品 153品目、家庭用品 57品目における 2014年 2月から 9月までの前月比。単純平均。 
注 2：95%信頼区間とは、平均値の信頼区間。 
注 3：平均値の差異検定とは、2 月前月比と他の月の前月比について、（加工食品＋家庭用品）（加工食品）（家庭







                                                   
48 本章における POS データは日次価格の平均値である月次価格を分析しているので、特売価格それ自体の動き
は分からない。しかし、POS データに基づく月次価格には、CPI に比べると特売価格の動きが反映されている。 
加工食品+家庭用品 　　95%信頼区間 　　2月平均値との差異検定
平均値 中央値 標準偏差 最高 最低 下限 - 上限 未満 等しい 超過
2月 -0.2 -0.2 1.5 8.1 -5.8 -0.4 0.0
3月 -0.7 -0.6 1.6 4.9 -6.1 -1.0 -0.5 100% 0% 0%
4月 4.4 4.3 1.8 13.4 0.1 4.1 4.6 0% 0% 100%
5月 -0.2 -0.2 1.2 3.0 -8.5 -0.3 -0.0 50% 100% 50%
6月 -0.4 -0.3 1.2 3.4 -7.3 -0.5 -0.2 92% 17% 8%
7月 0.2 0.1 1.5 7.1 -5.9 -0.0 0.4 1% 1% 99%
8月 -0.3 -0.2 1.3 4.7 -8.3 -0.5 -0.1 82% 37% 18%
9月 -0.1 0.0 1.8 8.2 -9.2 -0.3 0.2 21% 43% 79%
加工食品  
平均値 中央値 標準偏差 最高 最低 下限 - 上限 未満 等しい 超過
2月 -0.1 -0.2 1.3 8.1 -4.6 -0.3 0.1
3月 -0.5 -0.5 1.3 4.9 -5.7 -0.7 -0.3 99% 2% 1%
4月 4.0 4.0 1.4 9.3 0.7 3.8 4.2 0% 0% 100%
5月 -0.1 -0.2 1.0 3.0 -3.4 -0.3 0.0 56% 87% 44%
6月 -0.2 -0.2 0.9 3.3 -3.3 -0.3 -0.0 75% 51% 25%
7月 0.0 -0.1 1.1 6.4 -4.1 -0.2 0.2 22% 43% 78%
8月 -0.2 -0.1 1.0 3.8 -4.8 -0.3 -0.0 73% 55% 27%
9月 -0.1 0.0 1.6 4.5 -9.2 -0.4 0.1 56% 89% 44%
家庭用品  
平均値 中央値 標準偏差 最高 最低 下限 - 上限 未満 等しい 超過
2月 -0.4 -0.2 1.8 5.4 -5.8 -0.9 0.1
3月 -1.4 -1.1 2.0 2.4 -6.1 -1.9 -0.8 100% 1% 0%
4月 5.2 5.0 2.4 13.4 0.1 4.6 5.9 0% 0% 100%
5月 -0.4 -0.1 1.6 2.5 -8.5 -0.8 0.0 44% 88% 56%
6月 -0.9 -0.9 1.6 3.4 -7.3 -1.3 -0.4 90% 20% 10%
7月 0.7 0.6 2.2 7.1 -5.9 0.1 1.3 0% 1% 100%
8月 -0.6 -0.4 1.8 4.7 -8.3 -1.1 -0.2 75% 50% 25%
9月 0.1 0.1 2.2 8.2 -8.7 -0.5 0.7 5% 9% 95%
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 2014 年 4月における前月比に注目する。完全転嫁の場合の上昇率である 2.86％を起点とし
て、1％を幅とする区分を設定した。完全転嫁をやや下回る「1.86％以上 2.86％未満」であ
る品目数は 210品目中 20品目であり、全体の 10％を占めていた。一方、完全転嫁をやや上
回る「2.86％以上 3.86％未満」における品目数の構成比は 24％であった。つまり 2.86％を
起点として上下 1％ポイントずつの幅にある品目は 34％であり、全体の 1/3程度に過ぎない
のである。残りの多くは 3.86％以上の区分に属する。「3.86％以上 4.86％未満」は 30％、






図 3－2 税込み価格変化の分布（210品目・前月比％） 
 
注 1：210品目のそれぞれについて、税込み価格の前月比の分布。 









下のテンポを速めた 3月には、この割合が 73％に上昇した。消費増税から 1か月後にあたる




表 3－3 加工食品＋家庭用品における税込み価格変化の分布（前月比％） 
 
注 1：210品目のそれぞれについて、税込み価格の前月比の分布。 














2月 210 14 32 78 58 20 8
3月 210 31 50 72 34 16 7
5月 210 9 25 95 56 20 5
6月 210 12 32 90 60 12 4
7月 210 9 17 70 73 25 16
8月 210 11 25 95 65 9 5






















2月 100% 7% 15% 37% 28% 10% 4%
3月 100% 15% 24% 34% 16% 8% 3%
5月 100% 4% 12% 45% 27% 10% 2%
6月 100% 6% 15% 43% 29% 6% 2%
7月 100% 4% 8% 33% 35% 12% 8%
8月 100% 5% 12% 45% 31% 4% 2%











4月 100% 2% 4% 10% 24% 30% 30%
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図 3－3 加工食品と家庭用品における税込み価格変化の分布（前月比％） 
 
注 1：加工食品（153品目）、家庭用品（57品目）のそれぞれについて、税込み価格の前月比の分布。 
注 2：0％および 2.86％（=108/105-1）からみた１％刻み。 
資料：日経デジタルメディア社「日経 POS情報」をもとに作成。 
 





 全商品 210品目（加工食品＋家庭用品）の単純平均値をみると、2月には 1月に比べて-0.2％
下落したが、これに 3月の伸び率を加算すると-0.9％となり、1月価格に比べるとほぼ 1％下
落した（表 3‐4）。さらに 4月伸び率を加算したものは 3.4％であった。その後は月ごとに前











表 3‐4 価格変化の累積値 
 









みた（表 3－5、図 3‐4）。全品目である 210品目の単純平均でみると、3月の転嫁率は‐32％











平均値 中央値 標準偏差 最高 最低 下限 - 上限 未満 等しい 超過
2月 -0.2 -0.2 1.5 8.1 -5.8 -0.4 0.0
3月 -0.9 -0.9 2.1 6.7 -10.7 -1.2 -0.6 100% 0% 0%
4月 3.4 3.5 2.3 11.7 -5.7 3.1 3.7 0% 0% 100%
5月 3.3 3.2 2.4 12.3 -7.8 2.9 3.6 0% 0% 100%
6月 2.9 3.0 2.6 12.1 -10.0 2.5 3.2 0% 0% 100%
7月 3.1 3.2 2.7 12.5 -7.5 2.7 3.5 0% 0% 100%
8月 2.8 2.9 2.7 10.9 -7.7 2.4 3.1 0% 0% 100%
9月 2.7 2.8 2.4 9.5 -6.8 2.4 3.0 0% 0% 100%
加工食品
平均値 中央値 標準偏差 最高 最低 下限 - 上限 未満 等しい 超過
2月 -0.1 -0.2 1.3 8.1 -4.6 -0.3 0.1
3月 -0.6 -0.7 1.5 4.2 -6.5 -0.8 -0.4 100% 0% 0%
4月 3.4 3.4 1.9 11.7 -3.2 3.1 3.7 0% 0% 100%
5月 3.3 3.2 2.1 12.3 -4.5 3.0 3.7 0% 0% 100%
6月 3.1 3.1 2.2 12.1 -5.1 2.8 3.5 0% 0% 100%
7月 3.1 3.2 2.6 12.5 -7.2 2.7 3.6 0% 0% 100%
8月 3.0 3.1 2.5 10.9 -5.2 2.6 3.4 0% 0% 100%
9月 2.8 2.9 2.1 7.5 -5.5 2.5 3.2 0% 0% 100%
家庭用品
平均値 中央値 標準偏差 最高 最低 下限 - 上限 未満 等しい 超過
2月 -0.4 -0.2 1.8 5.4 -5.8 -0.9 0.1
3月 -1.8 -1.5 2.9 6.7 -10.7 -2.6 -1.0 100% 0% 0%
4月 3.5 3.6 3.1 10.3 -5.7 2.7 4.3 0% 0% 100%
5月 3.1 3.5 3.1 9.3 -7.8 2.3 3.9 0% 0% 100%
6月 2.2 2.7 3.5 9.8 -10.0 1.3 3.2 0% 0% 100%
7月 2.9 3.2 3.0 9.5 -7.5 2.1 3.7 0% 0% 100%
8月 2.3 2.7 3.0 9.1 -7.7 1.5 3.1 0% 0% 100%
9月 2.4 2.7 3.2 9.5 -6.8 1.5 3.2 0% 0% 100%
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平均値 中央値 下限 - 上限
3月 68% 69% 58% 77%
4月 120% 122% 109% 131%
5月 114% 113% 102% 126%
6月 101% 105% 89% 113%
7月 108% 111% 95% 121%
8月 97% 103% 84% 110%
9月 95% 100% 84% 107%
加工食品 　　95%信頼区間
平均値 中央値 下限 - 上限
3月 79% 77% 70% 87%
4月 120% 117% 109% 131%
5月 116% 113% 104% 128%
6月 109% 108% 97% 121%
7月 110% 111% 95% 125%
8月 104% 108% 89% 118%
9月 99% 103% 88% 111%
家庭用品 　　95%信頼区間
平均値 中央値 下限 - 上限
3月 38% 46% 11% 65%
4月 122% 126% 93% 150%
5月 109% 123% 80% 137%
6月 78% 96% 46% 111%
7月 103% 111% 75% 131%
8月 80% 95% 52% 108%














品目中、4月までの累積値では 46品目あり全体の 20％を占める（図 3－5、表 3－6）。これが
6月までの累積値では 53品目となり構成比は 21％であった。完全転嫁をやや上回る「2.86％















図 3－5 税込み価格変化の累積値の分布（210品目、％） 
 
注：例えば、5月は 1月価格からみた 2－5月における毎月変化率の累積値であり、その分布を 1%刻みで示した。 
資料：日経デジタルメディア社「日経 POS情報」をもとに作成。 
 
















2月 210 177 25 3 1 1 3
3月 210 185 10 8 4 2 1
4月 210 14 12 46 62 37 39
5月 210 20 19 41 58 38 34
6月 210 27 19 53 52 30 29
7月 210 27 18 45 52 34 34
8月 210 31 27 43 48 30 31











2月 100% 84% 12% 1% 0% 0% 1%
3月 100% 88% 5% 4% 2% 1% 0%
4月 100% 10% 9% 20% 28% 18% 16%
5月 100% 13% 9% 25% 25% 14% 14%
6月 100% 13% 9% 21% 25% 16% 16%
7月 100% 15% 13% 20% 23% 14% 15%
8月 100% 14% 12% 24% 19% 17% 14%







 はじめに品目別前月比の平均値を比較する。定価データである CPI に比べると、定価と特
売価格の両方を含む実勢価格データである POS価格では変動傾向が大きい。2014 年 4月にお
ける税込み価格の前月比は、POS価格 4.3%（109品目の平均値）であったが CPI は 3.3%に留




は 5月－0.2%、6月 0.1%であった。つまり実勢価格（POS）は 4月に大きく上昇した後に、5
月以降には定価（CPI）よりも下落傾向を強めたのである。 
 各月に関して、POS価格と CPIの差異検定を行ったところ、2月、3月の伸び率は CPIが有
意に大きく、4月については POS価格が有意に大きかった。3 月について POS 価格の 95％信
頼区間が‐1.0%～‐0.5%とマイナスであった一方、CPI では‐0.2%～0.4％であり両者には重
複が無く、POS価格では CPI に比べると下落傾向にあったことが見てとれる。4月になると
POS 価格の 95%信頼区間が 4.0%～4.6％である一方で、CPI では 2.9%～3.7％なので、ここで
も重複部分は無く、POS価格において上昇傾向が著しかったことが分かる。 
 
図 3－7 POS価格と CPIとの比較（前月比%） 
 
注 1：POS品目に対応した CPI品目（基本分類）が存在するもの 109 品目について、それぞれ単純平均値を算出。 
                                                   
49 日経メディアマーケティング社『日経 POS 商品分類コードブック』および総務省『小売物価統計調査（動向





表 3‐7 POS価格と CPIとの比較（前月比%） 
 
注 1：POS品目に対応した CPI品目（基本分類）が存在するもの 109品目に関する集計値。 
注 2：CPIとは、総務省「消費者物価指数」における 2014年 2－9月における前月比。 
注 3：上限、下限は、平均値に対する 95％信頼区間のもの。 
注 4：平均値の差異検定とは、POS価格と CPIにおける平均値の差に関する t検定の有意確率。 
 
 2014 年 4月における価格変化率の分布を比較する（表 3‐8、図 3‐7、図 3‐8）。価格上昇
率が完全転嫁ケースである価格上昇率 2.86%を基準として上下 1%ポイントずつの幅に含まれ
る「1.86%以上 3.86%未満」であった品目数の割合は、POS価格は 36%、CPIは 67%である。CPI
では 2/3 近くの品目において完全転嫁に近い価格の引き上げが行われた一方で、POS 価格で





同様であり両者が乖離する動きが 2014年 5月以降には沈静化している。 





サンプル POS価格 　　95%信頼区間 CPI 　　95%信頼区間 　　　平均値の差異検定
平均値 中央値 下限 - 上限 平均値 中央値 下限 - 上限 未満 等しい 超過
2月 109 -0.3 -0.2 -0.5 -0.0 0.0 0.0 -0.1 0.2 1% 3% 99%
3月 109 -0.7 -0.6 -1.0 -0.5 0.1 0.0 -0.2 0.4 0% 0% 100%
4月 109 4.3 4.2 4.0 4.6 3.3 3.1 2.9 3.7 100% 0% 0%
5月 109 -0.3 -0.3 -0.5 -0.1 -0.2 -0.2 -0.5 -0.0 37% 74% 63%
6月 109 -0.3 -0.3 -0.5 -0.1 0.1 0.0 -0.1 0.3 0% 0% 100%
7月 109 0.1 0.0 -0.2 0.3 -0.1 -0.1 -0.3 0.1 84% 33% 16%
8月 109 -0.4 -0.2 -0.6 -0.1 -0.1 -0.1 -0.3 0.0 3% 6% 97%
9月 109 0.0 0.1 -0.3 0.3 0.1 0.2 -0.2 0.3 39% 78% 61%
加工食品
サンプル POS価格 　　95%信頼区間 CPI 　　95%信頼区間 　　　平均値の差異検定
平均値 中央値 下限 - 上限 平均値 中央値 下限 - 上限 未満 等しい 超過
2月 84 -0.0 -0.1 -0.3 0.2 0.1 0.0 -0.1 0.3 11% 22% 89%
3月 84 -0.6 -0.6 -0.9 -0.4 0.2 0.1 -0.2 0.5 0% 0% 100%
4月 84 4.1 4.0 3.8 4.3 3.1 3.0 2.8 3.3 100% 0% 0%
5月 84 -0.2 -0.3 -0.4 0.0 -0.3 -0.3 -0.5 -0.1 74% 51% 26%
6月 84 -0.2 -0.2 -0.3 0.0 0.1 0.1 -0.1 0.3 0% 1% 100%
7月 84 -0.1 -0.1 -0.3 0.1 -0.1 -0.0 -0.3 0.3 26% 53% 74%
8月 84 -0.2 -0.2 -0.4 -0.1 -0.1 -0.2 -0.3 -0.0 24% 47% 76%
9月 84 0.0 0.1 -0.2 0.3 0.1 0.2 -0.1 0.4 18% 36% 82%
家庭用品
サンプル POS価格 　　95%信頼区間 CPI 　　95%信頼区間 　　　平均値の差異検定
平均値 中央値 下限 - 上限 平均値 中央値 下限 - 上限 未満 等しい 超過
2月 25 -1.1 -1.2 -1.8 -0.4 -0.3 -0.1 -0.7 0.1 2% 5% 98%
3月 25 -1.1 -0.7 -2.2 -0.2 -0.0 0.0 -0.5 0.4 1% 3% 99%
4月 25 5.1 4.9 4.1 6.3 4.1 3.4 2.6 5.8 84% 32% 16%
5月 25 -0.5 -0.1 -0.9 -0.1 -0.0 -0.1 -0.7 0.8 9% 19% 91%
6月 25 -0.7 -1.0 -1.3 -0.2 0.0 -0.1 -0.5 0.5 4% 8% 96%
7月 25 0.8 0.6 0.1 1.6 0.0 -0.1 -0.7 0.1 100% 0% 0%
8月 25 -0.8 -0.5 -1.5 -0.0 -0.1 0.0 -0.3 0.2 3% 5% 97%
9月 25 -0.0 0.2 -1.0 0.9 -0.3 0.0 -1.0 0.3 65% 70% 35%
70 
 
る CPI と POS価格における前月比の分布の類似は、それだけでは価格調整の終了を意味しな
いが、特売価格を利用した CPIとは異なる価格の引き上げ/引下げは 3月と 4月においてのみ
顕著であり、増税後の比較的早い時期に両者の違いは消えたようである。 
 
表 3‐8(1) 加工食品＋家庭用品における POS価格変化の分布（前月比％） 
 
注 1：0％および 2.86％（=108/105）を基準として、刻み１％間隔でみたもの。 
注 2：POS品目区分に対応した CPI基本分類品目が存在するもの 109品目について集計した。 
 
表 3－8(2) 加工食品＋家庭用品における CPI変化の分布（前月比％） 
 











2月 109 8 17 37 35 9 3
3月 109 14 29 39 16 7 4
5月 109 4 17 54 25 9 0
6月 109 3 18 48 32 7 1
7月 109 4 12 38 37 13 5
8月 109 4 16 51 32 5 1






















2月 100% 7% 16% 34% 32% 8% 3%
3月 100% 13% 27% 36% 15% 6% 4%
5月 100% 4% 16% 50% 23% 8% 0%
6月 100% 3% 17% 44% 29% 6% 1%
7月 100% 4% 11% 35% 34% 12% 5%
8月 100% 4% 15% 47% 29% 5% 1%






















2月 109 3 6 40 48 11 1
3月 109 5 9 31 50 9 5
5月 109 6 12 48 33 6 4
6月 109 2 8 36 51 7 5
7月 109 5 12 38 43 9 2
8月 109 0 9 49 46 4 1






















2月 100% 3% 6% 37% 44% 10% 1%
3月 100% 5% 8% 28% 46% 8% 5%
5月 100% 6% 11% 44% 30% 6% 4%
6月 100% 2% 7% 33% 47% 6% 5%
7月 100% 5% 11% 35% 39% 8% 2%
8月 100% 0% 8% 45% 42% 4% 1%











4月 100% 3% 6% 30% 37% 14% 10%
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注 2：POS品目区分に対応した CPI基本分類品目が存在するもの 109品目について集計した。 
 
図 3－7 POS価格と CPIにおける前月比の分布 
 
注 1：0％および 2.86％（=108/105）を基準として、刻み１％間隔をみたもの。 
注 2：POS品目区分に対応した CPI基本分類品目が存在するもの 109品目について集計した。 
資料：日経デジタルメディア社「日経 POS情報」、総務省「消費者物価指数」をもとに作成。 
 
図 3－8  POS価格と CPIにおける前月比の分布 
 
注 1：0％および 2.86％（=108/105）を基準として、刻み１％間隔をみたもの。 












 全品目 210品目において、2月の数量は 1.08（8%増）、3月の数量は 1.19（19％増）となっ
ている（いずれも 210品目の中央値、表 3‐9）。3月にかけて POS価格が低下したなかで、数
量は大きく増加していたのである。4月には 0.97（3%減）となり、5月 0.95、6月 0.97とい
ずれも１月と比べると減少している。売上高指数については、2月 1.07、3月 1.18、4月 1.00、
5月 0.98、6月 1.00、7月 0.96と推移している（表 3-10、図 3－9）。価格、数量、売上高の




表 3－9 価格変化率別にみた数量指数 
 
注１：表頭の区分は、POS価格の変化率（1月からの累積値）、1％刻み。 

















2月 1.08 1.09 1.05 1.01 0.81 1.07 0.76 -0.41
3月 1.19 1.23 1.05 1.06 1.07 0.68 1.10 -0.62
4月 0.97 1.68 1.10 1.00 0.93 0.96 0.83 -0.51
5月 0.95 1.63 1.16 0.94 0.98 0.93 0.82 -0.51
6月 0.97 1.47 1.00 1.01 0.96 0.93 0.75 -0.53
7月 0.93 1.45 1.04 0.97 0.98 0.86 0.75 -0.48
8月 0.98 1.50 1.10 1.00 0.95 0.91 0.84 -0.48
9月 0.96 1.22 1.06 0.96 0.97 0.92 0.87 -0.43
 加工食品(153品目）  
2月 1.08 1.09 1.07 1.01 0.69 -0.44
3月 1.14 1.16 1.05 1.01 1.18 0.68 -0.49
4月 0.97 1.68 1.08 1.01 0.97 0.96 0.83 -0.59
5月 0.98 1.46 1.16 0.99 1.01 0.94 0.81 -0.51
6月 0.97 1.42 1.13 1.03 0.98 0.90 0.71 -0.53
7月 0.93 1.45 1.07 0.96 0.99 0.86 0.73 -0.51
8月 0.96 1.54 1.15 0.96 0.96 0.91 0.83 -0.53
9月 0.97 1.16 1.06 0.97 0.96 0.93 0.88 -0.42
 家庭用品(57品目）  
2月 1.06 1.08 0.92 0.81 1.07 0.76 -0.53
3月 1.43 1.49 0.99 1.33 1.05 1.10 -0.64
4月 0.88 1.67 1.24 0.88 0.88 0.94 0.83 -0.56
5月 0.90 1.80 1.69 0.90 0.87 0.90 0.82 -0.60
6月 0.97 1.93 0.97 0.97 0.89 1.03 0.75 -0.61
7月 0.96 1.82 1.01 0.98 0.95 0.90 0.77 -0.60
8月 1.02 1.08 1.02 1.12 0.94 0.89 0.89 -0.51











表 3－10 価格変化率別にみた売上高指数 
 
注１：表頭の区分は、POS価格の変化率（1月からの累積値）、1％刻み。 















2月 1.07 1.08 1.06 1.03 0.83 1.12 0.80 -0.37
3月 1.18 1.22 1.06 1.08 1.11 0.71 1.17 -0.59
4月 1.00 1.64 1.12 1.02 0.96 1.00 0.88 -0.48
5月 0.98 1.61 1.18 0.96 1.01 0.97 0.87 -0.50
6月 1.00 1.47 1.01 1.03 0.99 0.97 0.80 -0.53
7月 0.96 1.46 1.05 0.99 1.01 0.90 0.79 -0.48
8月 1.01 1.50 1.11 1.02 0.98 0.94 0.90 -0.47
9月 0.99 1.22 1.08 0.98 1.00 0.95 0.91 -0.40
 加工食品　(153品目)  
2月 1.08 1.09 1.08 1.03 0.00 0.00 0.74 -0.41
3月 1.14 1.16 1.06 1.03 1.22 0.71 0.00 -0.45
4月 1.01 1.65 1.10 1.03 0.99 1.00 0.88 -0.56
5月 1.01 1.46 1.18 1.02 1.05 0.98 0.87 -0.48
6月 1.00 1.43 1.15 1.06 1.01 0.94 0.78 -0.51
7月 0.94 1.45 1.09 0.98 1.02 0.89 0.77 -0.49
8月 0.98 1.54 1.17 0.98 1.00 0.95 0.87 -0.51
9月 0.99 1.13 1.08 0.99 0.99 0.97 0.93 -0.36
 家庭用品　（57品目）  
2月 1.06 1.06 0.94 0.83 1.12 0.80 -0.44
3月 1.43 1.47 1.01 1.36 1.08 1.17 -0.61
4月 0.91 1.63 1.25 0.90 0.91 0.97 0.87 -0.54
5月 0.92 1.77 1.71 0.92 0.89 0.94 0.88 -0.60
6月 1.00 1.87 0.98 1.00 0.92 1.08 0.82 -0.61
7月 0.99 1.80 1.02 1.00 0.98 0.94 0.82 -0.60
8月 1.03 1.06 1.02 1.15 0.97 0.93 0.98 -0.50
9月 0.98 1.23 1.08 0.98 1.01 0.76 0.91 -0.48
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図 3－9 売上高、価格、数量の推移（中央値） 
 







の数量指数は 1.10（10％増）、価格が「1.86％以上 2.86％未満」では 1.00（増減なし）、価












図 3－10 価格変化率別にみた売上高指数および数量指数（2014年 4月） 
 






























計している。ここで S は生産者価格の変動（物価指数の変動幅）、M は月次ダミー変数（季







 (3.1)  St  = α +  ∑  𝛽𝛽𝑖𝑖𝑀𝑀𝑖𝑖 +  𝛾𝛾 𝐷𝐷𝐷𝐷95𝑀𝑀1 +  𝛿𝛿 𝑖𝑖 INFt +  φ ATR𝑡𝑡 + 𝜀𝜀𝑡𝑡 
 








 (3.2)  Vi  = α +  β INFi +  γ SLS𝑖𝑖 + δ ATR𝑖𝑖 +  θ REG𝑖𝑖 + ∑  𝜇𝜇𝑖𝑖𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑖𝑖 𝑖𝑖 +













被説明変数 Prc は、品目別価格の前月比であるが、3-9 月の 7 カ月間の前月比から 2 月の
増減率（1 月価格との比較値）を引いた差分データとする 。説明変数は、Share(上位 20 商
品の販売金額シェアの合計)、Sales1(顧客千人当たりの購入額（月次）；市場規模)、Sales2(顧





（3.3）式において、添え字の m は月次、i は品目を意味する。 
 
(3.3) 𝑃𝑃𝑆𝑆𝑆𝑆̇ m,i  = 𝛼𝛼1 Sharei + 𝛼𝛼2 Sales1m,i+ 𝛼𝛼3 Sales2i +  𝛼𝛼3 Quantitym,i +  𝛼𝛼4 Importi  
   + 𝛼𝛼5 Exporti  +   𝛼𝛼6 C_margini  +
 𝛼𝛼7 T_margini + 𝛼𝛼8 Inputi + 𝛼𝛼9 Wagei 
    + 𝛼𝛼10 Profiti + 𝛽𝛽1  Dum_Mar + 𝛽𝛽2  Dum_Apr +  𝛽𝛽3  Dum_May 




 モデル推計において用いた被説明変数は、前節で分析を試みた POS データをもとに作成し
た差分データである。説明変数について説明する。記述統計量は表 3－11に示される。千人
当たり販売金額は、POSデータと同じく「日経 POS情報」より採録したものであり、品目ご












表 3‐11 記述統計量 
 














 全品目（210 品目）と、それを２つに大別した加工食品（153 品目）、家庭用品（57 品目）
について、クロスセクション推計を実施した。被説明変数は、価格上昇率の 1 次差分（2 月
伸び率との比較）、推計期間は 2014 年 3 月-9 月の 7 カ月間とし、比較のためにより短期であ
る 3 月-6 月という 4 カ月間のデータを用いるケースを加えた。 
全品目（210品目） 加工食品（153品目） 家庭用品（57品目）
平均 標準偏差 中央値 最大値 最小値 平均 標準偏差 中央値 最大値 最小値 平均 標準偏差 中央値 最大値 最小値
価格上昇率(3月, 2月上昇率との差分%） -0.6 2.3 -0.4 5.5 -13.9 -0.4 2.2 -0.2 5.5 -13.9 -0.9 2.5 -0.6 4.1 -5.8
価格上昇率(4月, 2月上昇率との差分%） 4.5 2.3 4.5 15.8 -5.1 4.1 1.7 4.2 7.9 -0.5 5.7 3.1 5.5 15.8 -5.1
価格上昇率(5月, 2月上昇率との差分%） 0.0 2.0 0.1 6.4 -13.9 0.0 1.6 0.1 4.1 -7.8 0.1 2.8 0.2 6.4 -13.9
価格上昇率(6月, 2月上昇率との差分%） -0.2 2.0 0.0 8.9 -10.5 -0.1 1.7 0.0 6.0 -10.5 -0.4 2.6 -0.1 8.9 -10.0
価格上昇率(7月, 2月上昇率との差分%） 0.4 2.1 0.3 10.3 -9.1 0.1 1.7 0.2 7.3 -7.7 1.1 2.9 1.0 10.3 -9.1
価格上昇率(8月, 2月上昇率との差分%） -0.1 2.0 0.0 7.9 -10.3 -0.1 1.8 0.0 7.9 -10.3 -0.2 2.5 -0.1 5.3 -9.3
価格上昇率(9月, 2月上昇率との差分%） 0.1 2.2 0.2 8.2 -11.2 0.0 2.2 0.2 6.5 -11.2 0.5 2.3 0.4 8.2 -4.7
千人当たり販売金額（3月, 千円） 2,111 2,504 1,321 13,959 12 2,375 2,495 1,517 13,959 49 1,402 2,409 674 12,349 12
千人当たり販売金額（4月, 千円） 1,713 2,033 1,038 11,682 7 2,040 2,189 1,278 11,682 48 836 1,159 407 5,617 7
千人当たり販売金額（5月, 千円） 1,783 2,129 1,048 12,361 6 2,117 2,274 1,334 12,361 44 886 1,323 441 6,702 6
千人当たり販売金額（6月, 千円） 1,846 2,165 1,050 12,184 4 2,161 2,297 1,361 12,184 41 1,003 1,478 500 6,982 4
千人当たり販売金額（7月, 千円） 1,822 2,169 1,031 12,453 3 2,135 2,313 1,384 12,453 38 982 1,430 500 6,891 3
千人当たり販売金額（8月, 千円） 1,870 2,267 996 14,706 6 2,206 2,426 1,408 14,706 35 967 1,438 528 7,064 6
千人当たり販売金額（9月, 千円） 1,795 2,150 1,040 11,920 6 2,115 2,284 1,376 11,920 43 935 1,436 396 6,925 6
売上数量(3月, 1月=1.00） 1.32 0.54 1.19 5.78 0.48 1.20 0.32 1.14 3.68 0.48 1.65 0.82 1.43 5.78 0.94
売上数量(4月, 1月=1.00） 1.06 0.75 0.97 9.31 0.26 0.98 0.31 0.97 3.42 0.26 1.27 1.34 0.88 9.31 0.53
売上数量(5月, 1月=1.00） 1.13 1.35 0.95 18.66 0.22 1.05 0.55 0.98 6.32 0.22 1.34 2.43 0.90 18.66 0.24
売上数量(6月, 1月=1.00） 1.24 1.98 0.97 27.19 0.13 1.09 0.71 0.97 8.21 0.20 1.65 3.61 0.97 27.19 0.13
売上数量(7月, 1月=1.00） 1.24 1.91 0.93 24.86 0.09 1.09 0.91 0.93 10.26 0.17 1.62 3.34 0.96 24.86 0.09
売上数量(8月, 1月=1.00） 1.20 1.36 0.98 17.81 0.08 1.11 0.77 0.96 8.18 0.23 1.43 2.27 1.02 17.81 0.08
売上数量(9月, 1月=1.00） 1.05 0.81 0.96 11.59 0.14 0.99 0.31 0.97 2.63 0.36 1.20 1.47 0.96 11.59 0.14
千人当たり販売金額（1月, 千円） 1,799 2,127 1,063 12,665 8 2,114 2,237 1,337 12,665 46 955 1,520 374 7,518 8
市場シェア(20社計） 43.8% 22.1% 41.9% 99.0% 7.8% 46.8% 22.5% 45.7% 99.0% 10.4% 35.7% 19.0% 34.0% 89.6% 7.8%
輸入比率 9.0% 8.9% 5.2% 48.2% 0.0% 7.8% 9.6% 4.7% 48.2% 0.0% 12.3% 5.8% 12.5% 26.3% 4.6%
輸出比率 2.9% 6.4% 1.0% 39.1% 0.0% 0.9% 0.9% 0.6% 4.8% 0.0% 8.5% 10.5% 5.2% 39.1% 0.3%
BtoB比率 61.8% 134.2% 42.4% 1387.2% 10.0% 59.3% 155.9% 42.4% 1387.2% 10.0% 68.5% 35.2% 68.4% 135.3% 11.1%
BtoC比率 63.9% 28.6% 65.5% 149.3% 1.2% 70.1% 23.2% 72.7% 149.3% 1.2% 47.3% 34.9% 36.4% 140.5% 1.4%
商業マージン率 33.8% 8.2% 30.3% 57.8% 14.0% 33.5% 7.5% 29.8% 57.8% 14.0% 34.9% 10.0% 31.2% 50.6% 15.3%
運輸マージン率 4.6% 4.8% 3.3% 45.6% 0.9% 4.3% 5.0% 3.3% 45.6% 1.6% 5.5% 4.4% 4.2% 13.8% 0.9%
中間投入率 64.7% 10.4% 63.2% 87.8% 14.2% 63.5% 10.4% 61.1% 87.8% 27.5% 67.9% 9.7% 70.0% 78.0% 14.2%
人件費率 15.4% 6.1% 14.8% 29.6% 1.2% 15.5% 5.9% 14.8% 29.6% 1.2% 15.3% 6.9% 12.4% 28.7% 2.6%
利益率 10.6% 7.0% 9.4% 29.2% 1.1% 12.3% 7.2% 11.2% 29.2% 1.1% 6.1% 3.7% 4.7% 13.2% 1.2%
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 加工食品に関する推計結果によると（表 3‐12）、市場シェア（20 社計）、数量指数（1 月
=1.00）、顧客千人当たり販売額（1 月）、運輸マージン率、商業マージン率、人件費比率、3
月ダミー変数、4 月ダミー変数について有意な結果を得た。3 月ダミー変数の推計値は-0.4 前
後とマイナスに有意であり、4 月ダミー変数では推計値は 4.2 弱とプラスに有意であった。こ
のうち 4 月ダミー変数の有意性は第 2 章における推定結果にほぼ一致しており、4 月には税
込み価格が上昇したことを意味する。一方、3 月における価格の有意な低下は新たな発見で






































表 3－12 推計結果（全品目、加工食品、家庭用品） 
 
注 1： * p <0.1, ** p <0.05, *** p <0.01 
注 2： 被説明変数は、2014年 3月から 9月までの前月伸び率（2月伸び率を差し引いたもの） 
注 3： IMテストは、誤差項の不均一分散に関する検定量 
注 4：  (2)式は、完備データ以外の 1-9月に価格が欠落した商品を含めたもの 
注 5：  (6)式、(7)式については、誤差項に不均一分散が示唆されたのでロバスト推計を実施した 
注 6：  (a)-(e)式は、数量指数を説明変数に加えたもの 
全品目  加工食品  家庭用品   
被説明変数： 3-9月 3-9月 3-9月 3-9月 3-9月 3-9月 3-6月 3-9月 3-9月 3-9月 3-6月 3-9月
　　前月比伸び率 <含む欠落商品>
(1) (2) (3) (a) (b) (4) (5) (c) (d) (6) (7) (e)
市場シェア（20社計） 0.00074 -0.0024 0.00055 0.00045 0.00541 0.00601 0.00448 0.00487 -0.0068 -0.0105 -0.0079
[0.28] [-1.10] [0.23] [0.17] [2.18]*** [1.85]* [1.81]* [2.23]** [-0.62] [-0.82] [-1.18]
顧客千人当たり販売額 0.000032 0.000017 0.000033 0.000040 0.000030 0.00016 0.00019  
[1.23] [0.81] [1.30] [1.58] [0.90] [1.50] [1.90]*  
顧客千人当たり販売額 0.000024 0.000025 0.000035 0.000041 0.00012
(1月） [0.87] [0.95] [1.34] [1.65]* [1.33]
数量指数（1月=1.00） 0.0841 0.0922 0.364 0.369 0.0357
[2.03]** [2.28]** [3.99]*** [4.18]*** [0.61]
輸入比率 -1.332 -0.477 0.537 -1.528 -0.878 -0.846 -0.846  
[-1.29] [-0.56] [0.61] [-1.47] [-0.83] [-0.61] [-0.80]   
輸出比率 1.732 1.790  1.792     
[1.65]* [2.08]**  [1.70]*     
BtoB比率 0.243 0.0895  0.242     
[2.67]*** [1.20]  [2.64]***     
BtoC比率 -0.0747 -0.110  0.0119     
[-0.24] [-0.44]  [0.04]     
商業マージン率 1.184 1.431 0.325 1.108 0.490 -0.593 -0.808 -0.961 -1.445 0.511 0.041 0.736
[1.24] [1.82]* [0.52] [1.16] [1.09] [-0.70] [-0.73] [-1.13] [-2.36]** [0.21] [0.02] [0.59]
運輸マージン率 -4.282 -1.323 -0.0639 -3.9121 2.926 3.280 2.872 2.127 -6.781 -9.004 -6.860
[-1.84]* [-0.70] [-0.05] [-1.67]* [1.87]* [1.60] [1.84]* [1.87]* [-1.06] [-1.50] [-1.93]*
中間投入率 0.0855 -0.111  0.0296      
[0.23] [-0.37]  [0.08]      
人件費率 -2.565 -2.834 -2.367 -2.737 -2.679 -1.863 -1.551 -2.577 -2.181 2.033 2.840 1.801
[-2.81]*** [-3.79]*** [-2.77]*** [-3.01]*** [-3.30]*** [-1.72]* [-1.10] [-2.40]** [-2.29]** [0.58] [0.76] [0.85]
利益率 1.159 2.267 1.436 0.931 1.189 0.498 0.254 -0.225 5.840 6.319 5.537
[1.19] [2.84]*** [1.66]* [0.95] [1.66]* [0.54] [0.21] [-0.24] [0.71] [0.73] [1.38]
3月ダミー変数 -0.679 -0.485 -0.597 -0.695 -0.605 -0.399 -0.367 -0.447 -0.446 -1.395 -1.172 -1.325
[-3.31]*** [-2.89]*** [-3.72]*** [-3.40]*** [-3.78]*** [-2.47]** [-2.06]** [-2.78]*** [-2.77]*** [-4.97]*** [-3.39]*** [-3.36]***
4月ダミー変数 4.437 3.649 4.519 4.429 4.522 4.158 4.187 4.174 4.176 5.299 5.540 5.290
[21.7]*** [21.8]*** [28.2]*** [21.69]*** [28.3]*** [25.8]*** [23.6]*** [26.0]*** [26.1]*** [14.0]*** [14.9]*** [13.4]***
5月ダミー変数 -0.1094 -0.0912  -0.120      
[-0.54] [-0.55]  [-0.59]      
6月ダミー変数 -0.299 -0.246  -0.317   -0.845 -0.609 -0.840
[-1.46] [-1.47]  [-1.55]   [-3.04]*** [-2.00]** [-2.13]**
7月ダミー変数 0.272 0.259  0.253      
[1.33] [1.55]  [1.24]      
8月ダミー変数 -0.236 -0.269  -0.250      
[-1.15] [-1.60]  [-1.22]      
自由度修正済み決定係数 0.41 0.41 0.40 0.41 0.40 0.43 0.57 0.44 0.44 0.42 0.55 0.41
F値 F(17,1453)= F(17,1453)= F(9,1461)= F(18,1452)= F(7,1463)= F(9,1062)= F(9,603)= F(10,1061)= F(8,1063)= F(9,56)= F(9,56)= F(10,389)=
60.1 60.7 110.0 57.1 142.5 90.6 91.7 84.1 105.2 31.2 32.46 28.44
（Prob > F ) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
IMテストχ2値 χ2(145)= χ2(145)= χ2(51)= χ2(164)= χ2(32)= χ2(51)= χ2(51)= χ2(62)= χ2(41)= ロバスト推計 ロバスト推計 χ2(59)=
325.4 86.48 132.6 387.3 108.5 199.5 104.9 233.5 177.95 84.1
（Prob > χ2 ) 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00   0.02






の転嫁分析では、従来は CPI を対象とすることが多かったが、CPI は短期間で価格が改定さ
れる特売価格を含まず、定価データを主としているため、特売価格における転嫁については
未解明であった。そこで商品別の POS データを 210 品目別に整理した上で、価格の動きを
分析してみた。さらにクロスセクション推定を行い、過剰転嫁や過小転嫁に影響を与える要
因に関する検討を行った。本章において得られた知見は以下のようにまとめられる。 








 第 2 に、POS データにおける品目のうち CPI と比較可能なものだけを取り出したところ、
POS データに基づく価格の動きは、CPI に比べて 3 月では下落傾向が強く、4 月では上昇傾














































離したうえで 2014 年 4 月の消費増税に際しての価格転嫁の動きを分析していく。 
 日次データを使用するため個々の価格や数量のデータは変動しやすく、また、検討対象と
















 本章では、以下のように議論を進める。第 2 節では、先行研究のサーベイを行い、実証分
析におけるマイクロ価格データの利用法を確認する。第 3節では、本章において使用する POS
データを説明したうえで、2014 年 1－7 月から消費増税前後の価格設定に関する詳細なデー
タ分析を行う。第 4 節で、本章において推定する計量モデルを設定し、推定結果を報告する。

















 マイクロデータを用いた先行研究に関しては、すでに第 3 章においてサーベイした通りで
ある。第 3 章では、倉知,平木,西岡（2016）、Abe and Tonogi(2010)、Suto, Ueda and 
Watanabe(2014)、上田・須藤・渡辺（2016）、今井・渡辺（2016）を取り挙げたが、いずれ


























諸外国における実証研究については、すでに第 3章において Klenow and Malin(2010)によ


































                                                   
















1位であったものである。CPI（総務省）よると 2014 年 1月-9月における食パンの税抜き価
格の前月比は、1月-0.4％、2月-0.3％、3月 0.1％、4月-0.6％、5月 0.5％、6月-0.4％、7
月-0.1％、8月 0.3％、9月-0.1％と増減を繰り返している。一方、POS価格によると、上記






とにした。なお、このトップ商品の市場シェアは 2014年 4月には 6.8％（金額ベース）であ
った。メーカー4社によって供給される上位 15商品の市場シェアの合計は 38.8％であった。 
 ところで価格が低下したものの代表性はどれくらいか。第 3章で用いたデータによると、










                                                   
51 この POS データの集計値は、第 3 章から採録したものである。食パン製品のうち 2014 年 4 月前後に連続して





の前後の期間である 2014年 1月 1日から 7月 31日まで、首都圏（東京都、神奈川県）およ
び静岡県における計 5店舗のデータを分析対象とした。食パン（6枚組）は、某商品メーカ





















表 4-1 使用データの概要 
 




                                                   
52 使用データは日次データとして得られるので、閉店間際に実施されるタイムセールスといった同じ日における
価格の違いを分析することはできない。 
A店 B店 C店 D店 E店 合計
営業日数（1-7月） 日 211 211 209 209 211 1,051
来店者数（1-7月） 千人 2,359 1,277 2,100 1,460 1,591 8,786
1日あたり来店者数 千人 11.2 6.0 10.0 7.0 7.5 41.8
販売個数（1-7月） 千個 36.4 21.2 15.1 19.1 15.7 107.6
1日あたり販売個数 個 173 100 72 91 75 511
1日あたり最大数量（1-7月） 個 352 413 397 247 238 413
1日あたり最小数量（1-7月） 個 61 16 27 28 14 14
販売金額（1-7月） 100万円 4.6 2.7 2.4 3.2 2.1 15.0
1日あたり販売金額 1,000円 22 13 12 15 10 72
平均価格（1-7月） 円 126.8 132.3 166.1 175.4 138.5 147.8
最大価格（1-7月） 円 128 159 186 189 152 189
最小価格（1-7月） 円 100 94 120 129 99 94
88 
 
 営業日数は、それぞれ 209日から 211日であり、正月以外は毎日営業していた。但し、売
上データが得られなかった日次については欠損となっている。5店舗を合計した営業日数は
1,051 日であり、従って 1,051個の価格データを得ている。7か月間における 5店舗合計の来
店者数は 879万人（1日あたり 4.2万人）に達しており、いずれも大規模店舗である。検討




























 データセットにおいて示される日次価格は、税抜き価格である。従って、2014 年 4月 1日
前後において、税抜き価格に変化が無ければ、それは消費増税に際して税が完全に転嫁され
たことを意味する。はじめに消費増税前後の 2週間における日次価格の推移をみる。 
 3月 31日と 4月 1日の価格の推移をみると、Ａ店舗 128円→128円（変化率 0.0％、以下
同じ）、Ｂ店舗 150円→157円（4.7％）、Ｃ店舗 160円→186円（16.3％）、Ｄ店舗 189 円→187
                                                   














図 4-1 4月 1日前後の価格推移 
 
注 1：消費増税前後の 2日間、6日間、14日間について、4月 1日を境として前後価格の平均値を算出し、それぞ
れの変化率をみた。 





となっており、4月 1日から 3日までにみられた数量の大幅な減少傾向は 4月 4日以降にな
ると沈静化している。さらに売上高の推移をみると 5店舗の平均で、前後 1日‐40%、前後 3
日‐28%、前後 7日‐8%である（表 4‐2）。4月 1日にみられた 3月 31日からの大幅な数量と




















け持続したものだが、店舗Ａでは 3月 31日から 4月 14日まで 15日間も持続している。店舗




旬次別（10日間ごと）の平均価格をみると、3月下旬の 151.2円から 4月上旬には 151.6円
となり、ほぼ横ばいであったが、4月中旬になると早くも価格が 147.7円まで低下している(図
                                                   




3月25日火 141.4 154.0 20.9
26日水 154.8 84.6 12.4
27日木 151.8 68.8 9.8
28日金 150.2 111.8 15.9
29日土 149.2 108.0 15.0
30日日 149.4 115.8 16.1
31日月 151.6 118.6 17.5
4月1日火 157.8 71.8 10.5
2日水 161.2 74.0 11.6
3日木 155.8 86.2 13.0
4日金 145.8 120.4 17.5
5日土 149.0 110.2 15.8
6日日 146.4 130.4 18.0
7日月 156.8 88.4 13.2
8日火 151.4 105.6 14.4
4月1日前後の増減比
前後1日（4月1日/3月31日） 4% -39% -40%
前後3日（4月1-3日/3月29-31日） 5% -32% -28%
前後7日（4月1-7日/3月25-31日） 2% -11% -8%
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図 4‐2 税抜き価格と販売数量の推移（3 月-7月） 
 









価を決めることにした（図 4-3、表 4-3）。旬次データとは、月次を 3分割したものであり、
                                                   
55 各店舗の価格データを、1‐3 月と 4－6 月の 2 群に分け、それぞれの平均値に関する差異検定を実施したとこ










図 4‐3 平均価格・最頻価格・最大価格・最小価格（店舗別） 
 













することが挙げられる。5店舗 7カ月次の単純平均では、定価 2.7日、特売価格 1.3日であ
り、この傾向は月別、店舗別の平均でもそうであった（図 4‐4）。なお、定価の候補として
は最大価格のほかに最頻価格があるが、最頻価格を定価とした場合の持続日数は、5店舗 7



















A店 B店 C店 D店 E店 平均 A店 B店 C店 D店 E店 平均
合計 128 150 180 189 150 159.4 126.8 132.3 166.1 175.4 138.5 147.8
1月 128 150 179 189 150 159.2 127.3 138.2 160.5 187.1 140.9 150.8
2月 128 150 179 189 149 159.0 126.6 139.1 164.3 176.6 141.3 149.6
3月 128 150 179 189 150 159.2 126.9 141.9 167.5 181.8 141.6 151.9
4月 128 147 180 189 151 159.0 127.4 135.9 169.7 177.6 142.0 150.5
5月 128 128 180 138 151 145.0 127.3 126.7 165.7 165.2 141.1 145.2
6月 128 109 180 189 139 149.0 125.6 119.4 169.9 166.7 129.7 142.3
7月 128 124 180 189 140 152.2 126.4 125.7 165.1 172.6 133.2 144.6
 最大価格・円 最小価格・円
A店 B店 C店 D店 E店 平均 A店 B店 C店 D店 E店 平均
合計 128 159 186 189 152 162.8 100 94 120 129 99 108.4
1月 128 150 179 189 151 159.4 122 122 120 164 122 130.0
2月 128 151 179 189 151 159.6 122 128 131 137 128 129.2
3月 128 150 179 189 151 159.4 122 129 131 139 120 128.2
4月 128 159 186 189 151 162.6 122 109 144 138 121 126.8
5月 128 146 180 189 151 158.8 122 100 144 135 124 125.0
6月 128 146 180 189 140 156.6 100 94 144 129 99 113.2
7月 128 146 180 189 152 159.0 115 102 128 133 112 118.0
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 店舗別の定価（最大価格）と特売価格の推移について見ておく（図 4‐5）。 
店舗Ａでは、1月－7月のすべてにおいて 128円で変化がなかった。一方、特売価格はやや
低下した。店舗Ｂでは、1月 150円、2月 151 円、3月 150円であったが、4月には 159円と




店舗Ｃでは、1‐3月 179円が 4月 186円と 3.9%だけ上昇し、5－7月には 180 円となった
ので対 3月価格でみると 0.6%の僅かながらも過剰転嫁である。これに呼応して特売価格もや
や上昇している。店舗Ｄでは、1－7月のすべてにおいて 189 円であり、定価ベースでの変化
はない。一方、特売価格は 4-6月に低下傾向を示した。店舗Ｅでは、1－5月には 151 円だが、









































表 4‐4 改定頻度と平均持続日数(店舗別） 
 
注 1： 価格改定した日数とは前日から価格が変化したもの。 
注 2： 改定頻度=改定日数/営業日、持続期間=1/改定頻度。 
注 3： 表中の平均とは、5店舗に関するデータの平均値であり、データ総数に基づくものではない。 
 
図 4‐6 改定頻度（店舗別、7カ月間） 
 
注 1： 改定頻度=改定日数/営業日 
注 2： 1‐3月、5-7月は、それぞれ 3か月間の月別データの平均値を示す。 
 
 検討期間を 1‐3 月、4月、5－7月の 3つに区分した上で、価格の改定頻度をみる（図 4‐
6）。はじめに改定頻度は店舗別に異なることが見てとれる。店舗Ａでは低く、店舗Ｂでは高




A店 B店 C店 D店 E店 平均 A店 B店 C店 D店 E店 平均
合計 211 211 209 209 211 210.2 75 185 94 147 174 135.0
1月 31 31 30 31 31 30.8 11 23 16 10 27 17.4
2月 27 27 26 25 27 26.4 7 20 13 15 18 14.6
3月 31 31 31 31 31 31.0 7 24 13 23 25 18.4
4月 30 30 30 30 30 30.0 7 29 13 19 23 18.2
5月 31 31 31 31 31 31.0 18 30 15 28 24 23.0
6月 30 30 30 30 30 30.0 9 29 10 28 28 20.8
7月 31 31 31 31 31 31.0 16 30 14 24 29 22.6
 改定頻度 持続期間・日
A店 B店 C店 D店 E店 平均 A店 B店 C店 D店 E店 平均
合計 0.36 0.88 0.45 0.70 0.82 0.64 2.8 1.1 2.2 1.4 1.2 1.8
1月 0.35 0.74 0.53 0.32 0.87 0.56 2.8 1.3 1.9 3.1 1.1 2.1
2月 0.26 0.74 0.50 0.60 0.67 0.55 3.9 1.4 2.0 1.7 1.5 2.1
3月 0.23 0.77 0.42 0.74 0.81 0.59 4.4 1.3 2.4 1.3 1.2 2.1
4月 0.23 0.97 0.43 0.63 0.77 0.61 4.3 1.0 2.3 1.6 1.3 2.1
5月 0.58 0.97 0.48 0.90 0.77 0.74 1.7 1.0 2.1 1.1 1.3 1.4
6月 0.30 0.97 0.33 0.93 0.93 0.69 3.3 1.0 3.0 1.1 1.1 1.9
























図 4‐7 改定頻度（店舗別、4月上旬前後） 
 
注 1： 改定頻度=改定日数/営業日 
 
 平均持続日数は、T=1/F という算式で定義される。上述の全データに関する改定頻度 0.64
に対応した平均持続日数は 1.6日(=1/0.64)であり、つまり平均すると食パン商品の価格は 2
                                                   
58 改定頻度の捉え方として、価格が 1 円よりも大きく変化したものに限定する方法がある。今次データに関して













図 4‐8 平均持続日数（店舗別） 
 
注 1： 持続期間=1/改定頻度 















図 4‐9 引き上げ頻度/引き下げ頻度（店舗別） 
 
注 1： 引上げ頻度/引下げ頻度。数値が 1以上であると引上げの方が多かったことを意味する。 



















表 4‐5 特売日と販売個数の割合・店舗別 
 
特売日・% 特売日における販売個数・%
A店 B店 C店 D店 E店 平均 A店 B店 C店 D店 E店 平均
合計 29% 87% 55% 64% 88% 64% 32% 94% 66% 74% 93% 72%
1月 26% 71% 53% 23% 97% 54% 27% 85% 71% 23% 98% 61%
2月 30% 96% 54% 56% 93% 66% 28% 99% 55% 60% 95% 67%
3月 29% 65% 42% 48% 87% 54% 32% 76% 62% 60% 91% 64%
4月 17% 97% 97% 57% 80% 69% 21% 99% 98% 70% 87% 75%
5月 32% 94% 52% 94% 71% 68% 33% 98% 66% 97% 86% 76%
6月 37% 93% 33% 87% 90% 68% 39% 96% 48% 92% 94% 74%
7月 35% 94% 55% 81% 97% 72% 42% 98% 64% 88% 98% 78%
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注 1： 特売日とは販売価格が月次の最大価格（定価）を下回った日次。これが営業日数に占める割合を算出した。 
注 2： 特売日の販売個数が、月間における総販売個数に占める割合を算出した。 
 
図 4‐10 特売日の割合（店舗別） 
 
注 1： 特売日の割合とは、販売価格が月次の最大価格（定価）を下回った日数が営業日数に占める割合。 





月 580 個、3月 511個、4月 492個、5月 526 個、6月 513個、7月 514個であり、この食パ




















には営業日が 150日であったが、このうち 4月に価格改定の初日があった件数は 91件であっ
た（表 4‐6）。このうち価格が 1日間だけ持続して翌日には改定されたものは 69 件であり、
残りの 22件の価格が 2日目以降に持続したので、1 日間生存率は 24%（=22/91）と計算され




















表 4‐6 価格の持続日数（５店舗計） 
 
注：価格の持続日数別にみると 1 日間だけ持続したものが 526 件、2 日間だけ持続したものが 69 件などとなる。
営業日は 1,051 日（5 店舗計）であったが、価格が持続する期間は 1 件とカウントすると 670 件の価格があ
ったことが分かる。 
 
表 4‐7 生存率（５店舗計） 
 







1-3月 4月 5-7月 合計
1日間 179 69 278 526
2日間 34 11 24 69
3日間 13 4 5 22
4日間 12 4 10 26
5日間 2 1 2 5
6日間 6 1 4 11
7日間 0 0 1 1
8日間 1 1 0 2
9日間 1 0 2 3
10日間 0 0 1 1
11日間 1 0 0 1
12日間 0 0 0 0
13日間 2 0 0 2
14日間 0 0 0 0
15日間 1 0 0 1
合計 252 91 327 670
営業日 441 150 460 1051
生存件数 生存率
1-3月 4月 5-7月 合計 1-3月 4月 5-7月 合計
1日目 73 22 49 144 29% 24% 15% 21%
2日目 39 11 25 75 15% 12% 8% 11%
3日目 26 7 20 53 10% 8% 6% 8%
4日目 14 3 10 27 6% 3% 3% 4%
5日目 12 2 8 22 5% 2% 2% 3%
6日目 6 1 4 11 2% 1% 1% 2%
7日目 6 1 3 10 2% 1% 1% 1%
8日目 5 0 3 8 2% 0% 1% 1%
9日目 4 0 1 5 2% 0% 0% 1%
10日目 4 0 0 4 2% 0% 0% 1%
11日目 3 0 0 3 1% 0% 0% 0%
12日目 3 0 0 3 1% 0% 0% 0%
13日目 1 0 0 1 0% 0% 0% 0%
14日目 1 0 0 1 0% 0% 0% 0%
15日目 0 0 0 0 0% 0% 0% 0%
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図 4‐12 生存率曲線（５店舗計） 
 
注 1：生存率とは当該日以降に価格が持続したものの割合 













引き額は、1-3月 1.1円、4月 0.6円、5-7月 1.6円となっており、あまり値引きをしていな
い。一方、店舗Ｂでは、1-3月 10.6円、4月 23.1円、5-7月 22.0円となっており、4月以降
の値引きが 1‐3月に比べて 2倍近くに拡大している。店舗Ｃでは、1-3月 14.9 円、4月 16.3
円、5-7月 13.1円と値引き額がやや縮小している。店舗Ｄでは、1-3月 7.2円、4月 11.4円、
5-7 月 20.8円と値引き額を大きく拡大させ、店舗Ｅでは、1-3月 9.7円、4月 9.0円、5-7月
13.0 円と値引き額をやや拡大させている。店舗Ｂの定価は最低の定価を提示していた店舗Ａ

















図 4‐13 特売価格 
 
注 1：単位 円 
注 2： 1‐3月、5-7月は、それぞれ 3か月間の月別データの平均値を示す。 
 
図 4‐14 特売価格の定価からみた値引き額 
 
注 1：単位 円 




ておく。1 月の価格帯のうち低めの価格帯である 120円-129円であったサンプルの割合は 25%
であり、同様に 2月 25%、3月 23%であり変化は少なかった（図 4‐15）。しかし、4月 31%、5
105 
 
月 42%、6月 47%、7月 41%と低価格帯が増えている。逆に、160円以上の高価格帯は、3月 34%、










図 4‐15 日次価格の分布（５店舗の合計） 
 

































同様の検定をサンプルのスタート月別に行ったところ、生存日数は 1-3 月に比べると 5-7
月の方が有意に短いことが分かった（図 4‐17）。この傾向は定価サンプルに限定した場合に



















表 4‐8 生存時間解析（ノンパラメトリック法） 
 





図 4‐16 生存率曲線（定価と特売価格の違い） 
 
注 1: 縦軸が生存率、横軸が生存日数。カプラン・マイヤー法による生存率曲線。 
対象サンプル 検定グループ ログランク検定 生存率曲線
イベント数 χ2-value p-value （カプラン=マイヤー法）
1-3月 4月 5-7月 定価 特売価格
全サンプル 124 545 118.9 *** 0.0% 特売価格において短期化
全サンプル 250 91 328 9.92 *** 0.7% 5-7月において短期化
全サンプル・除く4月 250 328 9.86 *** 0.2% 5-7月において短期化
　定価サンプル 60 50 0.42 51.7%
　　うち直前価格に比べて上昇(上に同じ) 60 14 50 0.57 75.1%
　　うち直後価格が下落 59 50 0.51 47.5%
　特売価格サンプル 190  278 9.4 *** 0.2% 5-7月において短期化
　　うち直前価格に比べて上昇 67 105 1.70 19.3%
　　うち直前価格に比べて下落 123 173 10.3 *** 0.1% 5-7月において短期化
　　うち直後価格が上昇 129 156 4.61 ** 3.2% 5-7月において短期化
　　うち直後価格が下落 62 122 3.87 ** 4.9% 5-7月において短期化
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注 2： ptype1=0は定価データ（外側のライン）、ptype1=1は特売価格データ 
 
図 4‐17 生存率曲線（特売価格における 1-3月と 5-7 月の違い） 
 
注 1: 縦軸が生存率、横軸が生存日数。カプラン・マイヤー法による生存率曲線。 























表 4‐9 生存時間解析（ノンパラメトリック法） 
 













（4.1） h(z𝑖𝑖, t) = h0(t)  𝑆𝑆𝛽𝛽1𝑧𝑧𝑖𝑖1+𝛽𝛽2𝑧𝑧𝑖𝑖2+ ⋯ +𝛽𝛽𝑗𝑗𝑧𝑧𝑖𝑖𝑗𝑗 
 




イプ（定価、特売価格）、店舗タイプ（A-E の 5 つ）、数量変化（減少、変化なし、増加）を
取りあげた。これらの属性が価格の持続日数の長短に与える影響の有無を調べる。 
 
対象サンプル 検定グループ ログランク検定 生存率曲線
イベント数 χ2-value p-value （カプラン=マイヤー法）
2月 3月 4月 5月 6月
全サンプル 73 91   0.07  79.2%  
全サンプル 73  91 0.45  50.1%  
全サンプル 73  116 4.83 ** 2.8% 5月は2月より短期化
全サンプル 73 104 3.25 * 7.1% 6月は2月より短期化
全サンプル 91 91 0.12 73.3%  
全サンプル 91 116 3.29 * 7.0% 5月は3月より短期化
全サンプル 91 104 2.37 12.3% 6月は3月より短期化
全サンプル 91 116 1.60 20.6%  
全サンプル 91 104 0.98 32.3%  
全サンプル 116 104 0.05 81.7%  
定価サンプル 13 28 0.56 45.5%
定価サンプル 13 14 0.02 89.2%
定価サンプル 13  23 1.63 20.1%
定価サンプル 13   13 0.04 85.0%
定価サンプル  28 14 0.59 44.4%
定価サンプル  28  23 0.10  75.1%  
定価サンプル  28  13 1.14 28.5%
定価サンプル  14 23 0.70  40.1%  
定価サンプル  14 13 0.12  73.0%  
定価サンプル   23 13 2.64  10.4%  
特売価格サンプル 60 63 0.57 45.0%
特売価格サンプル 60 77 0.31 57.9%
特売価格サンプル 60 93 6.20 ** 1.3% 5月は2月より短期化
特売価格サンプル 60 91 8.24 *** 0.4% 6月は2月より短期化
特売価格サンプル 63 77 0.02 89.4%  
特売価格サンプル 63 93 3.13 * 7.7% 5月は3月より短期化
特売価格サンプル 63 91 4.76 ** 2.9% 6月は3月より短期化
特売価格サンプル 77 93 3.23 * 7.3% 5月は4月より短期化
特売価格サンプル 77 91 4.74 ** 2.9% 6月は4月より短期化




 モデルの推定結果から以下が指摘できる（表 4‐10 ）。スタート月に関して、4 月および





















表 4-10 生存時間解析（セミパラメトリック法） 
 
注 1： 上段は、ハザード比、下段は、ｚ値とその有意水準 + p<0.15, * p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 
注 2： スタート月について、1-3月に 1、4月に 2、5-7月に 3を与える。パラメータ推計値が 1.0以上であるこ
とは数値が大きい 5-7月における改定ハザードが上昇していること、つまり持続日数が短期化しているこ
とを意味する。 
注 3： 各変数の比例ハザード性については確認済み。 
Cox比例ハザード・モデル
(1) (2) (3) (4) (5)
スタート月 1.070  1.072 1.072 1.073
 （1: 1-3月, 2: 4月, 3: 5-7月） [1.57]+  [1.63]+ [1.63]+ [1.64]+
スタート月 1.069    
 （1: 1-3月, 3: 5-7月）  [1.56]+    
価格タイプ 1.770 1.828 1.622 1.728 1.623
 (1:定価， 2:特売価格) [4.87]*** [4.76]*** [3.74]*** [4.56]*** [3.75]***
店舗タイプ 1.114 1.103 1.119 1.113 1.118
 (1-5: A, C, D, E, B) [3.82]*** [3.27]*** [3.98]*** [3.80]*** [3.95]***
直前価格からの変化  1.162  1.149
 （1:上昇, 2:下落）  [1.69]*  [1.33]
来店者千人・1日あたり数量   1.044 1.010
 （1:減少, 2:変化なし,3:増加）   [1.06] [0.22]
　  
ログランクχ2-value 57.7 50.5 60.6 58.8 60.6
 (p-value) 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
n (サンプル数) 1,037 887 1,037 1,037 1,037




















 (4.2)  down_Pricei  = α1  reg_Price𝑖𝑖,𝑚𝑚 + α2  Duration𝑖𝑖 +  α3  day_qty𝑖𝑖 +
 α4  1000_qty𝑖𝑖  
                   + 𝛽𝛽1  ShopC +  𝛽𝛽2 ShopD +  𝛽𝛽3 ShopE + 𝛽𝛽4 VAT 
             + δ1  Feb +  δ2  Mar +  𝛿𝛿3 Apr +  𝛿𝛿4 May +














                                                   






第 4 に、店舗ダミー変数（ShopC, ShopD, ShopE）である。店舗要因の有無について調べて
みる。第 5 に、月次ダミー変数（Feb, Mar, Apr, May, Jun, Jul）と消費税ダミー（VAT，4
－7 月）を取りあげる。これより月次ごとの引き下げ幅の変動について確かめる。（4.2）式に
おいて、添え字 i は個票データ、添え字 m は月次変数、添え字なしはダミー変数（0 もしく
は 1）であることを示す。 
 
表 4‐11 推定結果（定価からみた引き下げ幅に関するクロスセクション推定） 
 
注 1：* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 
注 2：被説明変数は、2014 年 1-7 月における定価からみた引き下げ幅（単位：円） 
注 3：IM テストは、誤差項の不均一分散に関する検定量 
 
２）推定結果 
クロスセクション推定の結果を報告する（表 4‐11）。推計結果によると、第 1 に、月次ダ
ミーに関しては、2 月、3 月、4 月、5 月の有意性は低く、つまり、1 月と比べて 2－5 月にお
ける定価からの引き下げ幅は一定であったことが示唆される。しかし、6 月、7 月については
 引き下げ額，定価－特売価格 　  
被説明変数： 1-7月 1-7月 1-7月 1-7月 1-7月
　 　
(1) (2) (3) (4) (5)
定価 -0.0201 -0.0436  0.127  
[-1.06] [-1.49]  [8.43]***  
持続日数 -17.471 -16.347 1.413 -18.158 -14.983
[-8.25]*** [-7.53]*** [0.86] [-7.56]*** [-6.71]***
来店千人当たり販売数量 1.447 1.397  1.163  
(1日あたり) [13.3]*** [12.5]***  [9.37]***  
販売数量    0.118
(1日あたり)     [9.98]***
店舗Cダミー 33.256 34.665 28.348  29.912
[12.2]*** [11.4]*** [13.0]***  [15.4]***
店舗Dダミー 19.333 20.416 15.365  21.280
[7.76]*** [7.18]*** [7.56]***  [11.2]***
店舗Eダミー 18.190 17.692 9.754  16.548
[8.52]*** [7.85]*** [5.22]***  [9.00]***
消費税ダミー  3.090  -0.263 1.010
 [1.81]*  [-0.20]* [1.09]
２月ダミー変数 -2.227 -2.138 0.991   
[-1.03] [-0.96] [0.42]   
３月ダミー変数 -1.922 -1.864 0.487   
[-0.92] [-0.86] [0.21]   
４月ダミー変数 -2.194  -0.510   
[-0.99]  [-0.21]   
５月ダミー変数 0.922  2.741   
[0.47]  [1.31]   
６月ダミー変数 6.119  7.346   
[2.66]***  [2.90]***   
７月ダミー変数 6.721  6.115   
[3.52]***  [2.93]***   
自由度修正済み決定係数 0.81 0.79 0.70 0.70 0.77
F値 F(12,331)= F(9,334)= F(10,333)= F(4,339)= F(6,337)=
119.1 146.3 82.0 197.2 187.8
（Prob > F ) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
IMテストχ2値 χ2(48)= χ2(33)= χ2(35)= χ2(11)= χ2(18)=
194.7 140.1 94.3 36.7 119.09
（Prob > χ2 ) 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00







































 本章では、消費増税の転嫁傾向を、日次 POS データを用いて検討した。ここで食料品のな
114 
 









 第 1 に、消費増税により、価格が増税直後に比較的大きく変動する可能性がある。この商
品では、2014年 4月上旬には税抜き価格が引き上げられて過剰転嫁となった。しかし、この
傾向は長続きせず 5 月になると税抜き価格はむしろ増税前を下回って過小転嫁となっている。






 第 2 に、消費税の転嫁が特売価格によって調整されることが確かめられた。価格を定価と












 第 3 に、消費増税は、税抜き価格レベルにおいて価格の粘着性を低下させ、スーパーの価
格設定行動を変化させることが分かった。これにより完全転嫁以外の過小転嫁が発生した。












































































際しての消費者物価指数(Consumer Price Index, CPI)と企業物価指数(Corporate Goods 
Price Index, CGPI)の動きをみると、CPI では増税前の 2014年 1月-0.2％（前月比、以下同
じ）から、2月 0.0％、3月 0.3％、4月 2.1％、5 月 0.4％、6月-0.1％、7月 0.0％と推移し
ており、CGPIでは 1月 0.2％、2月-0.2％、3月 0.0％、4月 2.8％、5月 0.3％、6月 0.2％、





















                                                   




65 CPI、CGPI ともに消費税込みの価格指数である。消費税が完全に転嫁された場合には、2014 年 4 月の前月比
は 2.9％(=108-105-1)となる。なお、物価に上昇トレンドがある場合には、それだけ上昇率が高くなる点に注意が
必要である。 






































                                                   
67 産業連関分析では、生産波及効果の推計に利用されるレオンティエフ逆行列 (I-A)-1 がよく知られており、価





















(5.2)  𝑝𝑝𝑗𝑗 = ∑  𝑝𝑝𝑖𝑖 𝑋𝑋𝑖𝑖𝑗𝑗/ 𝑋𝑋𝑗𝑗𝑖𝑖 +  𝑉𝑉𝑗𝑗
 / 𝑋𝑋𝑗𝑗 
 
(5.3)  𝑝𝑝𝑗𝑗 = ∑  𝑝𝑝𝑖𝑖 𝑎𝑎𝑖𝑖𝑗𝑗  𝑖𝑖 +  𝑉𝑉𝑗𝑗





(5.4)  𝐏𝐏 = 𝐀𝐀′𝐏𝐏 + 𝐕𝐕  
 






 (5.5)  𝐏𝐏 =  (𝐈𝐈 −  𝐀𝐀′)  −𝟏𝟏  𝐕𝐕 
 











(5.6)  𝐏𝐏 = 𝐀𝐀′ 𝐏𝐏 + (  𝐈𝐈 + 𝐓𝐓 )  𝐕𝐕  
 













 最後に、(5.7)式の別の表現について考えておく。(5.4)式における𝐀𝐀′ 𝐏𝐏 は n 行 1 列の列
ベクトルであるが（n はセクター数）、これを 1 行 n 列に転置すると、𝐏𝐏′ 𝐀𝐀 となる。すると
(5.7)式は、以下のような（5.8）式に書き換えられる。 
 









 わが国の消費税は 1989 年に創設されたが、付加価値税タイプの税制に関する検討は 1970
年代から開始されており、価格体系への影響を産業連関分析を用いて検討する研究が



















(5.9) 𝐏𝐏 = (𝐈𝐈 − 𝐚𝐚′)−𝟏𝟏 �𝐞𝐞 + 𝛑𝛑 + 𝐝𝐝 + 𝛽𝛽𝐭𝐭𝐂𝐂𝐕𝐕(𝐞𝐞+ 𝛑𝛑 + 𝐝𝐝 − 𝐤𝐤𝐯𝐯 − 𝐤𝐤𝐧𝐧)� 
 





















ある。第 2 に、非課税品がこうむる仕入れに付加された税額の上昇分を、販売価格に i）転
嫁できないケース、ii）転嫁できるケースに分けて考えること。第 3 に、仕入れ税額控除の
                                                   























































































































                                                   
71 玉岡（2007,2013）を参照した。課税ベースの算出における subtraction method の分類については、Schenk, 
























は 2n となる。データセットの詳細設計は第 4節において行う。 
 
  
                                                   
74 消費税の転嫁ではないが、輸入価格の上昇が国内価格に転嫁されたことを、産業連関分析により検討した研究


































(5.12) 𝑣𝑣𝑎𝑎𝑆𝑆𝑗𝑗  =  𝜏𝜏𝑗𝑗𝑝𝑝𝑗𝑗�𝑋𝑋𝑗𝑗 − 𝐸𝐸𝑗𝑗�  −  ∑  𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖  𝑝𝑝𝑖𝑖  𝑋𝑋𝑖𝑖𝑗𝑗  −   ∑  𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖  𝑝𝑝𝑖𝑖 𝐶𝐶𝑖𝑖𝑗𝑗 
 
 ここで vatjは財 jの納税義務額、τjは税率、pjは税込み価格、Xjは生産額、Ejは輸出額で
ある。Xijは産業 jによる中間投入財 iの購入額であり、Cijは産業 jによる設備投資財 iの購
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税額控除が認められないので、τj＝0、δj＝0となり、従って vatj=0 となる。財 jが課税品
であった場合には、τi＝税率、δj＝1となる（表 5‐2）。 




表 5－2 非課税品における仕入れ税額控除パラメータδjの設定 
δj ＝ 1 課税品ケース、仕入れ税額控除が可能 
δj ＝  0 非課税品ケース、仕入れ税額控除ができない 
（適用税率τj=0なので消費税額は生じない） 











 (5.13)式を生産額 Xjで除することにより、生産物 1単位当たりにする。(5.14)式を得る。 
 
(5.14) vatj / 𝑋𝑋𝑗𝑗 =  𝜏𝜏𝑗𝑗𝑝𝑝𝑗𝑗   −  𝛿𝛿𝑗𝑗  ∑  𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖  𝑝𝑝𝑖𝑖 𝑎𝑎𝑖𝑖𝑗𝑗  −   𝛿𝛿𝑗𝑗  ∑  𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖  𝑝𝑝𝑖𝑖  𝑆𝑆𝑖𝑖𝑗𝑗 
 





(5.15)  pj =   ∑  𝑖𝑖 𝑝𝑝𝑖𝑖  𝑎𝑎𝑖𝑖𝑗𝑗   +    𝑣𝑣𝑗𝑗    +   𝛽𝛽1𝑑𝑑𝑆𝑆𝑝𝑝𝑆𝑆𝑗𝑗   −   𝜂𝜂𝑗𝑗  ∑ 𝜏𝜏𝑖𝑖  𝑖𝑖 𝑝𝑝𝑖𝑖  𝑎𝑎𝑖𝑖𝑗𝑗  −
 𝛽𝛽2𝜂𝜂𝑗𝑗 ∑  𝜏𝜏𝑖𝑖𝑖𝑖  𝑝𝑝𝑖𝑖  𝑆𝑆𝑖𝑖𝑗𝑗    
           +      𝜏𝜏𝑗𝑗𝑝𝑝𝑗𝑗   −     𝛿𝛿𝑗𝑗�𝜏𝜏𝑖𝑖
𝑖𝑖
 𝑝𝑝𝑖𝑖  𝑎𝑎𝑖𝑖𝑗𝑗  −     𝛽𝛽2  𝛿𝛿𝑗𝑗�𝜏𝜏𝑖𝑖
𝑖𝑖
 𝑝𝑝𝑖𝑖  𝑆𝑆𝑖𝑖𝑗𝑗  
 
 (5.15)式の右辺のうち、第１項は、投入価格と投入係数を乗じた中間投入に関する積算式























表 5－3 非課税品における付加価値調整パラメータηiの設定 
財 j   付加価値調整 
課税品  ηj = 0 
非課税品 現行制度 ηj = 1 （自己負担） 







のうち右辺第 2項は、付加価値率 vj（ =Vj / Xj）であり、この内訳は、雇用者報酬、営業余
剰、間接税といった要素所得である。第 3項は、減価償却率であり、付加価値率から分離さ








表 5－4 設備投資に係る税負担調整パラメータρ1、ρ2の設定 
 減価償却 設備投資に係わる消費税 
実際シナリオ β1 = 1 β2 = 1 




















(5.16)  �1 + γ𝑗𝑗�pj =   ∑  𝑖𝑖 𝑝𝑝𝑖𝑖  𝑎𝑎𝑖𝑖𝑗𝑗   +   𝑣𝑣𝑗𝑗    +    γ𝑗𝑗  +   𝛽𝛽1 𝑑𝑑𝑆𝑆𝑝𝑝𝑆𝑆𝑗𝑗   
       −   𝜂𝜂𝑗𝑗   �  𝜏𝜏𝑖𝑖  
𝑖𝑖
𝑝𝑝𝑖𝑖  𝑎𝑎𝑖𝑖𝑗𝑗     −     𝛽𝛽2 𝜂𝜂𝑗𝑗 �  𝜏𝜏𝑖𝑖
𝑖𝑖
  𝑝𝑝𝑖𝑖   𝑆𝑆𝑖𝑖𝑗𝑗   
        +    𝜏𝜏𝑗𝑗 𝑝𝑝𝑗𝑗   −    𝛿𝛿𝑗𝑗  �𝜏𝜏𝑖𝑖
𝑖𝑖
  𝑝𝑝𝑖𝑖  𝑎𝑎𝑖𝑖𝑗𝑗  
−     𝛽𝛽2   𝛿𝛿𝑗𝑗�𝜏𝜏𝑖𝑖
𝑖𝑖
  𝑝𝑝𝑖𝑖  𝑆𝑆𝑖𝑖𝑗𝑗 
 
表 5－5 過剰転嫁・過小転嫁のための付加価値操作パラメータγjの設定 
γj=0 過剰転嫁、過小転嫁がなし 






 (5.16)式の複数財に拡張し、その行列表示を考える。(5.8)式にならい価格 P については




(5.17) (p1, p2, p3,⋯ , p2𝑛𝑛)�
1 + γ1 ⋯ 0
⋮ ⋱ ⋮
0 ⋯ 1 + γ2𝑛𝑛




�    
 
 +  (v1, v2, v3,⋯ , v2𝑛𝑛) +   (γ1, γ2, γ3,⋯ , γ2𝑛𝑛)  
 











































































(5.18) 𝐏𝐏 (𝐈𝐈 +  𝚪𝚪) =   𝐏𝐏 𝐀𝐀  +   𝐕𝐕 +   𝚪𝚪𝟐𝟐   +  𝐃𝐃𝐞𝐞𝐃𝐃𝐃𝐃  𝐁𝐁𝟏𝟏 − 𝐏𝐏 𝐓𝐓 𝐀𝐀 𝐇𝐇−
𝐏𝐏  𝐓𝐓  𝐂𝐂  𝐁𝐁𝟐𝟐 𝐇𝐇 








格操作パラメータ）である。(5.18)式を P について解く。(5.19)式を得る。 
 
(5.19) 
𝐏𝐏 =  ( 𝐕𝐕 + 𝚪𝚪𝟐𝟐 + 𝐃𝐃𝐞𝐞𝐃𝐃𝐃𝐃  𝐁𝐁𝟏𝟏)  [ 𝐈𝐈 + 𝚪𝚪 − 𝐓𝐓 −  𝐀𝐀 +  𝐓𝐓 𝐀𝐀 𝐇𝐇 
+  𝐓𝐓 𝐀𝐀 𝚫𝚫 +  𝐓𝐓  𝐂𝐂  𝐁𝐁𝟐𝟐 𝐇𝐇+ 𝐓𝐓 𝐂𝐂  𝐁𝐁𝟐𝟐 𝚫𝚫 ]−1 





















やや複雑であるが、単位行列 I、投入係数行列 A、投資係数行列 C が主たる構成要素であり、
これに税率 T、仕入れ税額控除 H が加味されている。 
 
(5.20) 𝐏𝐏 =   𝐏𝐏 𝐀𝐀  +  𝐕𝐕  + 𝐃𝐃𝐞𝐞𝐃𝐃𝐃𝐃 − 𝐏𝐏 𝐓𝐓 𝐀𝐀 𝐇𝐇− 𝐏𝐏 𝐓𝐓 𝐂𝐂 𝐇𝐇+  𝐏𝐏  𝐓𝐓 −
 𝐏𝐏  𝐓𝐓  𝐀𝐀  𝚫𝚫 −  𝐏𝐏  𝐓𝐓  𝐂𝐂  𝚫𝚫 
 
(5.21) 𝐏𝐏 =  ( 𝐕𝐕 +𝐃𝐃𝐞𝐞𝐃𝐃𝐃𝐃 )  [ 𝐈𝐈 − 𝐓𝐓 −  𝐀𝐀 +  𝐓𝐓  𝐀𝐀  𝐇𝐇 +  𝐓𝐓  𝐀𝐀  𝚫𝚫  + 𝐓𝐓  𝐂𝐂  𝐇𝐇 +












(5.22) 𝐏𝐏 =   𝐏𝐏 𝐀𝐀  +   𝐕𝐕 −  𝐏𝐏  𝐓𝐓  𝐀𝐀  𝐇𝐇 +  𝐏𝐏  𝐓𝐓−  𝐏𝐏 𝐓𝐓 𝐀𝐀 𝚫𝚫 
 








(5.24) 𝐏𝐏 (𝐈𝐈 +  𝚪𝚪) =   𝐏𝐏 𝐀𝐀  +   𝐕𝐕 +    𝚪𝚪𝟐𝟐   −  𝐏𝐏  𝐓𝐓  𝐀𝐀  𝐇𝐇 +  𝐏𝐏  𝐓𝐓−  𝐏𝐏 𝐓𝐓 𝐀𝐀 𝚫𝚫  
 





 産業連関分析の分野において 2005 年以降に新しく提案された平均波及世代数(Average 




















 産業連関表における投入係数行列を A とした場合、平均波及世代数は(5.26)式のように表
される。 
 
(5.26)  𝐴𝐴𝑃𝑃𝐴𝐴𝑖𝑖𝑗𝑗 =  (𝐴𝐴 + 2𝐴𝐴2 + 3𝐴𝐴3 + ⋯ )    (𝐴𝐴 + 𝐴𝐴2 + 𝐴𝐴3 + ⋯ )⁄  


























ら、ここでの投入係数行列を S と定義すると、これは(5.27)式のように示される。 
 
(5.27)  𝐒𝐒 =  𝐀𝐀 +  𝐓𝐓 −  𝐓𝐓 𝐀𝐀 𝐇𝐇 −  𝐓𝐓 𝐀𝐀 ∆  
 
この S を（5.26）式に適用することにより、価格形成に関する APL を算出することにした。














年表は最新版であり、付帯表を含む確報データが 2015 年に公表された。 




80 セクター別の付加価値率が互いに大きく異なると、2 タイプの APL には相違が生じる。また、付加価値率を
乗じた APL については、その分だけ投入係数が小さくなるので、APL が全体的に短くなる。 
135 
 
























































































































                                                   
83 106 セクター別の詳細値は付表 5－１に示す。ここで基準となる税率 5％ケースの価格が、表 5－6のケース（1）
において 0.8 程度となる理由は、減価償却に相当する付加価値を考慮せず、付加価値の総計が少なくなっているか
らである。 












表 5－6 消費増税に伴う税込み価格の上昇率 
 
注 1：製造業には鉱業を含む。合計からは、「事務用品」「分類不明」を除いた。 



















                                                   











a b c (=b/a-1) d e f (=e/d-1) g (=f-c)
課税品 農林水産業 5 0.82 0.84 2.86% 1.05 1.07 2.33% -0.53%
製造業 57 0.80 0.82 2.86% 1.04 1.06 2.21% -0.65%
非製造業 33 0.82 0.84 2.86% 1.05 1.08 2.29% -0.57%
小計 95 0.80 0.83 2.86% 1.04 1.07 2.24% -0.61%
非課税品 9 0.85 0.85 0.00% 1.10 1.10 -0.33% -0.33%





















1.7%、医療 2.9%、公務 2.7%、教育 1.2%、研究 2.9%、保健衛生 1.9%、社会保険・社会福祉 2.1%、














88 推計結果の詳細は付表 5－2 に示す。 
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図 5－1 非課税品における仕入れ税額の転嫁ケースに伴う価格上昇率 
 





表 5－７ 非課税品における仕入れ税額の転嫁 
 
注 1：税率 8％ケースにおいて、非課税品の仕入れ税額が、価格に転嫁された場合の税込み価格の上昇率 
注 2：付加価値部分に「減価償却なし／設備投資控除なし」ケースについて試算した 
注 3：消費財セクターとは、国内需要に占める民間消費の割合が 50％以上の産業部門 








自セクター 2.3% 1.7% 2.9% 2.7% 1.2% 2.9% 1.9% 2.1% 1.6% 4.0%
消費財セクター平均 0.06% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.09% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
【消費財セクターへの影響】
食料品 0.04% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.06% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
飲料 0.04% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.05% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
たばこ 0.01% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.04% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
衣服・その他の繊維既製品 0.10% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.14% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
なめし革・毛皮・同製品 0.04% 0.00% 0.00% 0.02% 0.00% 0.10% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
民生用電気機器 0.06% 0.00% 0.00% 0.01% 0.01% 0.32% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
通信機械・同関連機器 0.05% 0.00% 0.00% 0.01% 0.01% 0.41% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
乗用車 0.05% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.38% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
住宅賃貸料 0.18% 1.73% 0.00% 0.02% 0.00% 0.01% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
鉄道輸送 0.18% 0.00% 0.00% 0.02% 0.01% 0.05% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
道路輸送 0.03% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.02% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
航空輸送 0.08% 0.00% 0.00% 0.02% 0.00% 0.05% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
通信 0.04% 0.00% 0.00% 0.01% 0.01% 0.07% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
社会保険・社会福祉 0.03% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.03% 0.00% 2.11% 0.00% 0.00%
その他の非営利団体サービス 0.16% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.02% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
宿泊業 0.07% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.03% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
飲食サービス 0.04% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.03% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
洗濯・理容・美容・浴場業 0.03% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.03% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
娯楽サービス 0.04% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.02% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%









 医療については、上述の通り自己価格の上昇率は 2.9%と予想される。これは税率 8%ケース


















図 5－2 非課税品における仕入れ税額の転嫁ケースが消費財セクターに与える影響 
 




注 1：税率 8％ケースにおいて、金融保険、公務の仕入れ税額が、価格に転嫁された場合の税込み価格の上昇率 
注 2：付加価値部分に「減価償却なし／設備投資控除なし」ケースについて試算した 






















 食料品における価格上昇率は 3.3%であり、うち自セクターにおける価格 1%の上昇が直接的、
間接的に与える影響が 1.4%、食料品以外のすべての産業において価格 1%の上昇があったこと



















表 5－8 過剰転嫁の影響 
 
注 1：すべてのセクターにおいて価格が 1％上昇した場合に、表記セクターに及ぶ税込み価格の上昇率 
注 2：国内需要に占める民間消費の割合が 50％以上の産業部門（消費財セクター）を表掲した。 
 
図 5－3 過剰転嫁の影響 
 
                                                   
90 付加価値率は総じてサービス系の非製造業において高いが、製造業であってもたばこ（80％）、飲料（49％）
は食料品（28％）に比べると大きい。そのため過剰転嫁の試算結果において自セクターの寄与度が高くなる。 
累計 うち自セクター うち他セクター 自セクター
 によるもの によるもの の寄与度
9 食料品 3.3% 1.4% 1.9% 43%
10 飲料 2.6% 1.2% 1.4% 45%
12 たばこ 1.4% 1.1% 0.4% 75%
14 衣服・その他の繊維既製品 3.3% 1.1% 2.1% 34%
32 なめし革・毛皮・同製品 3.0% 1.3% 1.7% 43%
51 民生用電気機器 3.6% 1.2% 2.4% 33%
54 通信機械・同関連機器 3.4% 1.1% 2.4% 32%
56 乗用車 4.4% 1.1% 3.4% 24%
74 住宅賃貸料 1.5% 1.0% 0.5% 65%
75 鉄道輸送 1.9% 1.1% 0.8% 57%
76 道路輸送 1.9% 1.1% 0.8% 58%
78 航空輸送 3.4% 1.1% 2.3% 32%
83 通信 2.1% 1.3% 0.8% 62%
93 社会保険・社会福祉 1.8% 1.0% 0.8% 56%
95 その他の非営利団体サービス 2.1% 1.1% 1.0% 51%
100 宿泊業 2.5% 1.1% 1.4% 43%
101 飲食サービス 2.7% 1.1% 1.6% 40%
102 洗濯・理容・美容・浴場業 2.0% 1.1% 0.9% 56%
103 娯楽サービス 1.9% 1.1% 0.8% 57%
104 その他の対個人サービス 1.9% 1.1% 0.8% 58%
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注 1：すべてのセクターにおいて税込み価格が 1％上昇した場合に、表記セクターに及ぶ税込み価格の上昇率 


























生しなかったようである。第 2 章から第 4 章において、商品別の価格転嫁の違いを発見した
が、これに本項の分析を重ねると、中間取引段階における過剰転嫁や過小転嫁が、消費者向













注 2：記号 Mは輸入部門を示す。 
注 3：表頭の消費財セクターとは、国内需要に占める民間消費の割合が 50％以上の産業部門。 
  
食料品 飲料 たばこ
1 9 食料品 1.42% 10 飲料 1.16% 12 たばこ 1.08%
2 1 耕種農業 0.22% 9 食料品 0.13% 1 耕種農業 0.03%
3 M7 石炭・原油・天然ガス 0.16% M7 石炭・原油・天然ガス 0.11% M7 石炭・原油・天然ガス 0.03%
4 2 畜産 0.16% 44 その他の金属製品 0.08% 97 広告 0.02%
5 M1 耕種農業 0.10% 30 プラスチック製品 0.08% 17 パルプ・紙・板紙・加工紙 0.02%
6 M9 食料品 0.10% 1 耕種農業 0.06% 99 その他の対事業所サービス 0.02%
7 5 漁業 0.08% 17 パルプ・紙・板紙・加工紙 0.05% M1 耕種農業 0.02%
8 11 飼料・有機質肥料（別掲を 0.07% 18 紙加工品 0.04% 90 研究 0.02%
9 30 プラスチック製品 0.06% M1 耕種農業 0.04% 25 化学繊維 0.01%
10 28 石油製品 0.06% 99 その他の対事業所サービス 0.04% 23 有機化学工業製品（石油化 0.01%
11 99 その他の対事業所サービス 0.05% 67 電力 0.04% 28 石油製品 0.01%
12 67 電力 0.05% 97 広告 0.04% 67 電力 0.01%
13 17 パルプ・紙・板紙・加工紙 0.04% 28 石油製品 0.04% 18 紙加工品 0.01%
14 18 紙加工品 0.04% 38 鋼材 0.03% 84 放送 0.01%
15 98 自動車整備・機械修理 0.04% 37 銑鉄・粗鋼 0.03% 87 映像・音声・文字情報制作 0.01%
16 27 化学最終製品（医薬品を除 0.03% 23 有機化学工業製品（石油化 0.03% M28 石油製品 0.01%
17 M28 石油製品 0.03% M28 石油製品 0.02% 22 石油化学基礎製品 0.01%
18 23 有機化学工業製品（石油化 0.03% 98 自動車整備・機械修理 0.02% 27 化学最終製品（医薬品を除 0.01%
19 90 研究 0.02% 22 石油化学基礎製品 0.02% 98 自動車整備・機械修理 0.01%
20 19 印刷・製版・製本 0.02% M9 食料品 0.02% 30 プラスチック製品 0.01%
衣服・その他の繊維既製品 民生用電気機器 通信機械・同関連機器
1 14 衣服・その他の繊維既製品 1.11% 51 民生用電気機器 1.17% 54 通信機械・同関連機器 1.09%
2 13 繊維工業製品 0.38% M7 石炭・原油・天然ガス 0.16% 49 その他の電子部品 0.24%
3 M7 石炭・原油・天然ガス 0.19% 38 鋼材 0.15% 48 電子デバイス 0.16%
4 25 化学繊維 0.15% 37 銑鉄・粗鋼 0.13% 90 研究 0.14%
5 M13 繊維工業製品 0.13% 30 プラスチック製品 0.11% M7 石炭・原油・天然ガス 0.13%
6 23 有機化学工業製品（石油化 0.09% 90 研究 0.10% 30 プラスチック製品 0.12%
7 67 電力 0.08% 42 非鉄金属加工製品 0.09% M48 電子デバイス 0.10%
8 99 その他の対事業所サービス 0.07% 48 電子デバイス 0.09% 99 その他の対事業所サービス 0.09%
9 28 石油製品 0.07% 49 その他の電子部品 0.07% 42 非鉄金属加工製品 0.08%
10 M28 石油製品 0.06% 99 その他の対事業所サービス 0.07% 44 その他の金属製品 0.06%
11 22 石油化学基礎製品 0.06% M48 電子デバイス 0.07% 38 鋼材 0.06%
12 90 研究 0.05% M6 金属鉱物 0.07% 67 電力 0.06%
13 30 プラスチック製品 0.05% 67 電力 0.06% M41 非鉄金属製錬・精製 0.05%
14 72 金融・保険 0.04% 45 はん用機械 0.06% 37 銑鉄・粗鋼 0.05%
15 17 パルプ・紙・板紙・加工紙 0.04% 44 その他の金属製品 0.06% 41 非鉄金属製錬・精製 0.05%
16 61 その他の製造工業製品 0.04% M41 非鉄金属製錬・精製 0.05% M6 金属鉱物 0.05%
17 27 化学最終製品（医薬品を除 0.04% 41 非鉄金属製錬・精製 0.05% M49 その他の電子部品 0.04%
18 M23 有機化学工業製品（石油化 0.03% 28 石油製品 0.05% 28 石油製品 0.04%
19 98 自動車整備・機械修理 0.03% 50 産業用電気機器 0.04% 23 有機化学工業製品（石油化 0.04%
20 21 無機化学工業製品 0.03% 40 その他の鉄鋼製品 0.04% 17 パルプ・紙・板紙・加工紙 0.04%
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注 2：記号 Mは輸入部門を示す。 














1 56 乗用車 1.08% 75 鉄道輸送 1.08% 83 通信 1.31%
2 58 自動車部品・同附属品 1.07% 60 その他の輸送機械・同修理 0.09% 99 その他の対事業所サービス 0.15%
3 M7 石炭・原油・天然ガス 0.18% M7 石炭・原油・天然ガス 0.08% M7 石炭・原油・天然ガス 0.06%
4 38 鋼材 0.18% 72 金融・保険 0.06% 85 情報サービス 0.05%
5 37 銑鉄・粗鋼 0.17% 67 電力 0.05% 87 映像・音声・文字情報制作 0.03%
6 90 研究 0.13% 99 その他の対事業所サービス 0.05% 97 広告 0.03%
7 30 プラスチック製品 0.13% 64 建設補修 0.05% 67 電力 0.03%
8 50 産業用電気機器 0.08% 106 分類不明 0.03% 96 物品賃貸サービス 0.03%
9 99 その他の対事業所サービス 0.08% 81 運輸附帯サービス 0.02% 73 不動産仲介及び賃貸 0.02%
10 67 電力 0.06% 28 石油製品 0.02% 90 研究 0.02%
11 M6 金属鉱物 0.06% 38 鋼材 0.02% 86 インターネット附随サービス 0.02%
12 42 非鉄金属加工製品 0.06% 70 廃棄物処理 0.02% 17 パルプ・紙・板紙・加工紙 0.02%
13 28 石油製品 0.05% 98 自動車整備・機械修理 0.02% 98 自動車整備・機械修理 0.02%
14 M58 自動車部品・同附属品 0.04% 37 銑鉄・粗鋼 0.02% 19 印刷・製版・製本 0.02%
15 23 有機化学工業製品（石油化 0.04% 58 自動車部品・同附属品 0.01% 64 建設補修 0.02%
16 M28 石油製品 0.04% 90 研究 0.01% 28 石油製品 0.02%
17 M41 非鉄金属製錬・精製 0.04% 83 通信 0.01% 106 分類不明 0.02%
18 44 その他の金属製品 0.04% 96 物品賃貸サービス 0.01% 72 金融・保険 0.02%
19 98 自動車整備・機械修理 0.04% 73 不動産仲介及び賃貸 0.01% 89 教育 0.01%
20 22 石油化学基礎製品 0.04% M60 その他の輸送機械・同修理 0.01% 82 郵便・信書便 0.01%
宿泊業 飲食サービス 洗濯・理容・美容・浴場業
1 100 宿泊業 1.08% 101 飲食サービス 1.09% 102 洗濯・理容・美容・浴場業 1.10%
2 9 食料品 0.15% 9 食料品 0.30% M7 石炭・原油・天然ガス 0.13%
3 M7 石炭・原油・天然ガス 0.15% M7 石炭・原油・天然ガス 0.13% 27 化学最終製品（医薬品を除 0.05%
4 1 耕種農業 0.06% 10 飲料 0.12% 99 その他の対事業所サービス 0.05%
5 67 電力 0.06% 1 耕種農業 0.10% 28 石油製品 0.05%
6 81 運輸附帯サービス 0.05% M9 食料品 0.07% 67 電力 0.04%
7 99 その他の対事業所サービス 0.05% 99 その他の対事業所サービス 0.05% 73 不動産仲介及び賃貸 0.04%
8 28 石油製品 0.05% 2 畜産 0.04% 69 水道 0.02%
9 10 飲料 0.05% 67 電力 0.04% 98 自動車整備・機械修理 0.02%
10 70 廃棄物処理 0.04% 28 石油製品 0.04% M28 石油製品 0.02%
11 72 金融・保険 0.03% 5 漁業 0.03% 97 広告 0.02%
12 98 自動車整備・機械修理 0.03% 30 プラスチック製品 0.03% 87 映像・音声・文字情報制作 0.02%
13 M9 食料品 0.03% M1 耕種農業 0.03% 30 プラスチック製品 0.02%
14 73 不動産仲介及び賃貸 0.03% 98 自動車整備・機械修理 0.03% 23 有機化学工業製品（石油化 0.02%
15 68 ガス・熱供給 0.02% 17 パルプ・紙・板紙・加工紙 0.03% 17 パルプ・紙・板紙・加工紙 0.02%
16 30 プラスチック製品 0.02% 73 不動産仲介及び賃貸 0.02% 64 建設補修 0.02%
17 17 パルプ・紙・板紙・加工紙 0.02% 97 広告 0.02% 22 石油化学基礎製品 0.01%
18 2 畜産 0.02% 18 紙加工品 0.02% 72 金融・保険 0.01%
19 96 物品賃貸サービス 0.02% 11 飼料・有機質肥料（別掲を 0.02% 84 放送 0.01%
20 5 漁業 0.02% 44 その他の金属製品 0.02% 70 廃棄物処理 0.01%
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これに耕種農業 9.1%、石油製品 4.7％、その他の対事業所サービス 3.5％、漁業 3.5％、畜産
2.9％が続く（表 5‐10）。自産業による付加価値構成が高い点は、ほかの消費財セクターに
共通しており、付加価値の構成比率（自産業のシェア）は、飲料 58.7％、たばこ 90.1％、衣
服・その他の繊維既製品 44.0％、民生用電気機器 27.6％、通信機械・同関連機器 28.0％、






表 5-10a 付加価値の累積構造 
 
注 1：消費財価格に占める各産業の付加価値の割合（上位 20位まで）。 





1 9 食料品 44.1% 10 飲料 58.7% 12 たばこ 90.1%
2 1 耕種農業 9.1% 9 食料品 3.7% 99 その他の対事業所サービス 1.3%
3 28 石油製品 4.7% 44 その他の金属製品 3.2% 1 耕種農業 1.1%
4 99 その他の対事業所サービス 3.5% 99 その他の対事業所サービス 2.7% 90 研究 0.8%
5 5 漁業 3.5% 28 石油製品 2.7% 28 石油製品 0.7%
6 2 畜産 2.9% 1 耕種農業 2.3% 97 広告 0.5%
7 30 プラスチック製品 1.8% 30 プラスチック製品 2.0% 17 パルプ・紙・板紙・加工紙 0.4%
8 11 飼料・有機質肥料（別掲を除く。） 1.7% 18 紙加工品 1.5% 72 金融・保険 0.4%
9 3 農業サービス 1.5% 72 金融・保険 1.2% 87 映像・音声・文字情報制作 0.3%
10 98 自動車整備・機械修理 1.4% 90 研究 1.1% 25 化学繊維 0.3%
11 18 紙加工品 1.4% 17 パルプ・紙・板紙・加工紙 0.9% 18 紙加工品 0.3%
12 90 研究 1.3% 98 自動車整備・機械修理 0.9% 84 放送 0.3%
13 72 金融・保険 1.2% 97 広告 0.8% 98 自動車整備・機械修理 0.3%
14 19 印刷・製版・製本 1.0% 85 情報サービス 0.7% 85 情報サービス 0.2%
15 17 パルプ・紙・板紙・加工紙 0.9% 87 映像・音声・文字情報制作 0.6% 19 印刷・製版・製本 0.2%
16 27 化学最終製品（医薬品を除く。） 0.8% 64 建設補修 0.5% 27 化学最終製品（医薬品を除く。） 0.2%
17 44 その他の金属製品 0.7% 19 印刷・製版・製本 0.5% 30 プラスチック製品 0.2%
18 64 建設補修 0.7% 37 銑鉄・粗鋼 0.5% 95 その他の非営利団体サービス 0.2%
19 85 情報サービス 0.7% 38 鋼材 0.5% 106 分類不明 0.2%
20 73 不動産仲介及び賃貸 0.6% 84 放送 0.5% 76 道路輸送（自家輸送を除く。） 0.1%
衣服・その他の繊維既製品 民生用電気機器 通信機械・同関連機器
1 14 衣服・その他の繊維既製品 44.0% 51 民生用電気機器 27.6% 54 通信機械・同関連機器 28.0%
2 13 繊維工業製品 10.1% 90 研究 7.1% 90 研究 9.1%
3 28 石油製品 5.7% 99 その他の対事業所サービス 6.0% 99 その他の対事業所サービス 7.2%
4 99 その他の対事業所サービス 5.4% 28 石油製品 4.2% 49 その他の電子部品 6.9%
5 25 化学繊維 3.8% 30 プラスチック製品 3.7% 30 プラスチック製品 3.8%
6 90 研究 3.2% 42 非鉄金属加工製品 3.1% 28 石油製品 3.6%
7 72 金融・保険 3.0% 41 非鉄金属製錬・精製 3.1% 48 電子デバイス 3.1%
8 61 その他の製造工業製品 1.5% 44 その他の金属製品 2.9% 41 非鉄金属製錬・精製 2.8%
9 98 自動車整備・機械修理 1.5% 37 銑鉄・粗鋼 2.8% 44 その他の金属製品 2.7%
10 30 プラスチック製品 1.5% 38 鋼材 2.8% 42 非鉄金属加工製品 2.6%
11 64 建設補修 1.3% 45 はん用機械 2.7% 85 情報サービス 1.9%
12 27 化学最終製品（医薬品を除く。） 1.1% 49 その他の電子部品 2.2% 72 金融・保険 1.6%
13 23 有機化学工業製品（石油化学基 1.0% 48 電子デバイス 1.9% 98 自動車整備・機械修理 1.6%
14 17 パルプ・紙・板紙・加工紙 1.0% 72 金融・保険 1.9% 19 印刷・製版・製本 1.3%
15 85 情報サービス 0.9% 98 自動車整備・機械修理 1.7% 64 建設補修 1.2%
16 21 無機化学工業製品 0.9% 19 印刷・製版・製本 1.6% 37 銑鉄・粗鋼 1.0%
17 73 不動産仲介及び賃貸 0.9% 50 産業用電気機器 1.3% 38 鋼材 1.0%
18 44 その他の金属製品 0.8% 64 建設補修 1.3% 53 その他の電気機械 1.0%
19 19 印刷・製版・製本 0.7% 85 情報サービス 1.1% 73 不動産仲介及び賃貸 0.9%
20 87 映像・音声・文字情報制作 0.7% 76 道路輸送（自家輸送を除く。） 1.1% 76 道路輸送（自家輸送を除く。） 0.9%
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表 5-11b 付加価値の累積構造 
 
注 1：消費財価格に占める各産業の付加価値の割合（上位 20位まで）。 















1 58 自動車部品・同附属品 21.4% 75 鉄道輸送 57.0% 83 通信 63.1%
2 56 乗用車 12.8% 72 金融・保険 5.7% 99 その他の対事業所サービス 12.2%
3 90 研究 8.3% 99 その他の対事業所サービス 5.7% 85 情報サービス 3.1%
4 99 その他の対事業所サービス 6.3% 60 その他の輸送機械・同修理 4.5% 28 石油製品 1.5%
5 28 石油製品 4.3% 64 建設補修 3.2% 90 研究 1.5%
6 30 プラスチック製品 4.0% 28 石油製品 2.6% 87 映像・音声・文字情報制作 1.4%
7 37 銑鉄・粗鋼 3.3% 81 運輸附帯サービス 2.3% 73 不動産仲介及び賃貸 1.3%
8 38 鋼材 3.1% 70 廃棄物処理 1.7% 72 金融・保険 1.2%
9 50 産業用電気機器 2.3% 106 分類不明 1.5% 19 印刷・製版・製本 1.0%
10 41 非鉄金属製錬・精製 2.0% 90 研究 1.0% 64 建設補修 1.0%
11 42 非鉄金属加工製品 1.8% 98 自動車整備・機械修理 0.9% 82 郵便・信書便 0.9%
12 44 その他の金属製品 1.7% 89 教育 0.7% 89 教育 0.9%
13 72 金融・保険 1.7% 85 情報サービス 0.7% 98 自動車整備・機械修理 0.9%
14 98 自動車整備・機械修理 1.6% 73 不動産仲介及び賃貸 0.7% 96 物品賃貸サービス 0.8%
15 39 鋳鍛造品 1.4% 83 通信 0.7% 106 分類不明 0.7%
16 31 ゴム製品 1.3% 87 映像・音声・文字情報制作 0.5% 76 道路輸送（自家輸送を除く。） 0.7%
17 33 ガラス・ガラス製品 1.2% 44 その他の金属製品 0.5% 97 広告 0.7%
18 85 情報サービス 1.1% 19 印刷・製版・製本 0.5% 86 インターネット附随サービス 0.6%
19 64 建設補修 1.1% 76 道路輸送（自家輸送を除く。） 0.5% 70 廃棄物処理 0.6%
20 27 化学最終製品（医薬品を除く。） 1.0% 96 物品賃貸サービス 0.4% 17 パルプ・紙・板紙・加工紙 0.5%
宿泊業 飲食サービス 洗濯・理容・美容・浴場業
1 100 宿泊業 48.6% 101 飲食サービス 48.3% 102 洗濯・理容・美容・浴場業 73.7%
2 9 食料品 5.3% 9 食料品 9.7% 28 石油製品 3.9%
3 99 その他の対事業所サービス 4.0% 10 飲料 6.5% 99 その他の対事業所サービス 3.7%
4 28 石油製品 4.0% 1 耕種農業 4.1% 73 不動産仲介及び賃貸 2.1%
5 81 運輸附帯サービス 3.6% 99 その他の対事業所サービス 3.5% 27 化学最終製品（医薬品を除く。） 1.4%
6 70 廃棄物処理 3.2% 28 石油製品 3.3% 98 自動車整備・機械修理 0.9%
7 1 耕種農業 2.8% 5 漁業 1.6% 72 金融・保険 0.8%
8 10 飲料 2.7% 72 金融・保険 1.2% 70 廃棄物処理 0.8%
9 72 金融・保険 2.3% 73 不動産仲介及び賃貸 1.1% 87 映像・音声・文字情報制作 0.8%
10 73 不動産仲介及び賃貸 1.4% 70 廃棄物処理 1.1% 64 建設補修 0.8%
11 98 自動車整備・機械修理 1.3% 98 自動車整備・機械修理 1.0% 69 水道 0.7%
12 85 情報サービス 1.3% 30 プラスチック製品 0.9% 90 研究 0.6%
13 5 漁業 1.0% 2 畜産 0.8% 84 放送 0.5%
14 64 建設補修 1.0% 44 その他の金属製品 0.8% 83 通信 0.5%
15 102 洗濯・理容・美容・浴場業 0.8% 18 紙加工品 0.8% 30 プラスチック製品 0.5%
16 30 プラスチック製品 0.7% 83 通信 0.7% 44 その他の金属製品 0.5%
17 68 ガス・熱供給 0.7% 64 建設補修 0.7% 97 広告 0.4%
18 87 映像・音声・文字情報制作 0.7% 90 研究 0.7% 85 情報サービス 0.4%
19 96 物品賃貸サービス 0.7% 87 映像・音声・文字情報制作 0.6% 19 印刷・製版・製本 0.4%










表 5－12 過小転嫁の影響 
 
















累計 うち自セクター うち他セクター 自セクター
 によるもの によるもの の寄与度
22 石油化学基礎製品 -6.3% -1.8% -4.5% 28%
24 合成樹脂 -5.4% -1.1% -4.3% 20%
23 有機化学工業製品 -5.3% -1.5% -3.8% 28%
29 石炭製品 -5.2% -1.2% -4.0% 23%
40 その他の鉄鋼製品 -5.0% -1.1% -3.9% 22%
38 鋼材 -4.9% -1.5% -3.4% 31%
105 事務用品 -4.7% -1.1% -3.6% 23%
37 銑鉄・粗鋼 -4.6% -2.1% -2.4% 47%
57 その他の自動車 -4.6% -1.1% -3.4% 25%
56 乗用車 -4.4% -1.1% -3.4% 24%
28 石油製品 -4.3% -1.3% -3.1% 29%
11 飼料・有機質肥料 -4.3% -1.1% -3.2% 26%
25 化学繊維 -4.3% -1.1% -3.2% 25%
58 自動車部品・同附属品 -4.1% -1.9% -2.1% 47%
43 建設・建築用金属製品 -4.0% -1.1% -2.9% 27%
30 プラスチック製品 -3.9% -1.5% -2.5% 38%
27 化学最終製品 -3.9% -1.2% -2.7% 31%
42 非鉄金属加工製品 -3.9% -1.2% -2.7% 30%
17 パルプ・紙・板紙・加工紙 -3.9% -1.9% -2.0% 48%












図 5－4 調達側の平均波及世代数 
 
注 1：平均波及世代数（APL）は、産業×産業ごとに得られる。調達側の APLについて産業ごとに平均値を求めた。 
注 2：106産業中上位 20位までを示した。 
 
  
                                                   
91 上位セクターを含む 106 セクター別の詳細値は付表 5－3 に示す。 
152 
 










 最後に調達側の APL と過剰転嫁の相関をみる。上述の APL は産業別の平均値であり、その






9 食料品 3.80 4.10
10 飲料 3.57 3.62
12 たばこ 3.64
14 衣服・その他の繊維既製品 3.74 2.50
32 なめし革・毛皮・同製品 3.59 3.11
51 民生用電気機器 3.59 3.84
54 通信機械・同関連機器 3.53 3.01
56 乗用車 4.46
75 鉄道輸送 3.42 2.64
76 道路輸送（自家輸送を除く） 3.17 3.28
78 航空輸送 3.49 2.85
83 通信 3.53 3.08
93 社会保険・社会福祉 3.01
95 その他の非営利団体サービス 3.26 2.74
100 宿泊業 3.28
101 飲食サービス 3.54 4.05
102 洗濯・理容・美容・浴場業 3.25 2.74
103 娯楽サービス 2.98 4.17





















図 5－6 調達側の平均波及世代数（APL）と感応度の相関 
 



























 第 3 に、新たに構築した価格決定モデルを用いた定量分析によると、全産業にわたって過
剰転嫁や過小転嫁が実施された場合の累積的な効果は小さくないことが分かった。全産業に
おいて 1%の過剰転嫁がなされた場合の税込み価格の上昇率（増税分を除く）は、食料品 3.3%、











 第 5 に、同じく定量分析により、非課税品における仕入れ税額が販売価格に転嫁された場
合の影響について推計した。当該製品の税込み価格は上昇に転じることになるが、税率 8%ケ




























付表 5－1 消費増税に伴う税込み価格の上昇率 
 













a b c (=b/a-1) d e f (=e/d-1) g (=f-c)
1 耕種農業 0.750 0.772 2.86% 1.051 1.074 2.20% -0.66%
2 畜産 0.775 0.797 2.86% 1.046 1.069 2.17% -0.69%
3 農業サービス 0.873 0.898 2.86% 1.053 1.078 2.39% -0.47%
4 林業 0.875 0.900 2.86% 1.058 1.085 2.61% -0.24%
5 漁業 0.813 0.836 2.86% 1.045 1.068 2.29% -0.57%
6 金属鉱物 0.690 0.709 2.86% 1.023 1.041 1.78% -1.08%
7 石炭・原油・天然ガス 0.765 0.787 2.86% 1.020 1.041 1.98% -0.88%
8 非金属鉱物 0.845 0.869 2.86% 1.046 1.069 2.13% -0.73%
9 食料品 0.836 0.860 2.86% 1.045 1.070 2.32% -0.54%
10 飲料 0.887 0.913 2.86% 1.043 1.069 2.40% -0.45%
11 飼料・有機質肥料 0.828 0.852 2.86% 1.047 1.071 2.30% -0.56%
12 たばこ 0.937 0.964 2.86% 1.048 1.077 2.79% -0.07%
13 繊維工業製品 0.674 0.693 2.86% 1.032 1.050 1.74% -1.11%
14 衣服・その他の繊維既製品 0.791 0.813 2.86% 1.035 1.057 2.07% -0.78%
15 木材・木製品 0.855 0.880 2.86% 1.050 1.076 2.43% -0.43%
16 家具・装備品 0.868 0.893 2.86% 1.040 1.064 2.35% -0.51%
17 パルプ・紙・板紙・加工紙 0.737 0.758 2.86% 1.042 1.064 2.05% -0.81%
18 紙加工品 0.828 0.851 2.86% 1.042 1.066 2.30% -0.56%
19 印刷・製版・製本 0.815 0.838 2.86% 1.035 1.058 2.20% -0.66%
20 化学肥料 0.803 0.826 2.86% 1.043 1.065 2.17% -0.69%
21 無機化学工業製品 0.762 0.783 2.86% 1.041 1.061 1.98% -0.87%
22 石油化学基礎製品 0.798 0.820 2.86% 1.041 1.064 2.18% -0.67%
23 有機化学工業製品 0.721 0.742 2.86% 1.039 1.060 2.05% -0.81%
24 合成樹脂 0.727 0.748 2.86% 1.034 1.055 2.01% -0.85%
25 化学繊維 0.745 0.767 2.86% 1.033 1.052 1.81% -1.05%
26 医薬品 0.790 0.813 2.86% 1.020 1.043 2.30% -0.56%
27 化学最終製品 0.814 0.838 2.86% 1.033 1.056 2.22% -0.63%
28 石油製品 0.947 0.974 2.86% 1.045 1.072 2.55% -0.30%
29 石炭製品 0.720 0.740 2.86% 1.043 1.067 2.30% -0.56%
30 プラスチック製品 0.776 0.798 2.86% 1.035 1.057 2.17% -0.69%
31 ゴム製品 0.757 0.778 2.86% 1.040 1.064 2.26% -0.59%
32 なめし革・毛皮・同製品 0.893 0.918 2.86% 1.043 1.066 2.26% -0.60%
33 ガラス・ガラス製品 0.787 0.809 2.86% 1.041 1.065 2.32% -0.53%
34 セメント・セメント製品 0.829 0.853 2.86% 1.045 1.070 2.33% -0.52%
35 陶磁器 0.819 0.842 2.86% 1.048 1.073 2.39% -0.47%
36 その他の窯業・土石製品 0.841 0.865 2.86% 1.045 1.070 2.38% -0.48%
37 銑鉄・粗鋼 0.683 0.703 2.86% 1.050 1.075 2.41% -0.45%
38 鋼材 0.748 0.769 2.86% 1.046 1.070 2.30% -0.56%
39 鋳鍛造品 0.815 0.838 2.86% 1.048 1.073 2.39% -0.47%
40 その他の鉄鋼製品 0.795 0.818 2.86% 1.046 1.070 2.33% -0.53%
41 非鉄金属製錬・精製 0.867 0.891 2.86% 1.048 1.072 2.33% -0.53%
42 非鉄金属加工製品 0.835 0.859 2.86% 1.046 1.071 2.34% -0.52%
43 建設・建築用金属製品 0.811 0.834 2.86% 1.043 1.067 2.29% -0.57%
44 その他の金属製品 0.822 0.845 2.86% 1.044 1.069 2.37% -0.49%
45 はん用機械 0.838 0.862 2.86% 1.039 1.062 2.23% -0.63%
46 生産用機械 0.850 0.875 2.86% 1.037 1.062 2.36% -0.50%
47 業務用機械 0.800 0.823 2.86% 1.032 1.054 2.16% -0.70%
48 電子デバイス 0.678 0.697 2.86% 1.022 1.040 1.75% -1.11%
49 その他の電子部品 0.808 0.831 2.86% 1.031 1.053 2.19% -0.67%
50 産業用電気機器 0.770 0.792 2.86% 1.027 1.050 2.16% -0.70%
51 民生用電気機器 0.727 0.747 2.86% 1.029 1.049 1.96% -0.89%
52 電子応用装置・電気計測器 0.753 0.775 2.86% 1.025 1.047 2.10% -0.76%
53 その他の電気機械 0.752 0.774 2.86% 1.032 1.054 2.10% -0.75%
54 通信機械・同関連機器 0.756 0.778 2.86% 1.022 1.043 2.01% -0.84%
55 電子計算機・同附属装置 0.713 0.734 2.86% 1.026 1.046 1.94% -0.92%
56 乗用車 0.774 0.796 2.86% 1.029 1.051 2.16% -0.69%
57 その他の自動車 0.753 0.774 2.86% 1.029 1.051 2.16% -0.70%
58 自動車部品・同附属品 0.781 0.803 2.86% 1.031 1.053 2.19% -0.67%
59 船舶・同修理 0.804 0.826 2.86% 1.038 1.061 2.27% -0.59%
60 その他の輸送機械・同修理 0.819 0.842 2.86% 1.032 1.057 2.34% -0.52%
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付表 5－1 消費増税に伴う税込み価格の上昇率（続き） 
 














a b c (=b/a-1) d e f (=e/d-1) g (=f-c)
61 その他の製造工業製品 0.811 0.835 2.86% 1.033 1.054 2.02% -0.83%
62 再生資源回収・加工処理 0.892 0.917 2.86% 1.088 1.113 2.35% -0.50%
63 建築 0.900 0.926 2.86% 1.037 1.063 2.49% -0.37%
64 建設補修 0.893 0.918 2.86% 1.044 1.070 2.48% -0.37%
65 公共事業 0.870 0.894 2.86% 1.026 1.051 2.36% -0.50%
66 その他の土木建設 0.888 0.914 2.86% 1.028 1.054 2.50% -0.36%
67 電力 0.484 0.497 2.86% 1.051 1.067 1.50% -1.36%
68 ガス・熱供給 0.674 0.693 2.86% 1.027 1.046 1.81% -1.05%
69 水道 0.689 0.709 2.86% 1.053 1.080 2.62% -0.24%
70 廃棄物処理 0.897 0.923 2.86% 1.045 1.071 2.42% -0.44%
71 商業 0.902 0.928 2.86% 1.037 1.063 2.54% -0.31%
72 金融・保険 0.824 0.824 0.00% 0.991 0.987 -0.35% -0.35%
73 不動産仲介及び賃貸 0.737 0.758 2.86% 1.039 1.065 2.46% -0.39%
74 住宅賃貸料 0.730 0.730 0.00% 0.985 0.976 -0.92% -0.92%
75 鉄道輸送 0.583 0.599 2.86% 0.634 0.640 0.89% -1.97%
76 道路輸送（自家輸送を除く） 0.924 0.951 2.86% 1.138 1.168 2.61% -0.25%
77 水運 0.777 0.799 2.86% 1.277 1.304 2.16% -0.69%
78 航空輸送 0.721 0.742 2.86% 0.815 0.826 1.26% -1.59%
79 貨物利用運送 0.825 0.849 2.86% 1.660 1.703 2.61% -0.24%
80 倉庫 0.765 0.787 2.86% 1.063 1.085 2.16% -0.70%
81 運輸附帯サービス 0.888 0.913 2.86% 0.969 0.992 2.36% -0.50%
82 郵便・信書便 0.957 0.984 2.86% 1.238 1.273 2.78% -0.07%
83 通信 0.810 0.833 2.86% 0.907 0.927 2.23% -0.62%
84 放送 0.863 0.888 2.86% 1.011 1.035 2.32% -0.54%
85 情報サービス 0.905 0.930 2.86% 1.118 1.147 2.61% -0.25%
86 インターネット附随サービス 0.850 0.874 2.86% 1.103 1.128 2.31% -0.55%
87 映像・音声・文字情報制作 0.859 0.884 2.86% 1.175 1.204 2.42% -0.44%
88 公務 0.908 0.908 0.00% 0.996 0.994 -0.22% -0.22%
89 教育 0.925 0.925 0.00% 0.981 0.979 -0.22% -0.22%
90 研究 0.825 0.825 0.00% 0.907 0.904 -0.28% -0.28%
91 医療 0.816 0.816 0.00% 0.923 0.919 -0.48% -0.48%
92 保健衛生 0.896 0.896 0.00% 1.784 1.781 -0.15% -0.15%
93 社会保険・社会福祉 0.908 0.908 0.00% 1.439 1.436 -0.23% -0.23%
94 介護 0.863 0.863 0.00% 0.925 0.922 -0.30% -0.30%
95 その他の非営利団体サービス 0.903 0.929 2.86% 1.019 1.044 2.45% -0.41%
96 物品賃貸サービス 0.553 0.569 2.86% 0.690 0.689 -0.04% -2.90%
97 広告 0.829 0.853 2.86% 1.026 1.049 2.31% -0.55%
98 自動車整備・機械修理 0.854 0.879 2.86% 1.345 1.379 2.51% -0.35%
99 その他の対事業所サービス 0.905 0.931 2.86% 0.961 0.987 2.68% -0.18%
100 宿泊業 0.798 0.821 2.86% 1.024 1.045 2.05% -0.81%
101 飲食サービス 0.861 0.885 2.86% 1.122 1.150 2.44% -0.42%
102 洗濯・理容・美容・浴場業 0.860 0.885 2.86% 1.037 1.064 2.62% -0.24%
103 娯楽サービス 0.843 0.867 2.86% 1.085 1.108 2.16% -0.70%
104 その他の対個人サービス 0.838 0.862 2.86% 0.990 1.016 2.62% -0.23%
105 事務用品 0.799 0.821 2.86% 2.007 2.057 2.50% -0.36%
106 分類不明 0.888 0.914 2.86% 1.215 1.247 2.64% -0.22%
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付表 5－2 非課税品における仕入れ税額の転嫁ケースによる価格上昇率 
 







業種セクター 金融保険 住宅賃貸 医療 公務 教育 研究 保健衛生会保険・社会福 介護 医療
単純合計 8.87% 1.73% 2.92% 4.33% 1.40% 15.89% 2.00% 2.11% 1.63% 3.99%
1 耕種農業 0.04% 0.00% 0.00% 0.02% 0.00% 0.06% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
2 畜産 0.05% 0.00% 0.00% 0.02% 0.00% 0.05% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
3 農業サービス 0.04% 0.00% 0.00% 0.02% 0.00% 0.04% 0.01% 0.00% 0.00% 0.00%
4 林業 0.02% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.04% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
5 漁業 0.05% 0.00% 0.00% 0.02% 0.00% 0.05% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
6 金属鉱物 0.07% 0.00% 0.00% 0.02% 0.02% 0.08% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
7 石炭・原油・天然ガス 0.10% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.11% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
8 非金属鉱物 0.13% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.05% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
9 食料品 0.04% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.06% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
10 飲料 0.04% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.05% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
11 飼料・有機質肥料 0.04% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.06% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
12 たばこ 0.01% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.04% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
13 繊維工業製品 0.11% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.20% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
14 衣服・その他の繊維既製品 0.10% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.14% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
15 木材・木製品 0.05% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.05% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
16 家具・装備品 0.07% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.09% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
17 パルプ・紙・板紙・加工紙 0.08% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.10% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
18 紙加工品 0.06% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.09% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
19 印刷・製版・製本 0.05% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.08% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
20 化学肥料 0.06% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.14% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
21 無機化学工業製品 0.07% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.25% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
22 石油化学基礎製品 0.06% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.11% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
23 有機化学工業製品 0.07% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.29% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
24 合成樹脂 0.07% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.34% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
25 化学繊維 0.07% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.29% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
26 医薬品 0.04% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.71% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
27 化学最終製品 0.06% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.30% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
28 石油製品 0.02% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.03% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
29 石炭製品 0.08% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.07% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
30 プラスチック製品 0.05% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.22% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
31 ゴム製品 0.05% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.21% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
32 なめし革・毛皮・同製品 0.04% 0.00% 0.00% 0.02% 0.00% 0.10% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
33 ガラス・ガラス製品 0.06% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.17% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
34 セメント・セメント製品 0.07% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.07% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
35 陶磁器 0.07% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.12% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
36 その他の窯業・土石製品 0.06% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.09% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
37 銑鉄・粗鋼 0.06% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.07% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
38 鋼材 0.06% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.09% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
39 鋳鍛造品 0.05% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.09% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
40 その他の鉄鋼製品 0.06% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.08% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
41 非鉄金属製錬・精製 0.07% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.09% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
42 非鉄金属加工製品 0.07% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.15% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
43 建設・建築用金属製品 0.08% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.10% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
44 その他の金属製品 0.05% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.07% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
45 はん用機械 0.05% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.15% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
46 生産用機械 0.04% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.18% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
47 業務用機械 0.06% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.34% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
48 電子デバイス 0.07% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.41% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
49 その他の電子部品 0.05% 0.00% 0.00% 0.01% 0.01% 0.39% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
50 産業用電気機器 0.05% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.33% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
51 民生用電気機器 0.06% 0.00% 0.00% 0.01% 0.01% 0.32% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
52 電子応用装置・電気計測器 0.05% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.43% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
53 その他の電気機械 0.06% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.21% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
54 通信機械・同関連機器 0.05% 0.00% 0.00% 0.01% 0.01% 0.41% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
55 電子計算機・同附属装置 0.06% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.47% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
56 乗用車 0.05% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.38% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
57 その他の自動車 0.05% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.40% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
58 自動車部品・同附属品 0.05% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.35% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
59 船舶・同修理 0.07% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.13% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
60 その他の輸送機械・同修理 0.06% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.17% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
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付表 5－2 非課税品における仕入れ税額の転嫁ケースによる価格上昇率（続き） 
 







業種セクター 金融保険 住宅賃貸 医療 公務 教育 研究 保健衛生会保険・社会福 介護 医療
61 その他の製造工業製品 0.09% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.19% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
62 再生資源回収・加工処理 0.04% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.03% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
63 建築 0.06% 0.00% 0.00% 0.02% 0.00% 0.04% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
64 建設補修 0.05% 0.00% 0.00% 0.02% 0.00% 0.05% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
65 公共事業 0.08% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.04% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
66 その他の土木建設 0.07% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.05% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
67 電力 0.21% 0.00% 0.00% 0.02% 0.01% 0.11% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
68 ガス・熱供給 0.07% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.11% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
69 水道 0.04% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.04% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
70 廃棄物処理 0.04% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.02% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
71 商業 0.06% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.02% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
72 金融・保険 2.27% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.01% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
73 不動産仲介及び賃貸 0.24% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.01% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
74 住宅賃貸料 0.18% 1.73% 0.00% 0.02% 0.00% 0.01% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
75 鉄道輸送 0.18% 0.00% 0.00% 0.02% 0.01% 0.05% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
76 道路輸送（自家輸送を除く） 0.03% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.02% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
77 水運 0.12% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.03% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
78 航空輸送 0.08% 0.00% 0.00% 0.02% 0.00% 0.05% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
79 貨物利用運送 0.07% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.02% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
80 倉庫 0.05% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.03% 0.05% 0.00% 0.00% 0.00%
81 運輸附帯サービス 0.04% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.02% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
82 郵便・信書便 0.01% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
83 通信 0.04% 0.00% 0.00% 0.01% 0.01% 0.07% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
84 放送 0.03% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.04% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
85 情報サービス 0.03% 0.00% 0.00% 0.01% 0.01% 0.06% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
86 インターネット附随サービス 0.06% 0.00% 0.00% 0.01% 0.02% 0.10% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
87 映像・音声・文字情報制作 0.04% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.06% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
88 公務 0.14% 0.00% 0.00% 2.67% 0.00% 0.03% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
89 教育 0.01% 0.00% 0.00% 0.01% 1.15% 0.01% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
90 研究 0.03% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 2.88% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
91 医療 0.04% 0.00% 2.92% 0.00% 0.00% 0.16% 0.02% 0.00% 0.00% 3.99%
92 保健衛生 0.05% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.04% 1.88% 0.00% 0.00% 0.00%
93 社会保険・社会福祉 0.03% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.03% 0.00% 2.11% 0.00% 0.00%
94 介護 0.03% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.02% 0.00% 0.00% 1.63% 0.00%
95 その他の非営利団体サービス 0.16% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.02% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
96 物品賃貸サービス 0.20% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.08% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
97 広告 0.04% 0.00% 0.00% 0.01% 0.01% 0.04% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
98 自動車整備・機械修理 0.05% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.14% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
99 その他の対事業所サービス 0.02% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.01% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
100 宿泊業 0.07% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.03% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
101 飲食サービス 0.04% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.03% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
102 洗濯・理容・美容・浴場業 0.03% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.03% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
103 娯楽サービス 0.04% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.02% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
104 その他の対個人サービス 0.03% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.02% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
105 事務用品 0.07% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00% 0.14% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
106 分類不明 0.07% 0.00% 0.00% 0.66% 0.00% 0.10% 0.01% 0.00% 0.00% 0.00%
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産業部門 調達距離 供給距離 調達距離 供給距離
（平均） （平均） （並び替え） （並び替え）
1 耕種農業 3.50 3.80 40 その他の鉄鋼製品 5.48 37 銑鉄・粗鋼 6.27
2 畜産 4.23 4.42 38 鋼材 5.02 22 石油化学基礎製品 5.57
3 農業サービス 3.28 4.78 37 銑鉄・粗鋼 4.58 6 金属鉱物 5.55
4 林業 3.38 4.70 57 その他の自動車 4.50 29 石炭製品 5.11
5 漁業 3.79 4.38 56 乗用車 4.46 8 非金属鉱物 4.87
6 金属鉱物 3.04 5.55 58 自動車部品・同附属品 4.33 3 農業サービス 4.78
7 石炭・原油・天然ガス 3.17 4.23 105 事務用品 4.32 4 林業 4.70
8 非金属鉱物 3.24 4.87 22 石油化学基礎製品 4.28 58 自動車部品・同附属品 4.65
9 食料品 3.80 4.10 24 合成樹脂 4.28 59 船舶・同修理 4.64
10 飲料 3.57 3.62 18 紙加工品 4.26 2 畜産 4.42
11 飼料・有機質肥料 4.01 4.03 2 畜産 4.23 5 漁業 4.38
12 たばこ 3.64 0.00 43 建設・建築用金属製品 4.16 23 有機化学工業製品 4.28
13 繊維工業製品 3.81 3.39 44 その他の金属製品 4.06 7 石炭・原油・天然ガス 4.23
14 衣服・その他の繊維既製品 3.74 2.50 97 広告 4.05 38 鋼材 4.22
15 木材・木製品 3.54 3.77 19 印刷・製版・製本 4.04 77 水運 4.18
16 家具・装備品 3.57 2.84 23 有機化学工業製品 4.03 103 娯楽サービス 4.17
17 パルプ・紙・板紙・加工紙 3.99 4.09 30 プラスチック製品 4.01 62 再生資源回収・加工処理 4.17
18 紙加工品 4.26 2.84 11 飼料・有機質肥料 4.01 41 非鉄金属製錬・精製 4.16
19 印刷・製版・製本 4.04 3.01 17 パルプ・紙・板紙・加工紙 3.99 50 産業用電気機器 4.14
20 化学肥料 3.31 3.55 39 鋳鍛造品 3.93 80 倉庫 4.11
21 無機化学工業製品 3.43 3.74 59 船舶・同修理 3.90 9 食料品 4.10
22 石油化学基礎製品 4.28 5.57 62 再生資源回収・加工処理 3.82 17 パルプ・紙・板紙・加工紙 4.09
23 有機化学工業製品 4.03 4.28 13 繊維工業製品 3.81 39 鋳鍛造品 4.05
24 合成樹脂 4.28 3.88 9 食料品 3.80 101 飲食サービス 4.05
25 化学繊維 3.79 3.75 5 漁業 3.79 11 飼料・有機質肥料 4.03
26 医薬品 3.37 3.39 25 化学繊維 3.79 60 その他の輸送機械・同修理 3.94
27 化学最終製品 3.60 2.97 14 衣服・その他の繊維既製品 3.74 34 セメント・セメント製品 3.94
28 石油製品 3.67 3.55 86 インターネット附随サービス 3.68 57 その他の自動車 3.93
29 石炭製品 3.50 5.11 28 石油製品 3.67 35 陶磁器 3.91
30 プラスチック製品 4.01 3.10 45 はん用機械 3.67 48 電子デバイス 3.88
31 ゴム製品 3.55 3.11 73 不動産仲介及び賃貸 3.65 24 合成樹脂 3.88
32 なめし革・毛皮・同製品 3.59 3.11 98 自動車整備・機械修理 3.64 49 その他の電子部品 3.86
33 ガラス・ガラス製品 3.28 3.21 12 たばこ 3.64 55 電子計算機・同附属装置 3.84
34 セメント・セメント製品 3.47 3.94 46 生産用機械 3.62 51 民生用電気機器 3.84
35 陶磁器 3.11 3.91 27 化学最終製品 3.60 1 耕種農業 3.80
36 その他の窯業・土石製品 3.06 3.51 51 民生用電気機器 3.59 84 放送 3.77
37 銑鉄・粗鋼 4.58 6.27 32 なめし革・毛皮・同製品 3.59 15 木材・木製品 3.77
38 鋼材 5.02 4.22 74 住宅賃貸料 3.59 25 化学繊維 3.75
39 鋳鍛造品 3.93 4.05 84 放送 3.59 21 無機化学工業製品 3.74
40 その他の鉄鋼製品 5.48 3.66 52 電子応用装置・電気計測器 3.58 46 生産用機械 3.72
41 非鉄金属製錬・精製 3.50 4.16 10 飲料 3.57 52 電子応用装置・電気計測器 3.71
42 非鉄金属加工製品 3.57 3.43 60 その他の輸送機械・同修理 3.57 43 建設・建築用金属製品 3.67
43 建設・建築用金属製品 4.16 3.67 16 家具・装備品 3.57 40 その他の鉄鋼製品 3.66
44 その他の金属製品 4.06 2.94 42 非鉄金属加工製品 3.57 10 飲料 3.62
45 はん用機械 3.67 3.59 55 電子計算機・同附属装置 3.55 79 貨物利用運送 3.59
46 生産用機械 3.62 3.72 67 電力 3.55 45 はん用機械 3.59
47 業務用機械 3.41 3.54 31 ゴム製品 3.55 88 公務 3.56
48 電子デバイス 3.41 3.88 15 木材・木製品 3.54 20 化学肥料 3.55
49 その他の電子部品 3.54 3.86 49 その他の電子部品 3.54 28 石油製品 3.55
50 産業用電気機器 3.47 4.14 101 飲食サービス 3.54 47 業務用機械 3.54
51 民生用電気機器 3.59 3.84 82 郵便・信書便 3.53 36 その他の窯業・土石製品 3.51
52 電子応用装置・電気計測器 3.58 3.71 54 通信機械・同関連機器 3.53 42 非鉄金属加工製品 3.43
53 その他の電気機械 3.50 3.35 83 通信 3.53 26 医薬品 3.39
54 通信機械・同関連機器 3.53 3.01 1 耕種農業 3.50 13 繊維工業製品 3.39
55 電子計算機・同附属装置 3.55 3.84 53 その他の電気機械 3.50 92 保健衛生 3.38
56 乗用車 4.46 0.00 41 非鉄金属製錬・精製 3.50 53 その他の電気機械 3.35
57 その他の自動車 4.50 3.93 29 石炭製品 3.50 76 道路輸送（自家輸送を除く） 3.28
58 自動車部品・同附属品 4.33 4.65 87 映像・音声・文字情報制作 3.49 86 インターネット附随サービス 3.27
59 船舶・同修理 3.90 4.64 78 航空輸送 3.49 33 ガラス・ガラス製品 3.21
60 その他の輸送機械・同修理 3.57 3.94 34 セメント・セメント製品 3.47 70 廃棄物処理 3.19
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産業部門 調達距離 供給距離 調達距離 供給距離
（平均） （平均） （並び替え） （並び替え）
61 その他の製造工業製品 3.09 2.93 50 産業用電気機器 3.47 67 電力 3.12
62 再生資源回収・加工処理 3.82 4.17 72 金融・保険 3.46 32 なめし革・毛皮・同製品 3.11
63 建築 3.28 0.00 69 水道 3.46 31 ゴム製品 3.11
64 建設補修 3.38 2.90 21 無機化学工業製品 3.43 30 プラスチック製品 3.10
65 公共事業 3.17 0.00 96 物品賃貸サービス 3.43 83 通信 3.08
66 その他の土木建設 3.23 0.00 75 鉄道輸送 3.42 87 映像・音声・文字情報制作 3.05
67 電力 3.55 3.12 48 電子デバイス 3.41 54 通信機械・同関連機器 3.01
68 ガス・熱供給 3.39 2.68 47 業務用機械 3.41 19 印刷・製版・製本 3.01
69 水道 3.46 2.79 68 ガス・熱供給 3.39 27 化学最終製品 2.97
70 廃棄物処理 3.22 3.19 79 貨物利用運送 3.38 104 その他の対個人サービス 2.96
71 商業 3.20 0.00 64 建設補修 3.38 44 その他の金属製品 2.94
72 金融・保険 3.46 2.67 85 情報サービス 3.38 61 その他の製造工業製品 2.93
73 不動産仲介及び賃貸 3.65 2.83 4 林業 3.38 82 郵便・信書便 2.92
74 住宅賃貸料 3.59 0.00 80 倉庫 3.37 89 教育 2.92
75 鉄道輸送 3.42 2.64 26 医薬品 3.37 64 建設補修 2.90
76 道路輸送（自家輸送を除く） 3.17 3.28 91 医療 3.36 90 研究 2.88
77 水運 3.25 4.18 20 化学肥料 3.31 98 自動車整備・機械修理 2.87
78 航空輸送 3.49 2.85 33 ガラス・ガラス製品 3.28 78 航空輸送 2.85
79 貨物利用運送 3.38 3.59 3 農業サービス 3.28 18 紙加工品 2.84
80 倉庫 3.37 4.11 63 建築 3.28 16 家具・装備品 2.84
81 運輸附帯サービス 3.11 2.75 100 宿泊業 3.28 73 不動産仲介及び賃貸 2.83
82 郵便・信書便 3.53 2.92 99 その他の対事業所サービス 3.27 69 水道 2.79
83 通信 3.53 3.08 95 その他の非営利団体サービス 3.26 85 情報サービス 2.79
84 放送 3.59 3.77 102 洗濯・理容・美容・浴場業 3.25 99 その他の対事業所サービス 2.78
85 情報サービス 3.38 2.79 77 水運 3.25 97 広告 2.77
86 インターネット附随サービス 3.68 3.27 8 非金属鉱物 3.24 81 運輸附帯サービス 2.75
87 映像・音声・文字情報制作 3.49 3.05 66 その他の土木建設 3.23 95 その他の非営利団体サービス 2.74
88 公務 2.95 3.56 70 廃棄物処理 3.22 102 洗濯・理容・美容・浴場業 2.74
89 教育 3.01 2.92 71 商業 3.20 68 ガス・熱供給 2.68
90 研究 2.99 2.88 7 石炭・原油・天然ガス 3.17 72 金融・保険 2.67
91 医療 3.36 0.00 65 公共事業 3.17 75 鉄道輸送 2.64
92 保健衛生 3.13 3.38 76 道路輸送（自家輸送を除く） 3.17 96 物品賃貸サービス 2.64
93 社会保険・社会福祉 3.01 0.00 92 保健衛生 3.13 106 分類不明 2.57
94 介護 3.11 0.00 35 陶磁器 3.11 105 事務用品 2.56
95 その他の非営利団体サービス 3.26 2.74 81 運輸附帯サービス 3.11 14 衣服・その他の繊維既製品 2.50
96 物品賃貸サービス 3.43 2.64 94 介護 3.11 56 乗用車 0
97 広告 4.05 2.77 61 その他の製造工業製品 3.09 12 たばこ 0
98 自動車整備・機械修理 3.64 2.87 36 その他の窯業・土石製品 3.06 74 住宅賃貸料 0
99 その他の対事業所サービス 3.27 2.78 6 金属鉱物 3.04 91 医療 0
100 宿泊業 3.28 0.00 89 教育 3.01 63 建築 0
101 飲食サービス 3.54 4.05 93 社会保険・社会福祉 3.01 100 宿泊業 0
102 洗濯・理容・美容・浴場業 3.25 2.74 90 研究 2.99 66 その他の土木建設 0
103 娯楽サービス 2.98 4.17 103 娯楽サービス 2.98 71 商業 0
104 その他の対個人サービス 2.91 2.96 88 公務 2.95 65 公共事業 0
105 事務用品 4.32 2.56 104 その他の対個人サービス 2.91 94 介護 0











の 2014 年 4 月における税率 5%から 8%への引き上げを対象事例として、各種データを活用
した実証研究を主として展開した。本章では研究のまとめを行う。はじめに各章において得
られた研究結果を振り返る。 
 導入部にあたる「第 1 章 消費税の現状と転嫁問題」では、本研究の問題意識を示した。
わが国の消費税は、1970 年代以降に世界各国で導入が相次いだ付加価値税タイプの消費課税














「第 2 章 消費者物価指数にみる消費税の転嫁」は、消費者物価指数（CPI）データを用
いた 2014 年の消費増税に関する検討である。CPI は税込み価格表示であるが増税前後の価
格の動きから消費税の転嫁の多寡を知ることができる。CPI の総合指数レベルでは完全転嫁










 「第 3 章 Point-of-Sales(POS)データにみる消費税の転嫁」は、月次のミクロ価格データ
を用いた研究である。第 2 章で使用した CPI は、価格が 7 日間以上持続したものを集計して
いるが、近年の日本では POS システムの進展により、より短期間で価格が改定される動きが
強まっている。日本国内の約 300 店舗のスーパーにおける価格情報を集計した POS 価格を
使用データとして分析したところ、商品棚に対応した 210 品目のレベルにおいて、CPI に比
べて POS 価格の変動傾向が大きいことが分かった。これより消費税の転嫁の分析に際しては、
CPI が代表する定価の動きに加えて、POS 価格が含む特売価格の動向を参照することの必要










 「第 4 章 マイクロデータにみる消費税の転嫁」は、1 商品における日次 POS データを用



















































が本研究の限界である。第 2 章では時系列モデルの推定から、他年と比べると 2014 年における
価格上昇が有意に高かったという結果を得ており、これにより 2014 年 4 月における価格変化の
主因は消費増税としているが決定的とは言い難い。 







が望まれている。例えば、消費税転嫁特別措置法は 2014 年に初めて登場しており、ならば 1997
年との比較をすれば、その政策効果はより明示的に捉えられた可能性がある。 


































































































































分析（均衡価格モデル）を通じて」『静岡大学法経研究』第 37 巻,第 1号, pp.179-216。 
安部和彦(2015),『消費税の税率構造と仕入れ税額控除－医療非課税を中心に』白桃書房。 
阿部修人,新関剛史（2010）,「Homescan による家計消費データの特徴」『経済研究』,61 巻 3
号, pp.224-236。 
阿部修人,塩谷匡介（2011）,「Homescan による家計別の物価変化率の特徴」『経済研究』,62
巻 4 号, pp.356-370。 
阿部修人,稲倉典子（2015）,「消費税率改定時の家計購買行動」『経済研究』,66 巻 4 号, 
pp.321-336。 
阿部修人,外木暁幸,渡辺努（2008）,「企業出荷価格の粘着性－アンケートと POSデータに基




伊藤裕香子（2013）,『消費税日記－検証増税 786 日の攻防』プレジデント社。 
猪俣哲史（2008），「産業間の「距離」を計る－アジア交際産業連関表を用いた平均波及世代
数の計測」『産業連関』第 16巻第 1号,pp.46-55。 
今井聡,渡辺努（2016）,「POSデータによる商品の新陳代謝と価格設定分析-減量による実質





















Paper Series 08-J-061、経済産業研究所，pp.1-64。 




























12 巻, pp.119-146, 有斐閣。 
白石浩介(2016c),「マイクロデータを用いた消費税の価格転嫁に関する研究」『拓殖大学政治・
経済・法律研究』第 19 巻 1 号, pp.41-71。 
白石浩介(2017),「産業連関分析による消費税の価格転嫁に関する研究」『拓殖大学政治行政研











税における複数税率に関連して」『国民経済雑誌』第 195巻,第 6号, pp.69-81。 





中井英雄（1981），「一般消費税の産業別価格効果-1 次効果と 2 次効果の計測と比較」『近畿
大学商経学叢』第 28巻,第 1号, pp.55-81。 
長澤哲也,石井崇,植村幸也,河野良介（2013）,『実務解説 消費税転嫁特別措置法』商事法務。 
中西貢（1989），「消費税導入と均衡価格モデル」『埼玉大学社会科学論集』第 68巻, pp.63-91。 
新長章典（1992），「消費税率の変更と産業連関分析」『広島経済大学経済研究論集』第 15巻,
第 2号, pp.177-196。 
西山由美（2017）,「仕入税額控除」『日税研論集』vol.70, pp.465-514。 
日本銀行(2014),「金融経済統計月報」2014 年 3月号。 
日本経済新聞社編（2016）,『Q&A すぐわかる軽減税率』日本経済新聞出版社。 
ピンダイク,ルビンフェルド著,姉川監訳（2014）,『ミクロ経済学Ⅰ・Ⅱ』Kadokawa。 
橋本恭之（1989）,「税制改革の計量分析」『大阪大学経済学』第 38巻,第 3・4号, pp.185-207。 
橋本恭之（1998）,『税制改革の応用一般均衡分析』関西大学出版部。 
林宏明,橋本恭之（1987）,「売上税の価格効果-産業連関表による分析」『大阪大学経済学』
第 37 巻,第 3号, pp.36-51。 
林宏明・橋本恭之（1991）,「消費税の価格分析-昭和 55年産業連関表と昭和 60年産業連関
表による分析」『四日市大学論集』第 3巻,第 2号, pp.19-31。 
藤川清史（1991），「消費税導入の経済効果-伝票方式と帳簿方式の相違を考慮した産業連関分
析」『大阪経大論集』第 42巻,第 3号, pp.41-66。 
藤川清史（1997），「消費税導入の経済効果-1990年産業連関表を用いた予測とその評価」『甲
南経済学論集』第 38巻,第 1号, pp.55-91。 
藤川清史（1999），「消費税導入の経済効果-1990 年産業連関表を用いた予測とその評価」藤
川清史著『グローバル経済の産業連関分析』第 9章, pp.247-277，創文社。 
藤川清史（2010），「税制の分析：価格モデルの応用例」宍戸監修・環太平洋産業連関分析学





済研究』、第 46巻 3号，pp.193-215。 
水野貴之・渡辺努（2008），「オンライン市場における価格変動の統計的分析」『経済研究』, 第
59 巻 4号，pp.317-329。 
水野貴之,渡辺努,齊藤有希子（2010），「価格の実質硬直性－計測手法と応用例」『経済研究』, 















性デフレ真因の解明』第 2 章所収, pp49-93, 日本経済新聞出版社。 
第 183 回国会衆議院経済産業委員会第 10 号（2013）,杉本和行公正取引委員会委員長答弁, 
2013 年 7 月 26 日。 
 
Abe, N. and A. Tonogi (2010), “Micro and Macro Price Dynamics in Daily Data”, Journal 
of Monetary Economics, vol.57, pp.716-728. 
Abe, N., T. Enda, N. Inakura and A. Tonogi (2015), “Effects of New Goods and Product 
Turnover on Price Indexes”, RCESR-DP15-2, Institute of Economic Research, 
Hitotsubashi University. 
Álvarez L.J., P. Burriel and I. Hernando(2005), “Price Setting Behavior in Spain – 
Evidence from Micro PPI Data”, Working Paper Series, No.522, European Central 
Bank (Frankfurt, Germany). 
Atkinson, A.B. (2014), Public Economics in an Age of Austerity, Routledge (Oxon, UK). 
Baker, P. and V. Brechling, (1992), “The Impact of Excise Duty Changes on Retail Prices 
in the UK”, Fiscal Studies, vol.13, no.2, pp.48-65. 
Berger, J. and L. Strohner(2011), “The effect of VAT on price-setting behabior”, in: 
Insititute for Fiscal Studies, eds., A Restropective evaluation of elements of the EU 
VAT System, TAXUD/2010?DE/328, Chapter 8. 
174 
 
Besley, T. and H.S. Rosen(1999), “Sales Taxes and Prices: An Empirical Analysis”, 
National Tax Journal, Vol.52 No.2, pp.157-178. 
Bundesbank (2008), “Price and volume effects of VAT increase on 1 January 2007”, in: 
Deutsche Bundesbank eds., Monthly Report, April 2008 (Deutsche Bundesbank, 
Germany). 
Bunn, P. and C. Ellis(2012), “Examining the Behaviour of Individual UK Consumer 
Prices”, The Economic Journal, vol.122, F35-F55 (Oxford, US). 
Bye, B., B. Strom and T. Avitsland(2012), “Welfare effects of VAT reforms: a general 
equilibrium analysis”, International Tax and Public Finance, vol.19, pp.368-392. 
Carare, A. and S. Danninger (2008), “Inflation Smoothing and the Modest Effect of VAT in 
Germany”, IMF Working Paper, WP/08/175 (International Monetary Fund, 
Washington). 
Carbonnier, C(2005), “Is tax shifting asymmetric? Evidence from French VAT reforms, 
1995-2000”, Working Paper, no.2005-34 (Paris-Jourdan Sciences Economiques, 
Paris). 
Carbonnier, C(2007), “Who pays sales taxes? Evidence from French VAT reforms, 
1987-1999”, Journal of Public Economics, Vol.91, pp.1219-1229. 
Cashin, D and T. Unayama (2016), “The Impact of a Permanent Income Shock on 
Consumption: Evidence from Japan’s 2014 VAT increase”, RIETI Discussion Paper 
Series 16-E-052(The Research Institute of Economy, Trade and Industry, Tokyo). 
Cremer, H. and J. F. Thisse, (1994), “Commodity Taxation in a Differentiated Oligopoly”, 
International Economic Reviews, vol.35, no.3. pp.613-633. 
Delipalla, S. and M. Keen (1992), “The comparison between ad valorem and specific 
taxation under imperfect competition”, Journal of Public Economics, vol.49, 
pp.351-367. 
Dhyne, E. D., L. J. Alvarez, H. Le Bihan, G. Veronese, D. Dias, J. Hoffmann, N. Jonker, P. 
Lunnemann, F. Rumler and J. Vilmunen(2006), “Price Changes in the Euro Area and 
the United States: Some Facts from Individual Consumer Price Data”, Journal of 
Economic Perspectives, Vol.20, No.2, pp. 171-192. 
Dietzenbacher, E.(1997), “In Vindication of the Ghosh Model: A Reinterpretation as a 
Price Model”, Journal of Regional Science, vol.37, no.4, pp.629-651. 
Dietzenbacher, E., L. Romero and N.S. Bosma (2005), “Using Average Propagation 
Lengths to Identify Production Chains in the Andalusian Economy”, Estudios de 
Economia Aplicada, vol.23, pp.405-422. 
Dixit, A. K. and J. E. Stiglitz (1977), “Monopolistic competition and optimum product 
diversity”, American Economic Review, vol.67, pp.297-308. 
Druant, K., S. Fabiani, G. Kezdi, A. Lamo, F. Martins and R. Sabbatini(2009), “How are 
Firms’ Wages and Prices Linked – Survey Evidence in Europe”, Working Paper 
175 
 
Series ,No.1084, European Central Bank (Frankfurt, Germany). 
Ebrill, L, M. Keen, J.P. Bodin, and V. Summers(2001), The Modern VAT, IMF. 
European Commission(2017), “VAT rates applied in the Member States of the European 
Union”, Taxud.c.1, European Commission. 
Fabiani, S., C. Loupias, F. Martins and R. Sabbatini ed. (2007), Pricing Decisions in the 
Euro Area – How Firms Set Prices and Why, Oxford University Press (New York, 
US). 
Fehr, H., C. Rosenberg, and W. Wiegard (1995), Welfare Effects of Value-Added Tax 
Harmonization in Europe : A Computable General Equilibrium Analysis, Springer 
Fullerton, D. and G. E. Metcalf(2002), “Tax Incidence”, in: A.J. Auerbach and M. 
Feldstein, eds., Handbook of Public Economics, Vol.4 (Elsevier, Amsterdam). 
Garcia-Enriquez J. and C. A. Echevarria (2016), “Consistent Estimation of a Censored 
Demand System and Welfare Analysis: The 2012 VAT Reform in Spain”, Journal of 
Agricultural Economics, Vol.67, No.2, pp324-347. 
Gautier, E.(2006), “The Behavior of Producer Prices: Some Evidence from the French PPI 
Micro Data”, Working Paper, Banque de France. 
Greenslade, J. V. and M. Parker(2012), “New Insights into Price-Setting Behavior in the 
UK: Introduction and Survey Results”, Economic Journal, Vol.122, F1-F15 (Oxford). 
Jha, R.(2010), Modern Public Economics, 2nd ed., Routledge, Oxon, UK. 
Jonker, N., C. Folkertsma and H. Bligenberg(2004), “An Empirical Analysis of Price 
Setting Behavior in the Netherlands in the period  1998-2003 Using Micro Data”, 
Working Paper Series, No.413, European Central Bank (Frankfurt Germany). 
Klenow, P. J. and B. A. Malin(2011), “Microeconomic Evidence on Price-Setting”, in: B. M. 
Friedman and M. Woodford eds., Handbook of Monetary Economics, Vol.3A (Elsevier, 
Amsterdam). 
Kosonen, T.(2015), “More and cheaper haircuts after VAT cut? On the efficiency and 
incidence of service sector consumption taxes”, Journal of Public Economics, Vol.131, 
pp.87-100. 
Marion, J. and E. Muehlegger(2011), “Fuel Tax Incidence and Supply Conditions”, NBER 
Working Paper , no.16863, Massachusetts. 
Matsuoka(2012),”Retail Price Stickiness, Market Structure and Distribution Channels”, 
Working paper series, No.4, Research Center for Price Dynamics, Institute of 
Economic Research, Hitotsubashi University. 
Mirrlees, J. A. (chair) (2011), Tax by Design, Oxford University Press (Oxford, UK). 
Mirrlees, J. A. (chair) (2010), Dimensions of Tax Design, Oxford University Press (Oxford, 
UK). 
Nakamura E.(2008), "Pass-Through in Retail and Wholesale", American Economic 
Review, 98(2): 430-37. 
176 
 
Nakamura E. and J. Steinsson (2008), “Five Facts about Prices: A Reevaluation of Menu 
Cost Models”, The Quarterly Journal of Economics, vol.123(4), pp.1415-1464. 
Nakamura E. and D. Zerom(2010), “Accounting for Incomplete Pass-Through”, Review of 
Economic Studies, vol. 77 (3),pp.1192-1230. 
OECD(2016), Consumption Tax Trends 2016, OECD. 
Poterba, J. M. (1996), “Retail Price Reactions to Changes in State and Local Sales Taxes”, 
National Tax Journal, Vol.49 no.2, pp.165-76. 
Reinhorn, L.J. (2012) 'Optimal taxation with monopolistic competition', International tax 
and publicnance., 19 (2). pp. 216-236. 
Richards, T. J., M.I. Gomez and J. Lee(2014), “Pass-Through and Consumer Search: An 
Empirical Analysis”, American Journal of Agricultural Economics, 96(4):1049-1069. 
Salanié, B. (2011), The Economics of Taxation, 2nd Edition (The MIT Press, 
Massachusetts). 
Sandmo, A.(1976), “Optimal Taxation – An Introduction to the literature”, Journal of 
Public Economics, vol.6, pp.37-54. 
Schenk A., V. Thuronyi and W. Cui (2015), Value Added Tax – A Comparative Approach, 
2nd edition, Cambridge University Press. 
Shioji, E.(2015), “Time varying pass-thorough: Will the yen depreciation help Japan hit 
the inflation target?”, Journal of The Japanese and International Economics, vol.37, 
pp.43-58. 
Shioji, E and T. Uchcino (2011), “Pass-through of oil prices to Japanese domestic prices”, 
In: Ito, T and Rose, A.(Eds.), Commodity Prices and Markets, University of Chicago 
Press, US. 
Stahl, H.(2005), “Time-Dependent or State-Dependent Price Setting? – Micro-Evidence 
from German Metal-Working Industries”, Working Paper Series , No.534, European 
Central Bank (Frankfurt, Germany). 
Sudo, N, K. Ueda and K. Watanabe(2014), “Miciro Price Dynamics during Japan’s Lost 
Decades”, Asian Economic Policy Review, vol.9, pp.44-64. 
Tamaoka, M.(1994),”The Regressivity of a Value Added Tax: Tax Credit Method and 
Subtraction Method – A Japanese Case”, Fiscal Studies, vol.15, no.2, pp.57-73. 
Valadkhani, A. (2005), “Goods and Services Tax Effects on Good and Services Included in 
the Consumer Price Index Basket”, The Economic Record, Vol.81, NO.255, S104-S114 
(The Economic Society of Australia, Austraria). 
Vermeulen, P., D. Dias, M. Dossche, E. Gautier, I. Hernando, R. Sabbatini and H.Stahl 
(2007),  “Price Setting in the Euro Area – Some Stylized Facts from Individual 
Producer Price Data”, Working Paper Series, No.727, European Central Bank 
(Frankfurt, Germany).  
 
